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JAバンク大阪信連は
最適なサービスの提供を通じて
ご利用者の信頼に応えます

私たちの使命は、会員JAとその組合員、地域の企業など、

すべてのご利用者のお役に立つことです。

JAが誕生した目的は、農業の発展と組合員の生活向上のため。

つまりは組合員のお役に立つことが、JAの存在意義なのです。

JAは、組合員にとって一番身近で頼れる存在でありたいと考えています。

そのためにJAは、組合員を誰よりも理解している協同組合組織だからこそできる

一人ひとりにとっての最適なサービスの提供を目指しています。

私たちは、このような使命をもって活動するJAの信用事業の連合会として誕生しました。

だからこそ私たちはJAとこの使命をともにし、連合会としての役割を果たすため、

JAへの安定的な収益還元とサポート・補完機能の発揮に全力で取り組んでいきます。

私たちは、この使命と役割を胸に、人と人との繋がりを大切にし、

ご利用者の満足そして感動に挑戦することで、信頼に応えてまいります。

JAバンク大阪信連のプロフィール　（令和8年3月31日現在）

◯ 名 称 大阪府信用農業協同組合連合会

◯ 本 所 所 在 地 大阪市中央区高麗橋３丁目３番７号

◯ 設 立 年 月 日 昭和２３年８月２７日

◯ 総 資 産 4兆7,060億円

◯ 貯金･譲渡性貯金 4兆3,035億円

◯ 貸 出 金 7,712億円

◯ 出 資 金 １，４０６億円

◯ 単体自己資本比率 13.26%

◯ 役 員 数 経営管理委員13人、
理事5人、監事3人

◯ 職 員 数 226人

◯ 格付の取得状況 発行体格付「Ａ」
短期格付「ａ- １」

（株式会社格付投資情報センター
（Ｒ＆Ｉ）による格付）



ごあいさつ
　皆さまには、日頃より大阪府信用農業協同組合連合会（ＪＡバンク大
阪信連）をお引立ていただきまして、誠にありがとうございます。
　当会は、１９４８年の設立以来、府内のＪＡを金融面からサポートすると
ともに、大阪農業の振興・地域経済の発展に取り組んでまいりました。
　このたび、令和７年度の業務実績や活動内容などをまとめた「ＪＡバン
ク大阪信連ディスクロージャー誌 Ｒｅｐｏｒｔ２０２６」を作成いたしましたの
で、ご一読いただければ幸いに存じます。
　さて、令和７年度の経済環境については、米国トランプ政権による関
税強化への警戒感から、世界貿易の停滞懸念が強まった一方、国内で
は賃上げが定着し、内需は底堅く推移しました。こうした中、日本銀行は
令和７年12月に追加利上げを実施し、政策金利は0.75％となりました。
なお、その後も利上げが行われ、足元では1％に達しています。
　金融市場においては、米国の関税政策や国内の財政拡大志向の高
まり、緊迫する中東情勢等を背景に、金利・株価ともに大きく変動する
１年となりました。長期金利は年間を通じて上昇基調を維持し、節目の
２％を超えて推移しました。また株式市場では、ＡＩ需要拡大等を背景に
日経平均株価が史上最高値を更新する展開となりました。
　このような変化の激しい経営環境ではありましたが、市場動向の変化
に応じたポートフォリオの改善等、機動的なリスクコントロールを意識し
た運用に取り組んだ結果、経常利益６５億円を計上しました。
　また、「地域で一番頼れる金融機関」を目指し、ＪＡと連携のうえ、組合
員・利用者の皆さまの視点に立ったマネーライフプランの提案に取り組
むとともに、その定着を図ってまいりました。加えて、財産診断や遺言信
託等を通じ、資産承継ニーズにもお応えしました。
　当会は、引き続き、組合員利用者本位を基本姿勢として、皆さまにとっ
て最適でお役に立つ金融サービスの提供に努めてまいります。また、府
内ＪＡにおける安定した貯金基盤は、地域の皆さまからお寄せいただい
ている信頼の表れであると受け止め、ＪＡと一体となって、ＪＡ貯金残高
５兆円を目指してまいります。あわせて、マネー・ローンダリング等の金融
犯罪防止への対応や、ＢＣＰ（業務継続計画）の整備、サイバーセキュリ
ティ対策等の強化にも不断に取り組んでまいります。
　皆さま方におかれましては、今後とも変わらぬご愛顧とご支援を賜り
ますよう心よりお願い申し上げます。

令和8年7月

経営管理委員会会長

戸野谷 益之 池辺 　覚
代表理事理事長 ■本冊子は農業協同組合法第５４条の３に基づいて

作成したディスクロージャー資料です。
■金額及び比率は、原則として、単位未満を切り捨て
のうえ表示しています。

■単位未満の残高がある場合は「0」、無い場合は
「－」で表示しています。
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○貯金、融資等金融サービス
　の提供
○JA信用事業のサポート

貯金・融資など

信用事業

農産物販売など

経済事業

営農指導など

指導事業

生命共済・
建物更生共済など

共済事業

Ｊ  

　Ａ

 
市町村段階 都道府県段階 全国段階

JAバンク大阪

信用

経営
相談

共済

経済
JA全農

（全国農業協同組合連合会）

JA共済連
（全国共済農業協同組合連合会）

大阪府農業
協同組合中央会（ ）

大阪府信用農業
協同組合連合会（ ）

JA大阪中央会

農林中金

一般社団法人全国
農業協同組合中央会（ ）

（農林中央金庫）
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JAとともに最適な金融サービスの提供を
目指しています。

JAグループにおけるJAバンク大阪信連
　JAグループは、市町村をエリアとして各種事業［営農指導事業、経済（購買・販売）事業、信用（貯金・融資等）事
業、共済事業等］を行う『ＪＡ』、各事業別の『都道府県段階』並びに『全国段階』の組織により成り立っています。
　また、ＪＡ・信連・農林中央金庫をもって「ＪＡバンク」とし、ＪＡバンクグループ一体となり、より利便性に富んだ�
総合金融サービスの提供を目指しています。
　私どもＪＡバンク大阪信連は、大阪府における信用事業の都道府県段階の連合会組織であり、府内ＪＡの業務
サポート等を行うとともに、「ＪＡバンク大阪」としてＪＡと一体となって、ご利用者の皆さまのお役に立つ金融サー
ビスをご提供できるよう努めています。

JAグループの仕組み

JAバンク大阪信連とは
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JA組合員をはじめとするご利用者の皆さま
便 利

行　政
連　携

JA中央会
協力・連携

貯金保険機構
破綻時の貯金者保護

JAバンク支援協会
破綻未然防止の支援

系統債権管理回収機構
不良債権の管理・回収

信連
（JAバンク府本部）JA 農林中金

（JAバンク中央本部）

破綻未然防止システム

○JA等の経営状況のモニタリング
○JA等に対する経営改善指導
○JAバンク支援基金等による
資本注入などのサポート等

一体的事業運営

○実質的に一つの金融機関として
機能するような運営システムの
確立
○共同運営システムの利用
○全国どこでも統一された良質で
高度な金融サービスの提供

安 心

農林中金への
指導権限の付与等

［JAバンク基本方針］

JAバンク会員の
経営健全性確保

金融サービス
提供の充実

農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律再編強化法

「JAバンクシステム」により、
ご利用者の皆さまに、より一層の「安心」と「便利」をお届けします。
　「JAバンクシステム」とは、「再編強化法」に基づきJAバンク会員（JA・信連・農林中央金庫）が一体的に事業
運営に取り組む仕組みです。JAバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、金融サービス提供の�
充実・強化を目指す「一体的事業運営」の2つの柱で、皆さまに安心で便利なサービスをご提供します。
　また、JAバンクでは、「破綻未然防止システム」と「貯金保険制度」により「JAバンク・セーフティネット」を構築�
しています。これにより、皆さまにより一層の安心をお届けします。

破綻未然防止システム

破綻未然防止のためのJAバンク独自の制度

　ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻
を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度
です。具体的には、（1）個々のＪＡ等の経営状況
についてチェック（モニタリング）を行い、問題点
を早期に発見、（2）経営破綻に至らないよう、早
め早めに経営改善等を実施、（3）全国のＪＡバン
クが拠出した「ＪＡバンク支援基金」等を活用し、
個々のＪＡ等の経営健全性維持のために必要な
資本注入などの支援を行います。

貯金保険制度
（農水産業協同組合貯金保険制度）

貯金者等保護のための公的な制度

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金
等の払出しができなくなった場合などに、貯金者
等を保護し、また、資金決済の確保を図ることに
よって、信用秩序の維持に資することを目的とす
る制度です。※
　この制度は、銀行・信金・信組・労金等が加入する
「預金保険制度」と同様の内容になっています。
※�保険の対象となる貯金等のうち、決済用貯金(無利息、要求払い、
決済サービスを提供できること、という３要件を満たす貯金)に該
当するものは全額、それ以外の貯金等については1農水産業協
同組合ごとに貯金者1名あたり元本1,000万円までとその利息
等の合計額が保護されます。

＋

JAバンクシステム

JAバンク・セーフティネット
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ご利用者にとって最適なサービスを提供することで
ビジョンの実現を目指します。

　JAバンク大阪の基本的な戦略として「JAバンク大阪基本戦略」を策定し、組合員利用者本位の徹底を図る�
中、JAと当会の役割分担を明確化することで、JAとともに、ご利用者の皆さまの満足度向上に向けて取り組ん
でおります。

経営理念

JAバンク大阪信連は
最適なサービスの提供を通じて
ご利用者の信頼に応えます

　組合員利用者本位の基本姿勢を徹底し、組合員利用者のお役に立つというオンリーワンの姿勢を
もとに、信頼関係を強化し、JAの利用拡大を図る。

メンバーシップ組織と総合事業の強みを生かした組合員利用者本位のサービス
の提供によるオンリーワン戦略を実践し、他金融機関との差別化を図り、利用者
基盤の強化と利用量の確保に努める。

JAに対する安定的な収益還元を実現し、JAを財務的にサポートするとともに、JA
における組合員利用者本位の徹底及び利用者基盤拡充、健全性確保の動きを人
的・機能的にサポートする。

明確化

組合員利用者本位の徹底（オンリーワン戦略）

JAと信連の役割分担の明確化

JA

信連

　我々は、JAとともに「組合員利用者第一」を徹底し、ご利用者の役に立つ金融サービスの提供を
通じて、ご利用者の満足度向上とその結果としての利用量・シェアの拡大を実現します。特に大阪
農業振興のために、農業メインバンク機能の発揮の他、非金融分野にも取り組んでいきます。

ビジョン JAとともに地域で一番頼れる金融機関を目指します

JAバンク大阪基本戦略

経営方針
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取組みの柱 あるべき姿 主要戦略

1 大阪農業振興に向けた
農業メインバンク機能の発揮

府内ＪＡの
事業基盤強化に
向けたサポート

2 組合員利用者本位の
業務運営に係るサポート

3 府内JAの収益・健全性確保や
合理化に向けた本部機能の発揮

5 中央会と連携した
経営戦略支援機能の発揮

4 ITを活用した効率的な事業運営支援

当会の効果的なサポートによ
り、府内JAが組合員利用者本
位の事業運営や高い健全性
を確保した経営を実現

1

6 環境変化に対応したALM運営
及びリスク管理の高度化

長期安定還元を
実現する
財務運営

7 持続性のある
還元・自己資本政策の運営

8 市場環境に応じた効率的な
有価証券ポートフォリオの構築

9

会員への長期安定還元を実
現する財務・収益基盤の構築
と、当会の健全性とのバラン
スを踏まえた財務運営を実践

2

取引先との関係深化と
貸出資産の収益性向上

10 役割発揮に向けた人財の育成及び確保

２つの役割発揮のための
組織力強化 11 IT活用や業務運営の改善等による

経営効率化

12 安定・持続的な業務継続体制の構築

２つの取組みの柱の実現に向
けて、限られた経営資源の効
果的投入と、職員の能力発揮、
組織や業務運営の効率化、高
度化に不断に取り組む

3

第13次中期経営計画（令和７～９年度）
　金融政策の転換に伴う市場環境の変化や世代交代の本格化が進む中、ＪＡに対するサポート機能の
発揮や収益力・財務体質の強化等に取り組みます。
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7,283

8,7858,944

令和3年度 令和5年度

6,046

7,336

8,758

4,950

6,260

9,435

4,879

6,562

11,985

令和6年度 令和7年度令和4年度

コア事業純益

経常利益

当期剰余金

（単位：百万円）

4,000

2,000

0

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

投資信託解約損益
除く（ ）

厳しい金融環境の中、安定的な業績を維持し、
地域で一番頼れる金融機関を目指します。

業績の推移
　令和7年度は、日銀による追加利上げを受け、金利は上昇基調となる中、市場動向に応じたポートフォリオの改
善等、リスクリターンを重視した運用に取り組んだ結果、コア事業純益（投資信託解約損益除く）は11,985百万
円（前年同期比2,550百万円増）、経常利益は6,562百万円（同302百万円増）、当期剰余金は4,879百万円（同
71百万円減）となりました。

令和7年度　事業の概況
　令和７年度の経営環境については、米国トランプ政権による関税強化への警戒感から、世界貿易の停滞懸念
が強まった一方、国内では賃上げが定着し、内需は底堅く推移しました。こうした中、日本銀行は令和７年12月に
追加利上げを実施し、政策金利は0.75％となりました。また、金融市場においては、米国の関税政策や国内の財
政拡大志向の高まり、緊迫する中東情勢等を背景に、金利・株価ともに大きく変動する１年となりました。　
　このような変化の激しい経営環境ではありましたが、市場動向の変化に応じたポートフォリオの改善等、機動
的なリスクコントロールを意識した運用に取り組んだ結果、経常利益65億円を計上しました。
　令和8年度につきましては、「第13次中期経営計画（令和7~9年度）」の達成に向け、組合員利用者本位を基本
姿勢として、府内JAと連携し大阪農業の振興に注力するとともに、皆さま其々にとって最適でお役に立つ金融
サービスの提供に努めてまいります。

業績ハイライト
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令和6年度 令和7年度令和3年度

10,838

令和7年度

11,782
11,216

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（単位：億円）

令和6年度令和5年度令和3年度 令和4年度

11,456
10,323

M
essage

ＪＡ貯金・信連貯金の推移

貸出金残高の推移 有価証券残高の推移

　ご利用者の皆さまから健全性等に高い評価をいただき、府内JA貯金の令和7年度末残高は4兆9,500億円
（前年度末比153億円減）となりました。
　当会の貯金（譲渡性貯金を含む）については、4兆3,035億円（同1,558億円減）となりました。

　貸出金は、一般事業法人向け貸出を中心とした融
資基盤の強化に努め、令和7年度末残高は7,712億円
（前年度末比596億円減）となりました。

　有価証券は、将来に亘って安定的な収益を確保でき
るポートフォリオの構築に努めた結果、令和7年度末
残高は11,456億円（前年度末比618億円増）となりま
した。 
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※「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出しております。

自己資本

リスク・アセット

自己資本比率

令和5年度令和3年度 令和4年度 令和6年度 令和7年度

2,793

19,497

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

20

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

（単位：％）
（単位：億円）

2,825

19,480

2,849

19,448

2,862

21,353

13.26

21,658

2,873

14.32 14.50 14.65
13.40

自己資本比率（単体）の推移

最近５年間の主要な経営指標

　令和7年度は、内部留保の積み上げにより自己資本額が増加した一方、バーゼルⅢ最終化適用に伴う株式等
のリスク・ウェイトの上昇や、マーケット・リスク相当額の増加等により、リスクアセットが増加し、自己資本比率は
13.26％（前年度末比0.14ポイント減）となりました。

項　目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
経 常 収 益 46,037 57,315 65,448 70,510 82,248

経 常 利 益 11,674 8,785 7,336 6,260 6,562

当 期 剰 余 金 10,440 7,283 6,046 4,950 4,879

出 資 金 140,690 140,690 140,690 140,690 140,690

（ 出　　 資　　 口　　 数 ） （28,138千口） （28,138千口） （28,138千口） （28,138千口） （28,138千口）

純 資 産 額 317,137 283,385 299,551 273,256 292,353

総 資 産 額 5,055,526 4,982,856 5,065,887 4,832,373 4,706,043

貯 金 等 残 高 4,505,652 4,491,117 4,541,294 4,459,386 4,303,536

貸 出 金 残 高 838,489 884,751 865,808 830,917 771,297

有 価 証 券 残 高 1,178,252 1,032,367 1,121,639 1,083,868 1,145,684

剰 余 金 配 当 金 額 5,000 4,523 4,020 3,986 3,975

・出 資 配 当 額 2,475 2,475 2,475 2,475 2,475

・事 業 分 量 配 当 額 2,524 2,047 1,544 1,511 1,500

職 員 数 222 227 225 228 226

単 体 自 己 資 本 比 率 14.32 14.50 14.65 13.40 13.26 

信 託 報 酬 0 0 － － －

信 託 勘 定 貸 出 金 残 高 － － － － －

信 託 勘 定 有 価 証 券 残 高
（信託勘定電子記録移転有価
証券表示権利等残高を除く）

－ － － － －

信 託 勘 定 電 子 記 録 移 転
有 価 証 券 表 示 権 利 等 残 高 － － － － －

信 託 財 産 額 1 － － － －

（単位：百万円、人、％）

脚注 1.	�有価証券残高のうち、保有目的区分「その他有価証券」については、期末の時価を適用しています。
2.	「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出しております。

業績ハイライト
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当会は、地域金融機関としての事業運営を通じて、
持続可能な社会の実現に貢献します。
　当会は、大阪府を事業区域として、最適なサービスの提供を通じて農業振興等に貢献し、ご利用者の信頼に応
えてまいります。
　当会の資金は、その大半が府内JAにお預けいただいたご利用者の皆さまの大切な財産である貯金を源泉と
しており、その資金をもとに、農業基盤の拡充と発展を目的とした農業関連融資や地域経済を支える企業の発
展を支援するための融資活動等を行っています。
　また、「ＪＡグループＳＤＧｓ取組宣言」に基づき、地域金融機関としての事業運営を通じて、持続可能な社会の実
現に貢献します。

　当会の令和7年度末の貯金残高（譲渡性貯金を含む）は4兆3,035億円となっており、うち3兆9,687億円は府
内JAよりお預かりしています。
　当会に預け入れられている資金の大部分は、組合員の皆さまがJAにお預けいただいた貯金に由来するもの
です。

　当会の令和7年度末の貸出金残高は7,712億円となりました。
　JAの組合員の皆さまには、農業関連資金をご活用いただくとともに、資産活用等にはJAを通じた賃貸住宅
ローン等をご利用いただいています。
　また、大阪府内に事務所を置く企業等の皆さまには、ご融資をはじめ、総合的な金融サービスをご提供してい
ます。

	●事業を通じた地域貢献活動

「健康経営優良法人」とは、地域の健康課題に即した取組みや日本健康会議が
進める健康増進の取組みをもとに、特に優良な健康経営を実践している法人
を顕彰することを目的として、経済産業省が平成28年度より創設したもので
あり、当会は「2021」より6年連続で認定を受けております。職員の心と身体の
健康づくりに努め、職員の満足度を高めることで質の高い業務提供が実現さ
れるよう取り組んでまいります。

地域からの資金調達の状況

地域への資金供給の状況

「健康経営優良法人2026」の認定

【ＪＡグループＳＤＧｓ取組宣言】
わたしたちＪＡグループは、「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」に賛同し、

その達成に向けて、事業・活動に取り組みます。
　ＪＡグループは「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」として、組合員の皆さんの声に応えながら、不断の
自己改革への取り組みを通じて、持続可能な地域農業・地域社会づくりに取り組んできました。
　今後はさらに、わたしたちの事業や活動が与える多面的な影響にも配慮しながら、地球的視野に立ち、地域社会を
構成する一員として、組織・事業・経営の革新をはかり、社会的役割を誠実に果たします。
　ＪＡグループは、各々の置かれた環境を踏まえて、SDGs の達成に向けて取り組んでいきます。

持続可能な社会の実現に向けた地域貢献活動
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●中小企業の経営支援に関する取組み
　当会は、金融円滑化に係る相談窓口を、農業金融部及び営業部に設置しており、ご利用者の皆さまの経営実
態等を踏まえて、経営のご相談や経営改善に関する支援を行う等、コンサルティング機能を適切に発揮できる体
制を整備しています。
　また、金融円滑化に係るご相談には、事業についての改善や再生の可能性その他の状況を勘案しつつ、相談
内容に柔軟かつ適切に対応するよう努めており、その際、必要に応じて他金融機関並びに外部機関との緊密な
連携を図る体制を整備しています。
　なお、当会は、金融円滑化に係る基本的方針を、以下のとおり定めています。

●「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当会は、経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会及び日本商工会議所が事務局）が公表した
「経営者保証に関するガイドライン」を尊重し、遵守するための態勢整備を実施し、経営者保証に依存しない融
資の促進に取り組んでおります。
　保証契約を締結する場合は、下記について可能な限り具体的にご説明し、その説明内容を記録に残します。
　・どの部分が十分でないために保証契約が必要となるのか
　・どのような改善を図れば保証契約の変更・解除の可能性が高まるのか
　・�原則として、保証履行時の履行請求は、一律に保証金額全額に対して行うものではなく、保証履行時の保証

人の資産状況等を勘案した上で履行の範囲が定められること
　今後も、お客さまから保証債務の整理のお申し出があった場合には、本ガイドラインに基づき、誠実に対応す
るよう努めてまいります。

	●地域密着型金融

中小企業の経営改善のための取組みの状況

金融円滑化に係る基本的方針
1.	�当会は、農業者又は中小企業者等のお客さまから、お借入れ
の申込みがあった場合には、お客さまの特性及び事業の状況
を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

2.	�当会は、農業者又は中小企業者等のお客さまからの新規
融資や貸付条件の変更等の申込み、事業再生ＡＤＲ手続の
実施依頼の確認又は地域経済活性化支援機構もしくは東
日本大震災事業者再生支援機構からの債権買取申込み
等の求めについて、関係する他の金融機関等（政府系金融
機関等、信用保証協会等及び中小企業再生支援協議会を
含む。）と緊密な連携を図るよう努めてまいります。	 �
�また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義
務に留意し、お客さまの同意を前提に情報交換を図り連携に
努めます。

3.	�当会は、農業者又は中小企業者等のお客さまからの経営相
談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に
向けた取組みをご支援できるよう努めてまいります。

4.	�当会は、お客さまからの、お借入れの申込みや貸付条件の
変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相談及び苦情
については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と
信頼が得られるよう努めてまいります。		  �

�また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り
具体的かつ丁寧に説明するよう努めます。

5.	�当会は、上述のような金融の円滑化を適切に進めるために以
下のような体制を整備しております。
（1）金融円滑化管理委員会の設置

金融円滑化の適切な推進のため、理事長を委員長とし、
関係役員部長を委員として設置し、金融円滑化に係る対
応を一元的に管理し、組織横断的に協議します。

（2）金融円滑化管理責任者の設置
運用担当常務を金融円滑化管理責任者、農業金融部長及
び営業部長を金融円滑化管理担当者として、当会におけ
る金融円滑化の方針施策の徹底に努めます。

（3）相談窓口の設置
農業金融部及び営業部にお客さまからの円滑化に係る相
談窓口を設置しております。

6.	�当会は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その
適切性及び有効性を定期的に検証し、必要に応じて見直しを
行ってまいります。

※ご相談受付時間：月〜金 午前9時〜午後5時（金融機関の休業日を除く）

店舗名 所在地 相談窓口 電話番号

本所 大阪市中央区高麗橋
3丁目3番7号

農業金融部 06‐6204‐6586

営業部法人営業担当
06‐6204‐6583
06‐6204‐6584
06‐6204‐6585

お客さまのためのご相談窓口

持続可能な社会の実現に向けた地域貢献活動
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➡➡ ➡

　農業を取り巻く状況の厳しさが増す中、JAグループでは、これまで以上に農業の発展や地域へ貢献すべく、
取り組んでおります。
　当会としても、農業メインバンク機能の発揮に資することを目的として、「大阪農業振興に向けた基本方針」を
策定の上、大阪農業振興に向けたさまざまな施策を実施しております。

1．農業者の所得向上支援
⃝�経営相談を通じた農業所得向
上の働きかけ
⃝�金融・非金融両面からの積極
支援による満足度向上・関係の
強化
⃝�大規模農業者等に対しては、
JA・信連連携のうえ担い手コ
ンサルを実施し、多角的な視点
で支援を行う

2．府内JAの農業振興に対する支援
⃝�事業基盤である大阪農業を維
持・拡大するべく、JAが取り組む
活動の費用面でのサポート
⃝�農業融資に係るPR面・金利面・
補完面でのサポート
⃝�農業者の支援を行うための「信
用部門・営農部門」体制整備な
らびに人材育成に係るサポート

3．他団体との連携
⃝�中央会・各連合会が連携のう
え農業の担い手確保や育成に
取り組む等、大阪農業振興に
向けた取り組みの支援実施
⃝�産学連携による大阪農業の振
興に資する研究等の支援

　当会は、大規模農業者や農業法人等との対話を通して、業界環境等を踏まえつつ、農業者の強み・弱みなどの分
析（事業性評価）や経営課題を可視化して、その解決策の提案を行う「担い手コンサルティング」を実施しています。
　令和7年度は、年間6先の大規模農業者等に対し担い手コンサルを実施し、担い手のさまざまな課題解決に取
り組みました。

●事例　府内水ナス農業者
　水なすを主に生産する府内農業者に対し、JAと連携のうえ担い手コンサルティングを実施しました。農業者と
の対話を通して、品目ごとの売上・費用のデータについて把握不足である点や、従業員の育成等が課題であるこ
とを確認しました。これらの課題に対し、経営のデータ管理体制に向けた収集項目の明確化や、営農作業の見え
る化のための栽培マニュアル作成支援といったソリューションを提案した結果、提案したすべての内容について
取組みを進めることとなりました。

	●大阪農業振興に向けた取組み

大阪農業振興に向けた基本方針

１．農業者の所得向上支援に対する取組み

本基本方針に基づき、具体的事項や施策に取り組むことで、
農業メインバンク機能を発揮し、大阪農業の活性化を目指します。

担い手コンサル取組み内容

提案内容（ソリューション）
　❶ データ管理体制を構築し収集すべきデータを明確化並びに活用方法を提示
　❷ 収入保険の代替となるセーフティネット（小規模企業共済）等の紹介
　❸ ハウス栽培開始に向けた増収・借入試算
　❹ 営農作業の見える化のためのマニュアル作成支援
　❺ 農家レストラン開始に向けての情報提供
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　当会は、担い手農業者の所得向上や農業経営の継続的発展に
貢献するために、「JAバンク大阪農業担い手経営支援事業」を展開
しております。具体的には、スマート農業技術の導入費用や法人化
に係る登記費用並びに事業継承に係る費用といった経営改善に係
る費用等のほか、新規就農者等への営農費用等の一部助成を実施
しております。
●農業者向け助成額の推移

2．府内JAの農業振興に対する支援

　当会の取組みとして、各種農業融資に関する相談に対応するとともに、㈱日本政策金融公庫の受託資金を活
用し、農業者の経営展開を支援しています。具体的には、経営方針や経営状況を適切に把握したうえで、個々の
状況に応じた資金提案を行っています。
　また、府内JAにおける農業融資に対し、全国ＪＡバンクグループの取組みとして利子補給を実施しています。
　加えて、当会の独自支援策として、農業者が借入を行った際に負担する大阪府農業信用基金協会の保証料の
全額助成や、農業融資に係る利子助成に取り組むことで、府内農業者の皆さまの満足度向上や農業所得増大へ
のサポートを積極的に行っています。

　農家組合員・農業法人等からの多様なニーズにお応え出来るよう、JAバンクとしてアグリシードファンドによる
出資について、府内農業法人への案内を行っています。また、府内ＪＡ及び当会に担い手金融リーダーを設置し、
農業者等からの多様なニーズにお応え出来る体制を構築しています。これらの取組みにより、総合的な金融
サービスの提供を通じて、農業者の規模拡大や財務基盤強化に向けた支援を行っています。
　なお、府内農業者の販路拡大等を支援するため、府内JAやJA大阪中央会と連携を図りながら、当会取引先の
農産物調達ニーズ等に応えることを目的としてビジネスマッチングを実施しており、新たなビジネスチャンスの
創出に取り組んでいます。

助成金額

助成件数

令和5年度令和3年度 令和4年度 令和6年度 令和7年度

98

71

13 16 15 15

25

20

15

10

5

0

160

140

120

100

80

60

40

20

0

（単位：件数） （単位：百万円）

93 91

149

21

●府内農業融資残高と新規実行額 ●保証料助成、利子補給、利子助成件数

信連残高 JA残高 保証料助成件数 利子補給件数 利子助成件数府内新規実績

令和5年度令和3年度 令和4年度 令和6年度 令和7年度

681 641 544 546 757

1,841 1,945 1,947 1,964
3,000

2,000

1,000

0

（単位：百万円／年度ベース）

2,200

1,033

1,137 1,189 1,179

1,209

令和5年度令和3年度 令和4年度 令和6年度 令和7年度

400

200

0

（単位：件／年度ベース）

58

235

166

95

228

183

76

213229

104

214

267

94

230

328

担い手経営支援事業取組み内容

農業融資に対するサポート

その他のサポート

持続可能な社会の実現に向けた地域貢献活動
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M
essage

　JAグループ大阪の中央会・各連合会が連携のうえ、大阪府と共同で農業の担い手育成に取り組む等、農家所
得増大による大阪農業振興に向けて、さまざまな取組みを行っています。

3．他団体との連携

●�担い手に出向く人材育成（JA若手職員・営農指導員等）の拡充・強化
　ＪＡ新任職員の農業基礎知識の習得のため、アグリアドバイザー養成
研修会の実施や、営農指導員の更なる人材育成のため、全国農業協同
組合中央会が実施する「営農指導員資格認証試験」を活用した資格認
定制度を実施しています。
　また、「ＪＡ営農活動発表会」の実施を通じて、営農指導機能の強化と
営農指導員ネットワークの構築を図っています。

●�大阪府との連携事業「大阪農業イノベーション推進事業」の展開
　平成28年、令和3年に大阪府と中期5か年協定「大阪農業イノベー
ション推進事業協定」を締結し、大阪農業の振興に向けた各種支援を行
いました。また、令和8年に新たに協定書を締結のうえ、下記の事業等
を行政やＪＡと連携して展開していきます。
・�大阪農業トップランナー育成総合対策事業
　�若手農業者等を対象に、販売額3,000万円以上を達成するための農
業ビジネス講座開講やビジネスモデルの確立を行う。

・�交流型農業実践事業
　クラウドファンディング等を活用し、大阪農業の多様なおもてなしモデルの実現支援を行う。
・�大阪産スタートアカデミー運営事業
　�意欲ある新規参入希望者を対象に、スムーズな就農と、産地強化に向けて地域や対象品目を絞った地域密着
型農業研修を実施する。

・�経営強化コンサルプロジェクト事業
　�経営コンサルタント等の専門家との連携による経営指導を通じ、農業者の経営力向上を支援する。
・�新規就農者ステップアップ支援事業
　�就農後概ね５年以内に販売額1,000万円達成を目標とし、品質、収量を最大化させる技術理論及び経営管理
手法などを学ぶ講座を開催する。

●農家労働力確保対策の実施（職業紹介・情報発信等）
　農家組合員の労働力確保に対応すべく、府内の4ＪＡが無料職業紹介
事業者に登録して無料職業紹介所を開設し、農家組合員に求職者を斡旋
する労働力確保支援事業を展開しています。
　また、大阪農業総合情報サイトとして「大阪で農業っておもろいやん！」
や、各種SNSの運営を通じて担い手育成及び農業労働力確保等に向け
た情報発信を行っています。

●新規就農者・定年帰農者等の支援
　既存直売所出荷者の農業技術の習得や新規直売所出荷、農地保全等を目的として、府内各JAの農業塾の開
設・運営を支援しています。
　また、府内JAとともに「新・農業人フェア」へブース出展し、新規就農希望者に向けた大阪農業の紹介や就農へ
の道筋の紹介を行いました。

アグリアドバイザー養成研修会

大阪産スタートアカデミー閉講式

多様な担い手対策と都市農地の保全
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●農産物直売所等での地元農産物の推進、安全安心の提供
　JA直売所に対するHACCP衛生管理の継続的指導に加え、地域特性に
応じた直売所活性化のための出荷者向け指導に関する支援や、新規出荷
者育成に関する支援等を展開しています。また「JAグループ大阪食の安
全・安心推進運動」を展開し、JAの各施設の衛生管理の維持・向上を支援し
ています。

●�企業との連携による大阪産農産物のPR並びに府内直売所集客支援
　ホテルや飲食チェーン店といった府内の企業に対し、大阪産農産物をPR
することで、同農産物を使用したメニューの開発等を促し、大阪産農産物
の魅力発信や認知度向上を図っています。
　また、直売所に関する番組コーナーの製作・放送や、イベント出展を通じ
て府内直売所の集客力向上を支援しています。
　加えて、人気テレビアニメーションと府内ＪＡ直売所のコラボレーション企
画を通じ、直売所未利用層である若年層へ直売所の魅力を訴求しました。

●農産物販売マルシェ等の開催による大阪農産物PRの展開
　JAと共同で府内各所にて農産物販売マルシェを実施し、消費者に対して大阪産農産物の魅力を発信しています。
また、読売テレビ・生活協同組合（おおさかパルコープ）と連携し、マルシェに際して仕入れた農産物の一部を子
ども食堂に提供する仕組みを展開し、フードロス削減に努めています。

●大阪・関西万博への出店
　「大阪産（もん）を食べて元気になろう！」と題し大阪府との連携で、大阪・
関西万博へ出店しました。
　府内14JA管内農産物と米粉で作ったレトルトカレーの販売や府内14JA
から集めた加工品の詰め合わせが当たる抽選会、野菜摂取量が測定でき
るブースを設置し、来場者に対し大阪産農産物の魅力を発信しました。

消費者に向けた大阪産農産物の魅力発信

●�大阪公立大学との連携
　当会は、「食」「農」「環境」をキーワードに、地域社会における学術・研究・人材育成等の分野において、人的・知的
資源の交流・活性化促進を目的に公立大学法人大阪（大阪公立大学）と産学官連携基本協定を締結しております。
　本協定に基づき、当会は、「産学連携研究支援事業」として同大学の在籍教員が行う大阪府域の農業者等に貢
献する技術開発のための研究に対し、平成２５年度より研究費の支援を行っています。

令和8年度の支援対象研究

　本研究は、卵菌における防御応答機構を理解したうえで、同機構を打破する化合物を識別し、卵菌が引き起こすベト病等の植
物病を抑える方法の開発を目指すものです。

卵菌における植物感染機構の理解に基づく疫病およびベト病防除法の開発
（農学研究科　谷 修治教授／令和６年度支援開始）

　本研究は、腸内細菌の糖質に対する嗜好性に基づく腸内細菌叢形成機構の解明を通じて、有益菌の増殖および代謝機能を制
御する食品素材の開発を目指すものです。

　本研究は、温室内における訪花昆虫の活動量を簡便かつ定量的に把握するモニタリングシステムの開発を通じて、果実の収
量および品質向上に資する栽培技術の確立を目指すものです。

腸内細菌叢形成の理解と食への応用展開
（農学研究科　高田 紘翠助教／令和８年度支援開始）

訪花昆虫モニタリングシステムの開発
（現代システム科学研究科　大山 克己教授／令和８年度支援開始）

農業分野の研究支援に関する取組み

持続可能な社会の実現に向けた地域貢献活動
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M
essage

●�食農教育教材本を活用した出張授業の実施
　ＪＡバンクが全国の小学生に向けて贈呈している教材本「農業とわたし
たちのくらし」等を活用した出張授業を実施しています。
　授業では、身近な野菜の特徴や産地等に関するクイズで農業への関
心を高めるとともに、日本の食料自給率の現状や、地域農業の維持・発
展の重要性について、子供たちに伝えています。

食農教育への取組み

●�信用事業を通じた府内農業の振興
　JAバンク大阪では、直売所の利用を通じて、大阪産農産物の新鮮さや美味しさを広く知っていただき、府内農
業への理解を深めていただくことを目的に、JAが運営する直売所等※でのお買い物時にJAカードでお支払い
いただくと、ご請求時に5%割引する施策を実施しています。
※�対象店舗は、JAが運営する直売所・ファーマーズマーケットです。一部対象とならない店舗があります。詳細はJAバンクのホーム
ページをご覧ください（https://www.jabank.org/benri/campaign/market/）。

●�ＪＡ大阪センタービル前での夕市の開催
　府内JAや大阪府4Hクラブ連絡協議会等が、JA大阪センタービル前で夕市を開催し、府内で生産された新鮮
な野菜・果物・花苗を販売しました。当会はこの開催にあたり、PR等の支援を行い、大阪農業と農産物の普及促進
に努めました。（開催日:令和7年7月8日、7月18日、8月21日、11月11日、令和8年1月13日、2月10日）

●�第33回「上方はなし・彦八まつり」への協賛
　地域社会との交流、地域文化への発展に寄与するものであるという趣旨に賛同し、令和８年５月１６日、１７日に
開催された公益社団法人上方落語協会主催の第３３回「上方はなし・彦八まつり」へ協賛いたしました。

その他の取組み

令和8年度の支援対象研究

　‘シャインマスカット’の糖度上昇技術として報告されている環状はく皮処理やナイフ傷処理について、これらの糖度上昇技術
を改良して、早期出荷を目標とした‘シャインマスカット’糖度上昇技術の確立を目指します。

ブドウ‘シャインマスカット’早期出荷のための糖度上昇技術の確立
（令和６年度支援開始）

　大阪府内で１～３月に出荷するサクラ「啓翁桜」について、産地で課題となっている出荷開始初期の着色不良を解決するため、
青色光照射および青色光・赤色光の混合照射による出荷規格のサクラ切り枝の着色調整技術を実証・評価します。

サクラ花色濃淡調整技術の開発
(令和６年度支援開始)

　大阪オリジナル醸造用品種「ORN1」について、仕立て等の栽培条件が果実品質・醸造特性にどのように影響を及ぼすのか
明らかにし、着色など外観に依存しない収穫適期判定指標の確立を目指します。

大阪オリジナル醸造用ぶどう品種「大阪R N-1」の栽培特性解明と果実品質・収穫適期指標の確立
（令和８年度支援開始）

●�大阪府立環境農林水産総合研究所との連携
　当会は、地域社会における農業・食品・環境に関する技術開発、技術教育等を支援するとともに、新事業創出等
地域の産業振興に寄与することを目的に、（地独）大阪府立環境農林水産総合研究所と研究支援基本協定を締結
し、令和２年度より研究費の支援を行っています。
　研究テーマは、食・農業・環境に関連するもので、農業新技術の実用化等、具体的に農業者の役に立ち、大阪農
業の振興に繋がるものを対象としています。

15



監査結果の
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経営の健全性維持並びに収益性の向上に資するため、
リスク管理態勢の充実・強化に取り組んでいます。

統合的リスクマネジメント態勢

リスク管理態勢
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収益

資本 リスク

予算

資本計画

アロケーション
方針

経営
目標

リスク認識

リスク許容量

規制資本管理 経済資本管理

経営目標を達成するために、必要なリスクの
種類及び規模を認識します。
信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク　等

リスク認識と対をなすものであり、資本額を
もとに許容するリスクの最大値を定めます。

目標とする収益を確保するための予算、収益
確保や経営の健全性維持のためのリスクテ
イクを定めるアロケーション方針、そして、リ
スク認識の裏づけとなる経営体力（資本）を
確保するための資本計画が整合的であるこ
とを確認します。

リスク認識

リスク許容量

収益、リスク、資本の整合性を確認

M
essage

　金融・経済のグローバル化の進展、情報技術の革新等、金融機関を取り巻く環境の変化はリスクをより複雑・
多様化させています。こうした環境下、当会では経営の健全性の維持並びに収益性の向上に資するため、RAF
（リスクアペタイトフレームワーク）運営のもと、統合的リスク管理態勢の構築に取り組んでいます。

　リスク管理の目的は「経営戦略や業務方針の遂行に対する不確実性の要因（リスク）を、許容できるレベルまで
調整し、そのために必要な施策を行う」こと。つまりは、リスクをうまくコントロールすることにより、経営の「健全
性の維持」と「収益性の向上」を同時にバランスよく達成することにあります。
　金融機関を取り巻くリスクが複雑・多様化する今日、まさにリスク管理の巧拙が経営の鍵を握っていると言っ
ても過言ではありません。
　そこで、当会は、「リスクマネジメント基本方針」をはじめ、各種リスク管理方針を策定し、その中でリスク管理に
関する方針・手法・体制等を定め、機能的・効果的なリスク管理に努めています。

リスク管理に対する考え方

　当会では、業務上抱えるさまざまなリスクを計量化するとともに、自己資本を配賦原資としたリスク許容額を
算出し、リスクの種類別にリスク配賦額を決定しています。
　各部門は決定されたリスク配賦額の範囲内において業務運営を行い、リスク管理統括部門で一元的な管理を
行うことにより、経営の健全性の維持と収益性の向上に努めています。

統合的なリスク管理の取組み

統合的リスク管理態勢
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信用リスク

市場リスク

流動性リスク

オペレーショナル・
リスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し損失を被るリスク

金利、為替、株価等のさまざまな市場のリスク要因の変動により、資産･負債の価値が変動
し損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスク

運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難にな
る、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリ
スク(資金繰りリスク)及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よ
りも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク(市場流動性
リスク)

業務継続リスク
自然災害等による大規模な被災や大規模な障害の発生に際し、適切な対策が実施できず
業務継続が困難となるリスク

事務リスク
業務の過程又は役職員の活動が不適切であることにより損失が発生するリスク

システムリスク
コンピュータシステムのダウン、誤作動、システム不備等に伴い当会が損失を被るリスク

法務リスク
経営判断や個別業務の執行において、法令違反や不適切な契約締結等に起因し、当会に損
失が発生したり、取引上のトラブルが発生するリスク

人的リスク
労務慣行の問題、労働安全衛生環境の問題又は役職員等の不法行為により当会が使用者
責任を問われる問題に起因して、当会が損失を被るリスク

有形資産リスク
災害、犯罪又は資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損による損失を被るリスク

情報漏洩等リスク
情報が適切に保護されず、漏洩することに伴うリスク

系統組織の経営リスク
府内ＪＡの経営に関連して当会が何らかの影響を受けるリスク

風評リスク
当会の活動に関連して現実に発生したリスク事象、又はマスコミ報道、評判・風評、虚偽の
風説・悪意の中傷等が契機となり、市場やご利用者の間における当会の信用（又は評判）が
毀損し、当会が有形無形の損失を被るリスク

規制・制度変更リスク
法規制、会計基準等の変更により、当会の業務遂行が困難になる、あるいは経営戦略の変
更を余儀なくされるリスク

リスクの種類

リスク管理態勢
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信用リスク

市場リスク

流動性リスク

オペレーショナル・リスク

クレジットポリシー

内部格付

ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）

業務継続リスク

事務リスク

システムリスク

　当会では、「クレジットポリシー」により定められた貸出業務の行動規範を遵守し、優良貸出資産の形成に努めて
います。個別融資案件については、融資・審査部門で情報収集に努めるとともに、内部格付等の基準に基づいた厳
正な審査を行っています。
　また、融資ポートフォリオ管理やグループ別与信限度額管理によりリスク分散化に努めるとともに、信用リスク
計測システムにより同リスクの計量化を行い、信用リスク管理を行っています。

　当会では、フロントオフィス（市場部門）から独立したバックオフィス（事務処理部門）及びミドルオフィス（リスク
管理部門）を設置し、相互に牽制が働く組織体制としています。
　市場リスクの管理については、「ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）」等によりリスク量を算出し、自己資本をベースに
配分されたリスク限度額の管理を中心とした各限度額等管理、また、計測リスク量の適正性を検証するバックテス
ト等を通じ管理の精緻化に取り組んでいます。

　安定的な流動性確保のため、大口資金の動向や資金決済情報による流動性資金の残高管理を日々行うととも
に、万一の事態に備え、適正な資金確保と資金調達ルートの拡充に努めています。

　オペレーショナル・リスクの内容は、リスクの種類に記載のとおりですが、各種オペレーショナル・リスクを一元的
に管理する規程を整備し、以下のとおり適切に管理を行っています。

　法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、情報漏洩等リスク、系統組織の経営リスク、風評リスク、規制・制度変
更リスク各々については、コンプライアンス・マニュアル、セキュリティポリシー、他各種規程に基づき適切に管理
を行っています。

　クレジットポリシーは、当会の与信業務の基本原則等を定めたものであり、与信業務における役職員の行動規範
として位置づけています。

　内部格付は、与信先の返済能力を定量・定性分析により合理的に判定する統一的な基準です。これに伴い、適正
な自己査定を実施するとともに、ポートフォリオ管理や適正金利の設定に活用しています。

　ＶａＲとは、過去の価格変動からみて、一定の保有期間中に、一定の確率の範囲内において市場が不利に動いた
場合に予想されうる最大損失額をリスク量として認識する考え方です。

　業務継続要領等に基づき、自然災害等による大規模な被災や大規模な障害の発生に際し、当会として優先して
遂行すべき業務を継続するための態勢の構築を図る等、適切なリスク管理を行っています。また、全国のＪＡバンク
としての業務継続態勢の整備にも取り組んでいます。

　役職員の不正確な事務処理、あるいは事故・不正等についてその発生を未然に防止するため、コンプライアンス
・マニュアル、内部管理事務手続等の遵守並びに相互牽制機能に基づき、適切なリスク管理を行っています。

　セキュリティポリシーにより、当会の情報資産（情報及び情報システム）を適切に保護するための安全対策に係る
基本方針を明文化し、コンピュータシステムのダウン･誤作動、システムの不備等について、内部管理手続等の遵
守及び相互牽制機能に基づき、トラブルの発生を未然に防止するために適切な管理を行っています。

M
essage

各種リスク管理方針
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　令和７年度末のリスク管理債権残高は1,198百万円（前年度末比1,001百万円増）となり、農協法に基づく開
示債権全体に占める割合(リスク管理債権比率)は、0.15％（同0.13ポイント増）となりました。
　なお、リスク管理債権については、貸倒引当金や担保・保証等により100％カバーされています。

　当会では、内部監査部門として他の業務執行部門から独立した「監査部」を設置しています。内部監査におい
て監査部では、当会の経営活動全般にわたる管理及び業務の遂行状況を、内部統制の適切性と有効性の観点か
ら検証・評価し、監査結果に基づく情報の提供、改善・合理化への助言提案を通じて、当会財産の保全及び経営
効率の向上に努めています。
　内部監査は、内部監査計画に基づき、当会の全部署及び連結対象子会社のすべての業務を対象としており、
リスクアセスメント結果を踏まえ重点項目を設定する等、被監査部署のリスクの種類・程度に応じた、効率的で実
効性のある監査の実施に努めています。
　監査結果は、理事長及び常任監事に報告したのち、定期的に経営管理委員会、理事会に報告しています。併せ
て、被監査部署における提案事項等の改善取組状況について、定期的にフォローアップを実施することで、内部
監査の実効性確保に努めています。
　また、監査部は、資産自己査定における査定結果の検証部署として、内部格付、自己査定、償却・引当の正確
性・適切性についての検証を通じて、資産の健全性確保に努めるとともに、「財務諸表の正確性、内部監査の有効
性についての経営者責任の明確化」に関し、代表者確認書制度の検証体制を構築しています。

●リスク管理債権の推移

（単位：百万円）

●農協法に基づく開示債権全体に占める
　リスク管理債権の割合

（単位：百万円）

●貸倒引当金等によるカバー率
（単位：百万円）

リスク管理債権への対応

内部監査体制

リスク管理態勢
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M
essage

　コンプライアンスとは「法令遵守」に限られるものではなく、良識ある企業として「すべきこと」は積極的に行い、
「するのが適切ではないこと」は行わないとする「企業倫理（モラル）遵守」や「社会的規範（常識・マナーなども含
む）遵守」等の意味も含めて、「社会的要請への適応」とする解釈が一般的になっています。当会においても日々
高度化する社会的要請に適応していくため、役職員一人一人が、コンプライアンスを理解するだけではなく、積
極的に行動に移すとともに、相互に助言・啓発するスタンスで臨み、経営の健全性と社会からの信頼を確保して
いきます。

　当会の業務運営及び役職員の行動がコンプライ
アンスに基づき、より具体的に実践されるよう、当
会の「コンプライアンスにかかる基本方針」に則し
た役職員の行動規範、及び遵守すべき法令等の解
説を取りまとめた「コンプライアンス・マニュアル」
並びに具体的な実践計画を明示した「コンプライア
ンス・プログラム」を策定し、役職員への周知徹底
を図っています。

法令遵守（コンプライアンス）態勢

　「コンプライアンス・プログラム」に基づき、コン
プライアンスに係る意識と理解の向上を目指した
全役職員への研修の実施、コンプライアンス・オ
フィサーの資格取得義務付けの継続並びに各部署
による具体的なプログラムの実施に取り組む等、
常に経営の健全性の確保に努めています。
　今後もコンプライアンスは当会経営の「基盤」
であるとの認識のもと、経営管理委員、理事をはじ
め、すべての役職員がそれぞれの立場・役割におい
て誠実かつ公正な業務運営を遂行していきます。

コンプライアンス活動と今後の取組み

Ⅰ．基本的使命と社会的責任
　当会は、農業専門かつ協同組織の地域金融機関として、農業の健全な発展や地域経済・社会の繁栄への貢献を使命とすると
ともに、「ＪＡバンクシステム」における都道府県域の指導機関として、府内信用秩序の維持に責任を負っています。
　こうした基本的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じてそれらを果たしていくことで、社会からの一
層のゆるぎない信頼を確立します。

Ⅱ．質の高いサービスの提供
　お客さま本位のサービス提供により、お客さまのニーズに応えるとともに、市民生活や業務運営に脅威を与えるサイバー攻
撃、自然災害等に備えたセキュリティレベルの向上や災害時の業務継続確保により質の高いサービスの提供を行い、経済社会
の発展に貢献します。

Ⅲ．法令等の厳格な遵守
　関連する法令等を厳格に遵守するとともに、社会からの要請に適応し、誠実かつ公正な業務運営を遂行します。

Ⅳ．反社会的勢力の排除、テロ等の脅威への対応
　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした態度で対応し、関係遮断を徹底します。また、国際社会
がテロ等の脅威に直面しているなか、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の高度化に努めます。

Ⅴ．透明性の高い組織風土の構築
　経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、系統内外とのコミュニケーションの充実を図り、良好な関係維持に努め
つつ、職員の個性を尊重し、健康と安全に配慮した働きやすい職場環境を確保するなど、透明性の高い組織風土を構築します。

Ⅵ．持続可能な社会への貢献
　社会の一員として、地域社会等と連携し、すべての人々の人権を尊重しつつ環境問題等の社会的課題への対応に努め、持続
可能な社会の実現に貢献します。

コンプライアンスにかかる基本方針

コンプライアンス

コンプライアンス

21



　当会では、お客さまからのご相談及び苦情等の声を真摯に受け止め、迅速かつ組織的に対応するとともに、業
務改善に努め、お客さまの利便性向上に取り組んでいます。
① ご相談・苦情等への対応
　当会では、お客さまより頂いたご相談及び苦情等に適切に対応するために、業務運営体制・内部規則等を整備の
うえ、その内容をホームページ等で公表しています。また「ＪＡバンク相談所」（信託業務については「信託相談所」）と
も連携し、迅速かつ適切な対応に努めています。

② 紛争解決機関
【信用事業（信託業務を除く）について】
　当会では、紛争解決機関として、次の外部機関（弁護士会仲裁センター等）を利用しています。

【信託業務について】
一般社団法人信託協会（あっせん委員会）（利用に際しては、以下の信託相談所にお申し出ください｡）
信託相談所【電話：0120-817-335（フリーダイヤル）/03-6206-3988（携帯電話の場合）
	 月～金 午前9時～午後5時15分（金融機関の休業日を除く）】

ご相談・苦情等受付窓口（総務部）【電話：06-6204-6576 月～金 午前9時～午後5時（金融機関の休業日を除く）】

※次の窓口においても、お取引に関するご相談・苦情等をお受けしております。
【信用事業(信託業務を除く)について】ＪＡバンク相談所（一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所内）
　【電話：03-6837-1359 月～金 午前9時～午後5時（金融機関の休業日を除く）】
【信託業務について】信託相談所(一般社団法人信託協会内）
　【電話：0120-817-335（フリーダイヤル）/03-6206-3988（携帯電話の場合）月～金 午前9時～午後5時15分（金融機関の休業日を除く）】

※�現地調停、移管調停は全国の全ての弁護士会で実施しているものではありません。具体的内容についてはＪＡバンク相談所又は東京三弁護士
会仲裁センター等にお問い合わせください。

○東京三弁護士会（東京、第一東京、第二東京）仲裁センター等	 ○京都弁護士会紛争解決センター
○公益社団法人　民間総合調停センター（大阪府）	 ○兵庫県弁護士会紛争解決センター

　これらの各機関のご利用に際しては、①の窓口又はＪＡバンク相談所【電話：03-6837-1359 月～金 午前9時～
午後5時（金融機関の休業日を除く）】にお申し出ください。
　なお、以下の弁護士会仲裁センター等には、お客さまより直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。

　また、東京三弁護士会の仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞い
たうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法があります。

現地調停 東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議
システム等により、共同して解決に当たります。

移管調停 東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。

名　　　　　称 電　話　番　号
東 京 弁 護 士 会 紛 争 解 決 セ ン タ ー 0 3 - 3 5 8 1 - 0 0 3 1
第 一 東 京 弁 護 士 会 仲 裁 セ ン タ ー 0 3 - 3 5 9 5 - 8 5 8 8
第 二 東 京 弁 護 士 会 仲 裁 セ ン タ ー 0 3 - 3 5 8 1 - 2 2 4 9
京 都 弁 護 士 会 紛 争 解 決 セ ン タ ー 0 7 5 - 2 3 1 - 2 3 7 8
兵 庫 県 弁 護 士 会 紛 争 解 決 セ ン タ ー 0 7 8 - 3 4 1 - 8 2 2 7

　当会では、お客さまが安心して金融商品をご利用いただけますよう、知識と経験を持った職員を配置し、リスク
の所在など重要な事項を正しくご理解いただくための各種商品に対する情報提供に努めています。

当会は、貯金・定期積金、その他の金融商品の販売等に係る勧誘に当たっては、次の事項を遵守し、お客さまに対して
適正な勧誘を行います。
１．�お客さまの商品利用目的並びに知識、経験、財産の状況及
び意向を考慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提
供を行います。

２．�お客さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重
要な事項を十分に理解していただくよう努めます。

３．�不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でな
い情報を提供するなど、お客さまの誤解を招くような説明
は行いません。

金融商品の勧誘方針

４．�電話や訪問による勧誘は、お客さまのご都合に合わせて行
うよう努めます。

５．�お客さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の
充実に努めます。

６．�販売・勧誘に関するお客さまからのご質問やご照会につい
ては、適切な対応に努めます。

金融ＡＤＲ制度への対応

金融商品の勧誘方針

コンプライアンス
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　お客さま本位の業務運営を実現するため、当会は金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」
を採択するとともに、「お客さま本位の業務運営に関する取組方針」を策定しております。

　当会は、個人情報保護の重要性に鑑み、また、当会に対する社会の信頼をより向上させるため「個人情報の保
護に関する法律（個人情報保護法）」・その他の関連法令・ガイドライン等に基づき、次のとおり取組方針を制定
し、個人情報の適正な取扱いに努めています。

●お客さまの最善の利益の追求
　当会は、多様化・複雑化する金融環境において高度な
専門性とお客さまに対する誠実かつ公正な職業倫理を
有したうえで、お客さまの最善の利益を追求いたします。
　また、府内ＪＡにおいても、協同組合というメンバーシッ
プの特性を活かし、対話を通じた情報の収集と分析によ
り、個別最適なタイミングで、より最適な提案を行うとい
う形でのコミュニケーション（マネーライフプランの提
案）を行います。適時適切な提案を通じて、お客さまとの
win-winの新たな関係性を築けるよう支援いたします。

●利益相反の適切な管理
　当会は、「利益相反管理方針」等に基づき、利益相反の
おそれのある取引について適切に把握・管理してまいり
ます。

●手数料等の明確化
　当会は、お客さまがご負担される手数料・その他費用
について、当該手数料等がどのようなサービス等の対価
に関するものかを含め、お客さまにご理解いただけるよ
う情報提供に努めてまいります。

●重要な情報の分かりやすい提供
　当会は、府内ＪＡが、お客さまのご判断に資するよう、

当会は、ご利用者の個人情報及び個人番号等（以下「個人情報等」といいます。）を正しく取り扱うことが当会の事業
活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守します。

個人情報保護方針

商品・サービス内容に係る手数料のほか、取引条件、リス
ク・リターン、お客さまの属性やニーズを踏まえた推奨理
由、お客さまとの間で利益相反の可能性がある場合には
その内容等の重要な情報を適切に提供できるよう支援
いたします。

●お客さまにふさわしい商品・サービスの提供
　当会は、府内ＪＡが、お客さまの資産状況、取引経験、知
識及び取引目的・ニーズ等に沿った金融商品・サービス
を提案できるよう支援いたします。
　JAバンクとして、金融商品を購入したお客さまの属性
及び販売状況に関する情報提供等を通じて投資運用会
社と連携するとともに、必要に応じて府内JAの提案活動
の改善等を支援いたします。また、府内JAが金融商品を
販売するにあたっては、商品とお客さまの属性・適合性を
判断したうえで販売するよう支援いたします。
　なお、当会は金融商品の組成に携わっておりません。

●職員に対する適切な動機づけ等
　当会は、職員が最適なサービスの提供を通じてお客さ
まの信頼に応えられるよう、職員教育・研修等を通じて経
営理念を共有・促進し、お客さま本位の業務運営の実現
に向けた体制が堅固なものとなるよう取り組んでまいり
ます。

１．関係法令等の遵守
　当会は、ご利用者の個人情報等を適正に取り扱うため
に、「個人情報の保護に関する法律」及び「行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律」（以下「番号法」といいます。）をはじめとする関係法令・
ガイドライン等に加え、本保護方針に定めた事項及び当
会の諸規程を誠実に遵守します。

２．利用目的
　当会は、ご利用者の個人情報等の取扱いにおいて、利
用目的をできる限り特定したうえで、ご本人の個人情報等
を取得するに当たっては、その利用目的を通知、公表又は
明示するとともに、その利用目的の達成に必要な範囲内
において、これを取り扱います。
　なお、番号法における個人番号等の利用等、特定の個
人情報等の利用目的が法令等に基づき別途限定されて
いる場合には、当該利用目的以外での取扱いはいたしま

せん。
　また、当会は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発
するおそれがある方法による個人情報の利用はいたしま
せん。
　当会の個人情報等の利用目的は、当会の窓口に掲示す
るとともに、ホームページ等に掲載しております。

３．適正な取得
　当会は、個人情報等を取得する際には、適正かつ適法な
手段で取得いたします。

４．安全管理措置
　当会は、取り扱う個人情報等を利用目的の範囲内で正
確かつ最新の内容に保つよう努めるとともに、漏えい等を
防止するため、安全管理に関する必要かつ適切な措置を
講じ、従業者及び委託先（再委託先等も含みます。）を適正
に監督します。

お客さま本位の業務運営に関する取組方針

個人情報保護について
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　当会は、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品取引法及び関係するガ
イドライン並びに当会で定める利益相反管理方針（以下、「方針」といいます。）に基づき、利益相反するおそれの
ある取引を適切に管理するための体制を整備し、適正に業務を遂行しています。
　当会は、法令等に従い、当会の利益相反管理方針の概要を次のとおり公表いたします。

１．対象取引の範囲
　方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、
当会の行う信用事業関連業務又は金融商品関連業務に係
るお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害
するおそれのある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型
　「利益相反のおそれのある取引」の類型は、以下のとお
りです。
（１）お客さまと当会の間の利益が相反する類型
（２）�当会の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相

反する類型
３．利益相反の管理の方法
　当会は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合
について、次に掲げる方法により当該お客さまの保護を
適正に確保いたします。
（１）�対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部

門を分離する方法
（２）�対象取引又は当該お客さまとの取引の条件若しくは

方法を変更し、又は中止する方法
（３）�対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害され

るおそれがあることについて、当該お客さまに適切に

開示する方法（ただし、当会が負う守秘義務に違反しな
い場合に限ります。）

（４）�その他対象取引を適切に管理するための方法
４．利益相反管理体制
（１）�当会は、利益相反のおそれのある取引の特定及び利

益相反管理に関する当会全体の管理体制を統括する
ための利益相反管理統括部署及びその統括者を定め
ます。この統括部署は、営業部門からの影響を受けな
いものとします。

　　�　また、当会の役職員に対し、方針及び方針を踏まえ
た内部規則等に関する研修を実施し、利益相反管理に
ついての周知徹底に努めます。

（２）�利益相反管理統括者は、方針にそって、利益相反のお
それのある取引の特定及び利益相反管理を実施する
とともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善
いたします。

５．利益相反管理体制の検証等
　当会は、方針に基づく利益相反管理体制について、その
適切性及び有効性を定期的に検証し、必要に応じて見直し
を行います。

５．第三者への提供
　当会は、法令により例外として扱われるべき場合を除
き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人情報を
第三者（外国にある第三者を含みます。）に提供しません。
　なお、個人番号等につきましては、番号法に限定的に明
記された場合を除き、第三者に提供いたしません。

６．機微（センシティブ）情報の取扱い
　当会は、ご本人の機微（センシティブ）情報（金融分野に
おける個人情報保護に関するガイドラインで定める情報
をいいます。）につきましては、法令等に基づく場合や業務
遂行上必要な範囲においてご本人の同意をいただいた場
合などの同ガイドラインに掲げる場合を除き、取得・利用・
第三者提供はいたしません。

７．仮名加工情報の取扱い
　当会は、仮名加工情報（個人情報を個人情報の区分に
応じて定められた措置を講じて他の情報と照合しない限
り特定の個人を識別することができないように加工して
得られる個人に関する情報をいいます。）の取扱いにつき
ましては、関係法令・ガイドライン等に則して、安全管理に
関する必要かつ適切な措置を講じます。

８．匿名加工情報の取扱い
　当会は、匿名加工情報（個人情報を個人情報の区分に
応じて定められた措置を講じて特定の個人を識別するこ
とができないように加工して得られる個人に関する情報

であって、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別
することができないようにしたものをいいます。）の取扱
いにつきましては、関係法令・ガイドライン等に則して、安
全管理に関する必要かつ適切な措置を講じます。

９．開示、訂正等・利用停止等
　当会は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人か
らの開示、訂正等及び利用停止等並びに第三者提供の停
止のお申し出につきましては、迅速かつ適切に応じます。
　また、第三者提供記録につきましても、ご本人からの開
示のお申し出につきましては、迅速かつ適切に応じます。

10．継続的な改善
　当会は、取り扱う個人情報等の保護のための取組みを
継続的に見直し、その改善に努めます。

11．苦情・ご意見・ご要望のお申し出
　当会の個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・ご要
望につきましては、誠実かつ迅速に対応します。
　当会の個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・ご要
望につきましては、次の窓口までお申し出ください。

〒541－0043
大阪府大阪市中央区高麗橋３丁目３番７号
大阪府信用農業協同組合連合会　総務部
TEL　06-6204-6576

利益相反管理方針の概要

コンプライアンス
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　当会は、事業において、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以下、「マネー・
ローンダリング等」といいます。）の防止に取り組むとともに、反社会的勢力に対して断固とした姿勢で臨みます。
　また、利用者に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対応を講じます。

　当会は、ご利用者の正当な利益の保護と利便の確保のため、以下の方針を遵守します。また、ご利用者の保護
と利便の向上に向けて継続的な取組みを行います。

［管理態勢等］
１. �当会は、マネー･ローンダリング等防止及び反社会的
勢力等との取引排除の重要性を認識し、経営戦略に
おける重要な課題の１つとして位置付け、適用となる
法令等や政府指針を遵守するため、当会の特性に応じ
た態勢を整備します。

  　�　また、適切な措置を適時に実施できるよう経営陣
が管理態勢確立等について主導性を発揮し、フォワー
ド・ルッキングなギャップ分析、組織横断的な対応の
高度化、専門性や経験を踏まえた経営レベルでの戦
略的な人員確保・教育・資源配分等を実施し、マネー･
ローンダリング等防止及び反社会的勢力等との取引
排除について周知徹底を図ります。

［マネー・ローンダリング等の防止］
2. �当会は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を実施
するため、国家公安員会が公表している犯罪収益移転
危険度調査書やその他ガイドラインを勘案し、自らが

直面しているリスクを適時・適切に特定・評価し、リスク
に見合った低減措置を講じます。

［反社会的勢力との決別］
3. �当会は、取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応
し、反社会的勢力による不当要求を断固として拒絶し
ます。

［職員の安全確保］
4. �当会は、マネー・ローンダリング等防止及び反社会的勢
力に対して、組織的な対応を行い、職員の安全確保を
最優先に行動します。

［外部専門機関との連携］
5. �当会は、警察、財団法人暴力追放推進センター、弁護
士など、反社会的勢力を排除するための各種活動を
行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反
社会的勢力と対決します。

１. �当会は、ご利用者に対する取引又は金融商品の説明（経
営相談等をはじめとした金融円滑化の観点からの説明を
含む。）及び情報提供を適切かつ十分に行います。

２. �当会は、ご利用者からのご相談・苦情等について、公正・
迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとした金融円滑化
の観点からの対応を含む。）し、ご利用者の理解と信頼が
得られるよう適切かつ十分に対応します。

３. �当会は、ご利用者に関する情報について、法令等に基づ
く適正かつ適法な手段による取得並びに情報の紛失、漏
洩及び不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置
を講じます。

４. �当会が行う事業を外部に委託するに当たっては、ご利用
者情報の管理やご利用者への対応が適切に行われるよ
う努めます。

５. �当会は、当会との取引に伴い、ご利用者の利益が不当に
害されることのないよう、利益相反管理のための態勢整
備に努めます。

【備考１】 �本方針の「ご利用者」とは、「農業協同組合法その他関連
法令等により営む事業で取引をされている方及び今後取
引を検討されている方」をいいます。

【備考２】 �本方針の「取引」とは、「与信取引（貸付契約及びこれに伴
う担保・保証契約）、貯金等の受入れ、商品の販売、仲介、
募集等においてご利用者と当会との間で事業として行わ
れるすべての取引」をいいます。

マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針

利用者保護等管理方針
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さまざまな業務を通じて、
皆さまのニーズに真摯にお応えします。

　当会は、各種貯金や定期積金等、皆さまのニーズにお応えする
ことができるよう商品を取り揃えており、地域の事業会社等に
ご利用いただいています。

貯金業務

　当会は、府内JAの融資業務を補完し、農業基盤の拡充と発展
を目的とした農業関連融資への取組みはもとより、大阪府内に事
務所を置く企業等の皆さまには、ご融資をはじめ、総合的な金融
サービスをご提供しています。
　また、受託金融機関として、（株）日本政策金融公庫の農業者向
け制度融資の窓口業務（代理業務）も行っております。

融資業務

　ご利用者の皆さまからお預かりした大切な資金をもとに、国債
等を中心に良質なポートフォリオを構築し、安定的な収益の確保
に努めています。
　金融商品の高度化・複雑化が進展する中、今後も経済情勢の変
化に機敏に対応しつつ、各種リスクに留意した運用を行います。

有価証券運用業務

　当会は、ご利用者の多様化する資産承継ニーズに応えるため
に、本体として信託業務を取り扱っています。
　公正証書遺言の作成サポートから遺言執行までをワンストップ
でご提供する「遺言信託」、預貯金解約など相続後の手続きをサ
ポートする「遺産整理業務」、ご契約者の相続後にあらかじめ指定
されたお受取人さまが簡単な手続きで資金を受け取れる「遺言代
用信託」といった３種類の商品をご提供しています。

信託業務

有価証券運用

融資活動

信託業務

本所窓口

業務のご案内
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　当会では、他の金融機関との差別化を図るオンリーワン戦略の実践と徹底を掲げ、府内JAと一体となった
最適なサービスの提供を通じて、「地域で一番頼れる金融機関」を目指すための取組みを行っています。
　JAバンク大阪をご利用の皆さまのお金と暮らしに関するニーズが多様化する中、大阪府全体の事業運営に係
る企画、JAの金融事業活動に関する支援を行い、皆さまの満足度向上に努めています。

金融推進業務

　「JAバンクシステム」のもと、①組合員をはじめ、地域の皆さまのニーズに十分に応えることができる金融商
品・サービスを提供し、JAの利便性を向上させること、②JAを安心してご利用いただけるようその健全性を高
め、また万一の場合に備えて信頼できるセーフティネットを構築、維持すること、この2点を目的に、当会が「JAバ
ンク大阪府本部」として、府内JAの信用事業全体のレベルアップと各JAの健全性のチェック等を行っています。

信用事業指導業務

　当会は、府内JAの為替・決済業務本部として、全国のJAを含む各金融機関とのATMによる貯金ネットワーク
サービスをはじめ、振込・代金取立などの内国為替取引、給与・年金の自動受取、公共料金等の自動支払、またイ
ンターネットによる各種金融サービスの提供など多様化・高度化する決済業務に対応しています。

資金決済業務

　JAバンク大阪の信用事業オンラインシステムは、全国統一の「JASTEMシステム」を使用し、当会並びに府内
JAをご利用いただいている皆さまに、安全・安心、かつ高度なオンライン金融サービスを提供しております。
　また、JAバンク大阪をご利用いただいている皆さまの貯金の安全性を確保するため、偽造・盗難キャッシュ
カードの対策として、ICキャッシュカードの発行を行っております。

オンライン・電算業務
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主な貯金
種　類 特　色 期　間 お預け入れ金額

総 合 口 座
普通貯金と定期貯金を一冊の通帳にセットでき、また、必要時に定期貯金から
自動借入もできるたいへん便利な口座です。受取る（給与など）・支払う（公共
料金など）・貯める・借りるが一冊でできます。

出し入れ自由 1円以上

普 通 貯 金 自由に出し入れができます。公共料金等の自動支払や給与・年金等の自動受
取が可能です。 出し入れ自由 1円以上

普通貯金無利息型
（決済用） 無利息の決済用貯金であり、貯金保険により、全額保護されます。 出し入れ自由 1円以上

貯 蓄 貯 金
普通貯金と同じように出し入れができるうえ、お預入残高に応じて、適用利率
が段階的に高くなります。（金利情勢などにより、各段階の利率が同じになる
場合もございます。）お使いみちの決まっていない資金の運用に最適です。

出し入れ自由 1円以上

当 座 貯 金 小切手・手形等によりお支払いができます。
※新規の口座開設及び小切手・手形帳の発行は終了しました。 出し入れ自由 1円以上

通 知 貯 金 ごく短期間の運用に便利です。 1週間以上 50,000円以上

大 口 定 期 貯 金 大口資金の運用に適しています。 1か月以上
10年以内 1,000万円以上

スーパー定期貯金 固定金利で金額・期間に合わせてお選びいただけます。証書・定期貯金通帳・
総合口座でのお取扱いが可能です。

1か月以上
10年以内 1円以上

期日指定定期貯金 固定金利で、利息は１年複利で計算されますので有利です。
1年間の据置期間後はいつでもお引き出しいただけます。 最長3年 1円以上

300万円未満

変動金利定期貯金 6か月ごとに金利が変動します。 1・2・3年 1円以上

据 置 定 期 貯 金 預入期間に応じて6段階の金利を設定しています。 6か月以上
5年以内

1円以上
1,000万円未満

定 期 積 金 ご計画に合わせて一定期間ごとに積み立てていく積金です。 6か月以上
5年以内

1,000円以上
1円単位

財
形
貯
蓄

一般財形貯金 積立額、貯蓄目的ともご自由。お預け入れ後、１年経過すればいつでもお引き
出しいただけます。 3年以上 1回あたり1円以上

財形住宅貯金 住宅取得を目的とした積み立てで、財形年金と合わせて550万円まで非課税
の特典が受けられます。 5年以上 1回あたり1円以上

財形年金貯金
在職中に退職後のために積み立てを行い、60歳以降に年金方式（2か月ま
たは3か月ごとのお受取り）でお受取りできます。また、財形住宅と合わせて
550万円まで非課税の特典が受けられます。

5年以上 1回あたり1円以上

納 税 準 備 貯 金 税金の納付に備えるための貯金です。 お引き出しは納税時 1円以上

J A 教 育 資 金
贈 与 専 用 口 座

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置に対応した専用口座です。
ご利用いただける方は、直系尊属（祖父母等）から贈与契約書により教育資金
を受贈した30歳未満の個人で、贈与による金銭の取得後2か月以内に本口座
に預入いただく必要があります。原則として貯金者の教育資金の支払にあて
る場合に限り払い戻しできます。
※新規の口座開設は終了しました。

貯金者が30歳に
達した日など、
一定の要件に
該当した日まで

1円以上
1,500万円以下

成年後見支援貯金 家庭裁判所から成年後見支援貯金の口座開設に係る「指示書」の発行を受け
た方がご利用いただけます。 定めなし 1円以上

成年後見支援貯金
無利息型（決済用）

家庭裁判所から成年後見支援貯金の口座開設に係る「指示書」の発行を受け
た方がご利用いただけます。無利息の決済用貯金であり、貯金保険により全
額保護されます。

定めなし 1円以上

譲 渡 性 貯 金
（ＮＣＤ）

大口資金の運用に適しています。また、満期日前に譲渡することができます。
貯金保険の対象ではありません。 5年以内 1,000万円以上

●定期貯金は原則として毎週月曜日に利率を見直し、店頭に表示しています。　●詳しくは、店頭に備えつけの商品概要説明書をご覧ください。

商品のご案内
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農業関連向けご融資
種　類 ご利用いただける方 お使いみち ご融資金額 ご返済期間 保証・担保

農林漁業振興資金
当会の会員の皆さま及
び農林漁業を営まれる
皆さま

農林漁業に係る設備・運転資
金にお使いいただけます。

ご相談のうえ決
定しています。 20年以内

原則として農業信用基金協
会の保証を受けていただき
ます。その他必要に応じてご
相談のうえ決定しています。

受 託 貸 付 業 務 （株）日本政策金融公庫の各種資金の受託業務をお取扱いしています。

制 度 融 資 農業近代化資金など各種制度融資をお取扱いしています。

事業関連向けご融資
種　類 ご利用いただける方 お使いみち ご融資金額 ご返済期間 保証・担保

事 業 資 金
府内に住所または事務所
をお持ちで、対象となる
事業を営まれている一般
企業の皆さま

通常の運転資金・設備資
金のほか、決算・賞与資金
やその他の季節的一時的
な資金、あるいは長期の
運転資金にお使いいただ
けます。

ご相談のうえ決
定しています。

ご相談のうえ決
定しています。

必要に応じて、ご相談のうえ
決定しています。

個 人 事 業 資 金 府内ＪＡの組合員の
皆さま

運転資金・設備資金・その
他資金で農業外事業を営
むために必要な資金にお
使いいただけます。

1億円以内 20年以内

原則として農業信用基金協
会の保証を受けていただき
ます。その他必要に応じてご
相談のうえ決定しています。

賃 貸 住 宅ローン 府内ＪＡの組合員の
皆さま

貸家・賃貸住宅の新築、増
改築、賃貸住宅の購入な
どにお使いいただけます。

5億円以内 35年以内

原則として農業信用基金協
会の保証を受けていただき
ます。その他必要に応じてご
相談のうえ決定しています。

信託関連商品
種　類 特　色

遺 言 信 託 当会が遺言書作成のアドバイスを行い、お客さまが作成された公正証書遺言を当会が責任をもってお預かりいたします。
また、相続開始時には当会が遺言執行者として執行手続等を行います。（執行コースのみ）

遺 産 整 理 業 務
当会の遺産整理業務は、複雑で手間のかかる相続手続について、相続人の皆さまのお手伝いをさせていただくものです。
具体的には、「財産目録の作成」、「相続人の皆さまで合意された遺産分割協議書の文書化」、「各種財産の名義変更」などの手
続きを承ります。

金 銭 信 託
(遺言代用信託） ご契約者さまから信託されたご資金を、相続開始時に簡単な手続きで、あらかじめ指定されたお受取人さまにお支払いします。
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その他の商品・サービス
種　類 内　容

J A ネ ッ ト バ ン ク
インターネットに接続されているパソコンやスマートフォンからご利用貯金口座の残高や入出金明
細の照会のほか、指定口座への振込・振替等のサービス及びマルチペイメントネットワークによる
収納サービスもご利用いただけます。また、法人JAネットバンクを通じて、JAバンクでんさいサー
ビスもご利用いただけます。

内 国 為 替 サ ー ビ ス 全国どこの金融機関にも、お振込、お取立を行っています。

J A キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス

当会のキャッシュカードがあれば、全国のJA・信連・JFマリンバンク・都銀・地銀・第二地銀・信金・信
組・労金・ゆうちょ銀行及びイーネットATM・ローソン銀行・セブン銀行のCD（現金自動支払機）、
ATM（現金自動預入・支払機）で、現金のお引き出し、残高照会がご利用いただけます。
手数料等については、次ページをご確認下さい。
また、J－デビットの加盟店において、ご利用代金を精算できるデビットカードサービスをご利用いた
だけます。

給 与 振 込 サ ー ビ ス 給与・ボーナスがお客さまのご指定いただいた貯金口座に自動的に振り込まれます。

各 種 自 動 受 取 サ ー ビ ス 国民年金・厚生年金等各種年金、配当金などがお客さまの口座に自動的に振り込まれます。その都
度お受け取りに出かけられる手間も省け、期日忘れのご心配もありません。

各 種 自 動 支 払 サ ー ビ ス 電気・電話・NHK放送受信料等公共料金のほか、各種クレジット代金など普通貯金（総合口座）、当座
貯金から自動的にお支払いいたします。

ク レ ジ ッ ト カ ー ド
（ J A カ ー ド ）（ J A カ ー ド 一 体 型 ）

お買物、ご旅行、お食事などのお支払いはもちろん、ネットショッピング、公共料金、税金等、幅広い
シーンでのお支払いにご利用いただくことができ、ＪＡ独自の多彩な特典を備えた、安心・便利な
カードです。また、使えば使うほどポイントがたまる「ＪＡカードわいわいポイントプログラム」にて、
ポイントから素敵な商品等への交換が可能です。さらに、ＪＡ直売所・ファーマーズマーケットでのお
買物が5%引き、JA-SS・ホクレンSSでの給油が2円/ℓ割引、その他のＪＡ施設でのお買物で2％ポイ
ントアップになるなど日常使いに大変便利なサービスです。
ＪＡカードでは、ＩＣキャッシュカードとＪＡカードを１枚にまとめた一体型カードもお取扱いしており
ます。

信 託 契 約 代 理 業 務 農中信託銀行（株）の信託契約代理店として、土地信託・特定贈与信託・公益信託等の信託契約代理
業務の取扱いをしています。なお、当会が行う信託契約代理業務は、契約締結の媒介です。

遺 言 信 託
（ 農 中 信 託 代 理 店 ） 農中信託銀行（株）の遺言信託代理店として、遺言信託契約締結の媒介を行っております。

遺 産 整 理 業 務
（ 農 中 信 託 代 理 店 ）

農中信託銀行（株）の遺言信託代理店として、遺産整理に関する委任契約締結の媒介を行っており
ます。

コ ン サ ル テ ィ ン グ 業 務 ライフプランニング、貯蓄、年金、借入、投資・運用、資産活用、相続・贈与に係る各種相談、提案、助
言及び経営全般に係るコンサルティングを行います。

小 規 模 企 業 共 済 業 務 （独）中小企業基盤整備機構の代理店として、小規模企業共済をお取扱いしています。

商品のご案内
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ＡＴＭ手数料（当会のキャッシュカードをご利用の場合）（令和8年7月1日現在）

ＪＡネットバンク利用料（令和8年7月1日現在）

ＪＡバンクアンサーサービス（ANSER-HT［VALUX］）手数料（令和8年7月1日現在）

ご利用のATM
(稼働時間 8:00～21:00) 取引内容

手数料（利用1回あたり）

平日
8:45〜18:00

土曜
9:00～14:00

平日・土曜の
その他時間帯
及び日曜・祝日

JAバンク 入出金 無料 無料 無料

JFマリンバンク 出金 無料 無料 無料

ゆうちょ銀行 入出金 110円 110円 220円

E-net（イーネット）
ローソン銀行
セブン銀行

入出金 110円 110円 220円

三菱UFJ銀行 出金 無料 110円 110円
●上記金額には消費税が含まれています。
●その他提携銀行（MICS）のATM手数料は、ATM設置金融機関による所定の手数料となります。
●法人のお客さまは、当会のATM以外はご利用いただけません。
●�1月2日と1月3日の手数料は、祝日と同じ手数料となります。また、12月31日の手数料は、ゆうちょ銀行と三菱ＵＦＪ銀行は曜日に応じた手数料、その他は祝日と同じ手
数料となります。

種　　類 月額利用料

個人ＪＡネットバンク 無料

法人ＪＡネットバンク（振込・照会サービスのみ） 1,100円

法人ＪＡネットバンク（振込・照会サービス ＋ データ伝送サービス） 3,300円
●上記金額には消費税が含まれています。
●振込手数料については、P32「為替取扱手数料」をご覧ください。
●�端末（パソコン又はスマートフォン）やこれに付随する関連機器、通話料、インターネット接続業者（プロバイダー）や携帯電話会社との契約料、接続料等につきまして
は、お客さまのご負担となります。

種　　類 月額手数料

照会・資金移動サービス 1,100円
●上記金額には消費税が含まれています。
●照会サービスのみご利用の場合も月額手数料は1,100円となります。

種　　類
手数料（取扱い１件あたり）

当会本支所あて・系統金融機関あて 系統以外の金融機関あて

発生記録 330円 660円

譲渡記録 330円 660円

分割（譲渡）記録 330円 660円
●上記金額には消費税が含まれています。
●でんさいは、株式会社全銀電子債権ネットワークが取り扱う電子記録債権です。
●サービスの詳細並びにその他のお取引手数料につきましては、当会窓口にお問い合わせください。
●上記系統金融機関とは、JA・信連・農林中金のことです。
●系統以外の金融機関とは、上記以外の銀行・信金・信組・労金等の金融機関のことです。

ＪＡバンクでんさいサービス手数料（令和8年7月1日現在）

月額利用料：無料
※本サービスのご利用にあたっては、当会所定の審査があります。また、法人ＪＡネットバンクのご契約が別途必要です。

手数料一覧
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為替取扱手数料（令和8年7月1日現在）

その他の手数料（令和8年7月1日現在） 窓口両替手数料（令和8年7月1日現在）

窓口硬貨入金整理手数料（令和8年7月1日現在）

コンサルティング業務手数料（令和8年7月1日現在）

種　　類 当会同一店舗あて 当会本支所あて・系統金融機関あて 系統以外の金融機関あて

振
込
手
数
料（
1
件
に
つ
き
）

窓口利用 550円 550円 880円

ＡＴＭ利用
現金 220円 440円 660円

キャッシュカード 無料 220円 440円
インターネット
バンキング利用

個人 無料 110円 220円
法人 無料 220円 440円

ＪＡバンクアンサーサービス
（ＡＮＳＥＲ－ＨＴ［ＶＡＬＵＸ］） 無料 220円 440円

ＪＡデータ伝送サービス 無料 220円 440円
自動送金サービス 無料 220円 440円

取立手数料
電子交換 1通につき　　1,100円

個別取立 1通につき　　2,200円
ただし、当会同一店舗あて・本支所あては無料とする。

そ
の
他
の

諸
手
数
料

振 込 の 組 戻 料 1件につき　　1,100円
振 込 の 訂 正 料 1件につき　　1,100円
不 渡 手 形 返 却 料 1通につき　　1,100円
取 立 手 形 組 戻 料 1通につき　　1,100円
取 立 手 形 店 頭 呈 示 料 1通につき　　1,100円

●上記金額には消費税が含まれています。
●系統金融機関とは、JA・JFマリンバンク・信連・信漁連及び農林中金等のことです。
●系統以外の金融機関とは、上記以外の銀行・信金・信組・労金等の金融機関のことです。
●その他の諸手数料で、1,100円を超える取立経費を要する場合は、その実費とさせていただきます。
●ATM 利用の振込については、系統以外の金融機関のカード利用時には振込手数料のほか別途ATMの利用手数料が必要です。

種　　類 手数料
残高証明書　当会の書式　定例発行 	 1枚につき	 550円

残高証明書　当会の書式　随時発行 	 1枚につき	 770円

残高証明書　当会の書式以外 	 1枚につき	 2,200円

貯 金 通 帳 再 発 行 	 1冊につき	 1,100円

貯 金 証 書 再 発 行 	 1通につき	 1,100円

ICキ ャ ッ シ ュ カ ー ド 発 行 無　料

ICキ ャッ シ ュ カ ー ド 再 発 行 	 1枚につき	 1,100円

成年後見支援貯金　口座開設手数料 13,200円

成年後見支援貯金　口座維持管理手数料 13,200円（年間）
●上記金額には消費税が含まれています。

枚　　数 手数料

窓口両替
金額指定の払戻し

1 0 枚 ま で 660円
（当会に口座をお持ちの方は1日1回まで無料）

1 1 ～ 5 0 0 枚 660円

5 0 1枚 以 上 1,320円
（以降500枚ごとに660円加算）

●上記金額には消費税が含まれています。
●持込または持帰の多い方の枚数により所定の手数料をいただきます。
　�また、同一金種間（新券、汚損現金等）の交換も、両替に準じた所定の手数料をいただ
きます。ただし、記念硬貨への交換につきましては、無料といたします。
●�金種を指定しての現金払戻し、また、新券指定の現金払戻しにつきましても、両替に
準じた手数料をいただきます。
　�なお、一部の金種を指定して払戻しされる場合、金種を指定せずに払戻しされた残金
についても合計枚数に含みます。
●窓口で通帳またはキャッシュカードの提示が必要となります。

枚　　数 手数料
1 0 0 枚 ま で 660円�

（1日1回まで無料）

1 0 1 ～ 5 0 0 枚 660円

5 0 1 枚 以 上 1,320円�
（以降500枚ごとに660円加算）

●上記金額には消費税が含まれています。
●�窓口でのお口座へのご入金の際に、算定する硬貨の枚数によって所定の手数料をい
ただきます。算定に対する手数料のため、算定後に入金を取りやめる場合や、金額を
変更される場合も、所定の手数料をいただきます。
　なお、手数料はご入金する硬貨とは別にご用意ください。

種　　類 手数料
単発型（提案書作成、1通） 110,000円
継続型（月額） 33,000円

●上記金額には消費税が含まれています。

手数料一覧
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科　　目 令和6年度 令和7年度 科　　目 令和6年度 令和7年度

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現 金 5,216 4,022 貯 金 4,146,586 4,059,236
預 け 金 2,512,641 2,367,718 当 座 貯 金 23,743 38,392
系 統 預 け 金 2,502,605 2,342,707 普 通 貯 金 6,411 5,981
系 統 外 預 け 金 10,035 25,010 貯 蓄 貯 金 20 16

コ ー ル ロ ー ン 5,000 19,000 通 知 貯 金 100 100
買 入 金 銭 債 権 4,034 3,244 別 段 貯 金 295 343
金 銭 の 信 託 117,099 104,623 定 期 貯 金 4,115,971 4,014,375
有 価 証 券 1,083,868 1,145,684 定 期 積 金 44 27
国 債 361,577 368,608 譲 渡 性 貯 金 312,800 244,300
地 方 債 1,080 876 債券貸借取引受入担保金 23,936 15,188
短 期 社 債 － 3,999 借 用 金 11,100 1,700
社 債 31,530 30,158 代 理 業 務 勘 定 － 0
外 国 証 券 414,450 489,047 そ の 他 負 債 48,409 70,881
株 式 9,959 12,024 貸 付 留 保 金 214 245
受 益 証 券 265,269 240,968 未 払 法 人 税 等 484 645

貸 出 金 830,917 771,297 貯金利子諸税その他 28 51
手 形 貸 付 289 100 従 業 員 預 り 金 766 721
証 書 貸 付 643,529 592,347 金 融 派 生 商 品 8,113 16,493
当 座 貸 越 23,955 23,376 金融商品等受入担保金 8,768 17,888
金 融 機 関 貸 付 163,094 155,468 仮 受 金 4,036 4,200
割 引 手 形 48 5 リ ー ス 債 務 167 225

そ の 他 資 産 26,915 46,043 そ の 他 の 負 債 560 480
従 業 員 貸 付 金 22 24 未 払 費 用 25,238 29,662
差 入 保 証 金 26 26 前 受 収 益 8 8
金 融 派 生 商 品 17,407 31,640 約定取引未決済借 － 250
仮 払 金 416 381 未 決 済 為 替 借 20 9
そ の 他 の 資 産 1,107 1,740 諸 引 当 金 16,162 16,495
未 収 収 益 7,912 12,176 相 互 援 助 積 立 金 13,449 13,853
前 払 費 用 12 43 賞 与 引 当 金 217 221
未 決 済 為 替 貸 10 9 退 職 給 付 引 当 金 2,221 2,148

有 形 固 定 資 産 7,742 7,769 役員退職慰労引当金 112 130
建 物 3,063 3,046 特例業務負担金引当金 161 141
土 地 4,385 4,385 繰 延 税 金 負 債 － 5,774
リ ー ス 資 産 148 202 債 務 保 証 123 111
その他の有形固定資産 144 134 負 債 の 部 合 計 4,559,117 4,413,689

無 形 固 定 資 産 29 19 （ 純 資 産 の 部 ）
ソ フ ト ウ ェ ア 22 14 出 資 金 140,690 140,690
リ ー ス 資 産 5 2 （うち後配出資金） （87,270） （87,270）
その他の無形固定資産 1 1 再 評 価 積 立 金 0 0

外 部 出 資 240,020 240,020 利 益 剰 余 金 133,579 134,473
系 統 出 資 235,983 235,983 利 益 準 備 金 61,000 62,000
系 統 外 出 資 3,773 3,773 その他利益剰余金 72,579 72,473
子 会 社 等 出 資 263 263 経営基盤安定化積立金 28,250 28,750

繰 延 税 金 資 産 1,457 － 特 別 積 立 金 29,550 30,050
債 務 保 証 見 返 123 111 当期未処分剰余金 14,779 13,673
貸 倒 引 当 金 △ 2,691 △ 3,511 （うち当期剰余金） （4,950） （4,879）

会 員 資 本 合 計 274,270 275,163
その他有価証券評価差額金 △ 3,133 11,804
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 2,119 5,385
評価・換算差額等合計 △ 1,013 17,190
純 資 産 の 部 合 計　 273,256 292,353

資 産 の 部 合 計 4,832,373 4,706,043 負債及び純資産の部合計 4,832,373 4,706,043

（単位：百万円）

貸借対照表
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科　　目 令和6年度 令和7年度

経 常 収 益 70,510 82,248
資 金 運 用 収 益 45,362 57,275

貸 出 金 利 息 4,633 6,570
預 け 金 利 息 1,154 5,801
有 価 証 券 利 息 配 当 金 24,483 28,927
コ ー ル ロ ー ン 利 息 22 76
そ の 他 受 入 利 息 15,068 15,899

（ う ち 受 取 奨 励 金 ） （15,041） （15,877）
役 務 取 引 等 収 益 51 62

受 入 為 替 手 数 料 7 7
そ の 他 の 受 入 手 数 料 39 50
そ の 他 の 役 務 取 引 等 収 益 5 4

そ の 他 事 業 収 益 7,833 3,365
国 債 等 債 券 売 却 益 7,831 3,363
受 取 出 資 配 当 金 2 2

そ の 他 経 常 収 益 17,262 21,544
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 117 －
株 式 等 売 却 益 14,090 19,733
金 銭 の 信 託 運 用 益 2,858 1,613
そ の 他 の 経 常 収 益 196 198

経 常 費 用 64,250 75,685
資 金 調 達 費 用 27,404 35,782

貯 金 利 息 1,414 9,143
譲 渡 性 貯 金 利 息 868 1,913
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 156 21
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 1,871 2,499
そ の 他 支 払 利 息 23,093 22,204

（ う ち 支 払 奨 励 金 ） （23,063） （22,122）
役 務 取 引 等 費 用 345 387

支 払 為 替 手 数 料 1 1
そ の 他 の 支 払 手 数 料 343 385
そ の 他 の 役 務 取 引 等 費 用 0 0

そ の 他 事 業 費 用 30,261 31,033
支 払 助 成 金 0 0
外 国 為 替 売 買 損 7,932 6,108
国 債 等 債 券 売 却 損 21,263 24,924
国 債 等 債 券 償 還 損 1,064 ー

経 費 5,065 5,704
人 件 費 2,237 2,335
物 件 費 2,658 3,142
税 金 169 226

そ の 他 経 常 費 用 1,173 2,778
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ー 819
相 互 援 助 積 立 金 繰 入 額 409 404
株 式 等 売 却 損 616 240
金 銭 の 信 託 運 用 損 121 1,274
そ の 他 の 経 常 費 用 26 38

経 常 利 益 6,260 6,562
特 別 損 失 5 0

固 定 資 産 処 分 損 5 0
税 引 前 当 期 利 益 6,254 6,562
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,308 1,738
法 人 税 等 調 整 額 △ 4 △ 55
法 人 税 等 合 計 1,304 1,682
当 期 剰 余 金 4,950 4,879
当 期 首 繰 越 剰 余 金 9,828 8,793
当 期 未 処 分 剰 余 金 14,779 13,673

（単位：百万円）

損益計算書
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科　　目 令和6年度 令和7年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 14,779 13,673
剰 余 金 処 分 額 5,986 5,975

利 益 準 備 金 1,000 1,000
任 意 積 立 金 1,000 1,000

経 営 基 盤 安 定 化 積 立 金 500 500
特 別 積 立 金 500 500

出 資 配 当 金 2,475 2,475
（ 普 通 出 資 配 当 率 ） （3%） （3%）
（ 後 配 出 資 配 当 率 ） （1%） （1%）

事 業 分 量 配 当 金 1,511 1,500
次 期 繰 越 剰 余 金 8,793 7,697

●事業分量配当金の分配の基準
	 令和6年度　年間貯金利用高に対し	 0.036%

	 令和7年度　年間貯金利用高に対し	 0.037%
	 うち普通	 0.025%
	 うち特別	 0.012%

●任意積立金のうち経営基盤安定化積立金は次のとおりです。
	 （１）積立目的
		  府内信用事業の基盤の維持・強化に資するため予測しがたい諸リスクに備えて積み立てるものとします。
	 （２）積立目標額
		  特別積立金の残高に達するまでの額。
	 （３）取崩基準
		  総会の決議に基づき、上記目的に照らして必要な額を取り崩すことができるものとします。

（単位：百万円）

剰余金処分計算書
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重要な会計方針に関する事項
（1）	 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
（2）	� 有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及び

評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり
行っています。

 　　　・�売買目的有価証券・ ・・・・ �時価法（売却原価は移
動平均法により算定）

 　　　・�満期保有目的の債券 ・・・・ �定額法による償却原
価法

 　　　・�子会社・子法人等株式・ ・・ 原価法（売却原価は移
及び関連法人等株式　　　　動平均法により算定）

 　　　・�その他有価証券 ・・・・・・ �時価法（評価差額は全
部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は
移動平均法により算
定）。ただし、市場価格
のない株式等につい
ては原価法（売却原価
は、移動平均法により
算定）。

 　　�　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と
認められる部分については償却原価法による取得価額の
修正を行っています。

（3）	� 金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成
している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記（２）
の有価証券と同様の方法によっており、信託の契約単位
ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及び負債
の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

（４）	 デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
（５）	� 有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定率

法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、
資産から直接減額して計上しています。

 　　�　また、主な耐用年数は次のとおりです。
 　　�　建　物　　15年～50年
 　　�　その他　　 3年～30年
（６）	� 無形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定額法

により償却しています。そのうち自社利用ソフトウェアに
ついては、当会における利用可能期間（5年）に基づいて
償却しています。

（７）	� 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定
資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却していま
す。なお、残存価額については、零としています。

（８）	� 外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による
円換算額を付しています。

（９）	� 引当金の計上方法
 　　①貸倒引当金
 　　　�　貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、次のと

おり計上しています。
 　　　�　正常先債権及び要注意先債権（要管理先債権を含

む。）に相当する債権については、主として今後1年間
の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで
計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒
実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間におけ
る平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等
必要な修正を加えて計上しています。

 　　　�　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額
から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しています。

 　　　�　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上してい
ます。

 　　　�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しています。

 　　②相互援助積立金
 　　　�　相互援助積立金は、「大阪府ＪＡバンク支援制度要領」

等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信用向　　　　

1 上に資することを目的として、所要額を計上しています。
 　　③賞与引当金
 　　　�　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、

職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属
する額を計上しています。

 　　④退職給付引当金
 　　　�　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、

当年度末における職員の自己都合退職の場合の要支
給額を基礎として計上しています｡

 　　⑤役員退職慰労引当金
 　　　�　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払に

備えるため、当年度末の要支給見積額を計上していま
す。

 　　⑥特例業務負担金引当金
 　　　�　特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済組

合に対する特例業務負担金の費用に充てるため、当年
度末における将来負担見込額を計上しています。

（10）	ヘッジ会計の方法
 　　�　デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等

を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リ
スク、為替変動リスク、株価変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしています。

 　　・金利変動リスクヘッジ
 　　　�　金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計

は繰延ヘッジによっています。
 　　　�　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象と

なる国内債券とヘッジ手段である金利スワップ取引に
関する重要な条件が同一であると認められるため、高
い有効性があると見込まれることから、これをもって有
効性の判定に代えています。

 　　・為替変動リスクヘッジ
 　　　�　外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
 　　　�　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ
プ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

 　　・株価変動リスクヘッジ
 　　　�　国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の方

法は繰延ヘッジによっています。
 　　　�　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象で

ある個別株式等を売り建てる株式先渡取引をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である個別株式等とヘッジ手段のポ
ジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

（11）	�消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計
処理は、税抜方式によっています。

 　　�　ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当
年度の費用に計上しています。

会計上の見積りに関する事項
　�　会計上の見積りにより当年度に係る計算書類にその額を
計上した項目であって、翌年度に係る計算書類に重要な影響
を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

（１）	 貸倒引当金
 　　①当年度に係る計算書類に計上した額
 　　　�　貸倒引当金　2,691百万円
 　　②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関

する理解に資する情報
 　　　 a　算出方法
 　　　　　�　貸倒引当金の算出方法は、「１（９）①貸倒引当金」

に記載しています。
 　　　 b　主要な仮定
 　　　　　�　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸

出先の将来の業績見通し」です。「債務者区分の判
定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債
務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定してい
ます。

 　　　 c　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響 
 　　　　　�　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積り
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に用いた仮定が変化した場合は、翌年度に係る計
算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼ
す可能性があります。

（２）	 金融商品の時価
 　　①当年度に係る計算書類に計上した額
 　　　�　「５（２）①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等」

に記載しています。
 　　②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関

する理解に資する情報
 　　　 a　算出方法
 　　　　　�　金融商品の時価の算出方法は、「５（２）②金融商

品の時価の算定に用いた評価技法の説明」に記載
しています。

 　　　 b　主要な仮定
 　　　　　�　主要な仮定は、時価評価モデルに用いるイン

プットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証券
の時価等の市場で直接又は間接的に観察可能な
インプットのほか、相関係数等の重要な見積りを
含む市場で観察できないインプットを使用する場
合もあります。

 　　　 c　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
 　　　　　�　市場環境の変化等により主要な仮定であるイン

プットが変化することにより、金融商品の時価が増
減する可能性があります。

貸借対照表に関する事項
（１）	 有形固定資産の減価償却累計額は、5,073百万円です。
（２）	 担保に供している資産は次のとおりです。
 　　　担保に供している資産
 　　　　有価証券	 24,012百万円
 　　　担保資産に対応する債務
 　　　　債券貸借取引受入担保金	 23,936百万円
 　　�　上記のほか､為替決済等の取引の担保あるいは先物取

引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及び有
価証券2,373百万円を差し入れています。

（３）	� 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付け
ている有価証券が、国債に合計1,763百万円含まれてい
ます。

（４）	� 子会社等に対する金銭債権はありません。
（５）	� 子会社等に対する金銭債務の総額は1,200百万円です。
（６）	� 理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債

権はありません。
 　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていません。
（７）	� 理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債

務はありません。
 　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていません。
（８）	� 破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月

以上延滞債権、貸出条件緩和債権の額及びその合計額は
次のとおりです。

 　　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額� 4百万円
 　　　�　危険債権額� 192百万円
 　　　�　三月以上延滞債権額� ―　百万円
 　　　�　貸出条件緩和債権額� ―　百万円
 　　　�　合計額� 197百万円
 　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続

開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に
より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権です。

 　　�　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至ってい
ないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った
債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該
当しないものです。

 　　�　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支
払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生
債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しな
いものです。

 　　�　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる
債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないも
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のです。
 　　�　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。
（９）	� 割引手形は、業種別委員会実務指針第24号に基づき、金

融取引として処理しています。これにより受け入れた商業
手形は、自由に処分できる権利を有していますが、その額
面金額は48百万円です。

（10）	�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度
額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの
契約に係る融資未実行残高は、129,801百万円です。

（11）	�貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸出金31,305百万円が
含まれています。

損益計算書に関する事項
（1）	 子会社等との取引による収益総額	 68百万円
 　　　うち事業取引高	 68百万円
（2）	 子会社等との取引による費用総額	 804百万円
 　　　うち事業取引高	 802百万円
 　　　うち事業取引以外の取引高	 2百万円

金融商品に関する事項
（1）	 金融商品の状況に関する事項
 　　①金融商品に対する取組方針
 　　　�　当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が会

員となって運営されている相互扶助型の農業専門金融
機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機関
です。

 　　　�　ＪＡは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、
農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる
仕組みとなっています。

 　　　�　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや
農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や団
体、地方公共団体などに貸付を行っています。

 　　　�　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、
国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券
による運用を行っています。

 　　②金融商品の内容及びそのリスク
 　　　�　当会が保有する金融資産は、主として府内の取引先

に対する貸出金（当座貸越契約、貸出コミットメントを
含む。）、金銭の信託及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。

 　　　�　金銭の信託は特定金外信託及び指定金外信託によ
り運用しており、その構成資産は、株式及び投資信託等
であり、運用目的及びその他目的で保有しています。こ
れらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リス
ク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒
されています。

 　　　�　また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、
満期保有目的及びその他目的で保有しています。これ
らは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、
為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ています。

 　　　�　デリバティブ取引には、ＡＬＭの一環で行っている為
替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株
式先渡取引があります。当会では、これらをヘッジ手段
としてヘッジ対象である有価証券に係る相場変動リス
クに対してヘッジ会計を適用しています。

 　　③金融商品に係るリスク管理体制
 　　　 a　信用リスクの管理
 　　　　　�　貸出金の信用リスク管理については信用リスク

に関する管理諸規程に従い、個別案件ごとの与信
審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証
や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に
関する体制を整備し運営しています。これらの与
信管理は、営業部等の貸出担当部門のほかリスク
統括部により行われ、その与信管理の状況につい
ては、リスク統括部がモニタリングを行い、定期的
に理事会に報告を行っています。

 　　　　　�　また、有価証券の信用リスク管理については信

4
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D
ata

用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しています。
 　　　 b　市場リスクの管理
  　　　　�　(a）金利リスクの管理
 　　　　　　　�　リスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタ

リングを行い、定期的に理事会に報告しています。
  　　　　�　(b）為替リスクの管理
　　　　　　　�　為替の変動リスクに関しては、継続的なモニタリングを行うとともに、必要に応じ為替予約等の措置を講じることでその軽

減を図っています。なお、モニタリング結果については、リスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
  　　　　�　(c）価格変動リスクの管理
　　　　　　　�　有価証券を含む投資商品の保有については、余裕金運用規程等に従い行っています。運用にあたっては、運用限度額を設

定し、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理
事会に定期的に報告しています。

  　　　　�　(d）デリバティブ取引
　　　　　　　�　デリバティブ取引に関しては、市場リスクマネジメント方針等に基づき内部牽制を確立し、実施しています。
  　　　　�　(e）市場リスクに係る定量的情報
　　　　　　　�　当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」の

その他有価証券及び満期保有目的に分類される債券、「貯金」、「デリバティブ取引」のうちの金利スワップ取引です。
　　　　　　　�　当会では、これらの金融資産及び金融負債について、市場リスク量をＶａＲ等により月次で計測し、取得したリスク量がリス

ク限度額の範囲内となるよう管理しています。当会のＶａＲは分散共分散法（保有期間60日、信頼区間99.0%、観測期間5年）
により算出しており、令和7年3月31日現在で当会の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で48,109百万円です。

　　　　　　　�　なお、当会では、バックテストを実施のうえ、ＶａＲ計測モデルの妥当性を検証しています。
　　　　　　　�　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスクを計測しており、通常では考

えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。
 　　　 c　資金調達に係る流動性リスクの管理
 　　　　　�　流動性リスクマネジメント方針等により、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続的なモニタリングを通じて流動性リスク

を管理しています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
 　　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
 　　　�　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。
（2）	 金融商品の時価等に関する事項
 　　①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
 　　　　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
 　　　　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めず③に記載しています。

（単位 : 百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預 け 金 2,512,641 2,507,939 △ 4,702
買入金銭債権
　満期保有目的 4,034 3,831 △ 203
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 19,917 19,917 ―
　その他の金銭の信託 97,181 97,181 ―　
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 158,788 158,701 △ 86
　その他有価証券 925,079 925,079 ―
貸 出 金 830,917
　貸倒引当金 △ 2,689
　貸倒引当金控除後 828,227 811,723 △ 16,503

資　産　計 4,545,870 4,524,374 △ 21,496
貯　　　　金 4,459,386 4,452,489 △ 6,896
借 用 金 11,100 11,051 △ 48

負　債　計 4,470,486 4,463,541 △ 6,944
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの 3,799 3,799 ―
　ヘッジ会計が適用されているもの 5,494 5,494 ―

デリバティブ取引計 9,293 9,293 ―

	 （脚注）	１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
		  ２．貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金312,800百万円を含めています。
		  ３．�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で

表示しています。
 　　②金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
　　【資産】
 　　 a　預け金
 　　　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金につ

いては、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ（Overnight Index Swap 以下
OISという。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
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 　　 b　買入金銭債権
 　　　　�　下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。
 　　 c　金銭の信託
 　　　　�　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。
 　　ｄ　有価証券
 　　　　�　有価証券について、主に上場株式、国債及び上場投資信託については、活発な市場における無調整の相場価格を利用していま

す。地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資信託については、解
約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額によっています。

 　　　　�　相場価格が入手できない場合には、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観
察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、スワップレート、信用スプレッド等が含まれています。

 　　ｅ　貸出金
 　　　　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限

り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定していま
す。

 　　　　�　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレート
で割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

 　　　　�　また、危険債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。
　　【負債】
 　　ａ　貯金
 　　　　�　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価は、期

間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として
算定しています。

 　　ｂ　借用金
 　　　　�　借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリー

レートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
　　【デリバティブ取引】
 　　　　�　デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、公表された相場価格が存在し

ないため、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限
利用しており、インプットには、金利や為替レート等が含まれています。

 　　③市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれていません。
　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　　外 部 出 資　　　　　　240,020百万円
 　　　（�脚注）外部出資は、市場において取引されていない株式や出資金等であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第19号 令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象としていません。
 　　④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位 : 百万円）
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

預 け 金 2,512,641 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
　満期保有目的 640 476 395 347 313 1,861
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 1,495 2,840 3,887 747 8,373 143,878
　その他有価証券のうち
　満期があるもの 8,804 29,407 27,568 29,273 49,055 703,821

貸 出 金 147,419 90,280 76,464 58,844 58,237 399,450
合　　計 2,671,001 123,005 108,315 89,212 115,980 1,249,012

	 （脚注）	1.�貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越23,955百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約
付貸出金12,655百万円については「5年超」に含めています。

		  ２．�貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等197百万円は償還の予定が見込まれないため、含めてい
ません。

 　　⑤借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位 : 百万円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
貯　　　金 4,146,533 9 13 10 18 0
譲渡性貯金 312,800 ― ― ― ― ―
借　用　金 9,400 1,700 ― ― ― ―
合　　　計 4,468,733 1,709 13 10 18 0

	 （脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

注記表（令和6年度／自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
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有価証券に関する事項
（1）	 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、買入金銭債権が含まれています。
 　　①売買目的有価証券はありません。
 　　②満期保有目的の債券
 　　　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

外国証券 94,553 94,764 211
小　計 94,553 94,764 211

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

外国証券 64,235 63,937 △ 297
その他 4,034 3,831 △ 203

小　計 68,269 67,768 △ 500
合　　　計 162,823 162,533 △ 289

 　　③その他有価証券
 　　　その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位 : 百万円）
種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　　式 8,852 4,310 4,541
債　　券 130,873 120,411 10,461
　外国証券 130,873 120,411 10,461
受益証券 147,785 121,385 26,400

小　計 287,511 246,108 41,403

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　　式 1,106 1,299 △ 192
債　　券 518,977 558,490 △ 39,513
　国　　債 361,577 395,807 △ 34,229
　地 方 債 1,080 1,100 △ 19
　社　　債 31,530 32,895 △ 1,365
　外国証券 124,788 128,687 △ 3,898
受益証券 117,483 122,670 △ 5,187

小　計 637,568 682,461 △ 44,893
合　　　計 925,079 928,569 △ 3,489

	 （脚注）�上記差額合計から繰延税金資産997百万円を加えた金額△2,492百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
います。

（2）	 当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
（単位 : 百万円）

売 却 額 売 却 益 売 却 損
株　　式 2,750 1,406 99
債　　券 246,192 7,831 21,263
受益証券 67,426 12,683 517
合　　　計 316,368 21,921 21,879

金銭の信託に関する事項
 　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
 　　①運用目的の金銭の信託
 　　　貸借対照表計上額	 19,917百万円
 　　　当期の損益に含まれた評価差額・	 ―　百万円
 　　②満期保有目的の金銭の信託はありません。
 　　③その他の金銭の信託

（単位 : 百万円）

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
うち貸借対照表
計上額が取得原価
を超えるもの

うち貸借対照表
計上額が取得原価
を超えないもの

その他の金銭の信託 97,181 98,078 △ 897 2,862 3,760

	 （脚注）	１．上記差額から繰延税金資産256百万円を加えた金額△641百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
		  ２．「�うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差

額」の内訳です。

6
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退職給付に関する事項
（１）	 退職給付
 　　①採用している退職給付制度の概要
 　　　�　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。退職一時金制度では、退職給付として、給与

と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用
を計算しています。

 　　②確定給付制度
 　　　 a　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
 　　　　　期首における退職給付引当金	 2,113百万円
 　　　　　退職給付費用	 165百万円
 　　　　　退職給付の支払額	 △57百万円
 　　　　　期末における退職給付引当金	 2,221百万円
 　　　 b　退職給付に関連する損益
 　　　　　簡便法で計算した退職給付費用	 165百万円
（２）	� その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等

を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。

 　　　�なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、23百万円となっています。
 　　　�また、令和7年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は161百万円となっています。

税効果会計に関する事項

8

9
（1）� 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

繰延税金資産
貸倒引当金超過額 51百万円
賞与引当金超過額 60百万円
退職給付引当金超過額 633百万円
相互援助積立金超過額 3,845百万円
未払事業税 85百万円
その他有価証券評価差額金 1,254百万円
その他 558百万円
繰延税金資産小計 6,490百万円
評価性引当額 △4,183百万円
繰延税金資産合計（A） 2,306百万円
繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 △848百万円
繰延税金負債合計（B） △848百万円
繰延税金資産の純額（A）＋（B） 1,457百万円

（2）�法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 27.88％
（調整）
事業分量配当金 △6.73％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.15％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.65％
評価性引当額の増減 1.67％
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.30％
その他 △0.18％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.84％

（３）	 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
 　　�　「所得税法等の一部を改正する法律（令和7年法律第13号）」が令和7年3月31日に成立したことに伴い、令和8年4月1日以後に開始

する年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法
定実効税率は従来の27.88％から、令和8年4月1日以後開始する年度以降に解消が見込まれる一時差異については28.59％となりま
す。この税率変更により、当年度の繰延税金資産は28百万円増加し、その他有価証券評価差額金は31百万円増加し、繰延ヘッジ損益は
21百万円減少し、法人税等調整額は18百万円減少しています。

注記表（令和6年度／自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
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重要な会計方針に関する事項
（１）	 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
（２）	� 有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及び

評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり
行っています。

 　　　・�売買目的有価証券・ ・・・・ �時価法（売却原価は移
動平均法により算定）

 　　　・�満期保有目的の債券 ・・・・ �定額法による償却原
価法

 　　　・�子会社・子法人等株式 ・・・ 原価法（売却原価は移
及び関連法人等株式　　　　動平均法により算定）

 　　　・�その他有価証券 ・・・・・・ �時価法（評価差額は全
部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は
移動平均法により算
定）。ただし、市場価格
のない株式等につい
ては原価法（売却原価
は、移動平均法により
算定）。

 　　�　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と
認められる部分については償却原価法による取得価額の
修正を行っています。

（３）	� 金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成
している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記（２）
の有価証券と同様の方法によっており、信託の契約単位
ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及び負債
の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上しています。

（４）	� デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
（５）	� 有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定率

法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、
資産から直接減額して計上しています。

 　　�　また、主な耐用年数は次のとおりです。
 　　�　建　物　　15年～50年
 　　�　その他　　 3年～30年
（６）	� 無形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定額法

により償却しています。そのうち自社利用ソフトウェアに
ついては、当会における利用可能期間（5年）に基づいて
償却しています。

（７）	� 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定
資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、
リース期間を耐用年数とした定額法により償却していま
す。なお、残存価額については、零としています。

（８）	� 外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による
円換算額を付しています。

（９）	� 引当金の計上方法
 　　①貸倒引当金
 　　　�　貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、次のと

おり計上しています。
 　　　�　正常先債権及び要注意先債権（要管理先債権を含

む。）に相当する債権については、主として今後1年間
の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで
計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒
実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間におけ
る平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等
必要な修正を加えて計上しています。

 　　　�　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額
から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しています。

 　　　�　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上してい
ます。

 　　　�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しています。

 　　②相互援助積立金
 　　　�　相互援助積立金は、「大阪府ＪＡバンク支援制度要領」

等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信用向

1 上に資することを目的として、所要額を計上しています。
 　　③賞与引当金
 　　　�　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、

職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰属
する額を計上しています。

 　　④退職給付引当金
 　　　�　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、

当年度末における職員の自己都合退職の場合の要支
給額を基礎として計上しています｡

 　　⑤役員退職慰労引当金
 　　　�　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払に

備えるため、当年度末の要支給見積額を計上していま
す。

 　　⑥特例業務負担金引当金
 　　　�　特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済組

合に対する特例業務負担金の費用に充てるため、当年
度末における将来負担見込額を計上しています。

（１０）	ヘッジ会計の方法
 　　�　デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等

を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動
リスク、為替変動リスク、株価変動リスクを一定の範囲内
でヘッジしています。

 　　・金利変動リスクヘッジ
 　　　�　金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計

は繰延ヘッジによっています。
 　　　�　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象と

なる国内債券とヘッジ手段である金利スワップ取引に
関する重要な条件が同一であると認められるため、高
い有効性があると見込まれることから、これをもって有
効性の判定に代えています。

 　　・為替変動リスクヘッジ
 　　　�　外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
 　　　�　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ
プ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

 　　・株価変動リスクヘッジ
 　　　�　国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の方

法は繰延ヘッジによっています。
 　　　�　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象で

ある個別株式等を売り建てる株式先渡取引をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である個別株式等とヘッジ手段のポ
ジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

（１１）	�消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計
処理は、税抜方式によっています。

 　　�　ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当
年度の費用に計上しています。

会計上の見積りに関する事項
　�　会計上の見積りにより当年度に係る計算書類にその額を
計上した項目であって、翌年度に係る計算書類に重要な影響
を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

（１）	 貸倒引当金
 　　①当年度に係る計算書類に計上した額
 　　　�　貸倒引当金　3,511百万円
 　　②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関

する理解に資する情報
 　　　 a　算出方法
 　　　　　�　貸倒引当金の算出方法は、「１（９）①貸倒引当金」

に記載しています。
 　　　 b　主要な仮定
 　　　　　�　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸

出先の将来の業績見通し」です。「債務者区分の判
定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債
務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定してい
ます。

 　　　 c　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響 
 　　　　　�　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積り

2

注記表（令和7年度／自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
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に用いた仮定が変化した場合は、翌年度に係る計
算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼ
す可能性があります。

（２）	 金融商品の時価
 　　①当年度に係る計算書類に計上した額
 　　　�　「５（２）①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等」

に記載しています。
 　　②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関

する理解に資する情報
 　　　 a　算出方法
 　　　　　�　金融商品の時価の算出方法は、「５（２）②金融商

品の時価の算定に用いた評価技法の説明」に記載
しています。

 　　　 b　主要な仮定
 　　　　　�　主要な仮定は、時価評価モデルに用いるイン

プットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証券
の時価等の市場で直接又は間接的に観察可能な
インプットのほか、相関係数等の重要な見積りを
含む市場で観察できないインプットを使用する場
合もあります。

 　　　 c　翌年度に係る計算書類に及ぼす影響
 　　　　　�　市場環境の変化等により主要な仮定であるイン

プットが変化することにより、金融商品の時価が増
減する可能性があります。

貸借対照表に関する事項　
（１）	 有形固定資産の減価償却累計額は、5,368百万円です。
（２）	 担保に供している資産は次のとおりです。
 　　　担保に供している資産
 　　　　有価証券	 15,182百万円
 　　　担保資産に対応する債務
 　　　　債券貸借取引受入担保金	 15,188百万円
 　　�　上記のほか､為替決済等の取引の担保あるいは先物取

引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及び有
価証券8,409百万円を差し入れています。

（３）	� 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けて
いる有価証券はありません。

（４）	� 子会社等に対する金銭債権はありません。
（５）	� 子会社等に対する金銭債務の総額は1,322百万円です。
（６）	� 理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債

権はありません。
 　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていません。
（７）	� 理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭債

務はありません。
 　　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていません。
（８）	� 破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月

以上延滞債権、貸出条件緩和債権の額及びその合計額は
次のとおりです。

 　　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額� 3百万円
 　　　�　危険債権額� 1,194百万円
 　　　�　三月以上延滞債権額� ―　百万円
 　　　�　貸出条件緩和債権額� ―　百万円
 　　　�　合計額� 1,198百万円
 　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続

開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に
より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権です。

 　　�　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至ってい
ないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った
債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該
当しないものです。

 　　�　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支
払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生
債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しな
いものです。

 　　�　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる
債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないも
のです。
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 　　�　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。
（９）	� 割引手形は、業種別委員会実務指針第24号に基づき、金

融取引として処理しています。これにより受け入れた商業
手形は、自由に処分できる権利を有していますが、その額
面金額は5百万円です。

（１０）	�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度
額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの
契約に係る融資未実行残高は、128,469百万円です。

（１１）	�貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸出金30,655百万円が
含まれています。

損益計算書に関する事項
（１）	 子会社等との取引による収益総額	 68百万円
 　　　うち事業取引高	 68百万円
（２）　子会社等との取引による費用総額	 815百万円
 　　　うち事業取引高	 815百万円

金融商品に関する事項
（１）	 金融商品の状況に関する事項
 　　①金融商品に対する取組方針
 　　　�　当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が会

員となって運営されている相互扶助型の農業専門金融
機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機関
です。

 　　　�　JAは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、
農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる
仕組みとなっています。

 　　　�　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡや
農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や団
体、地方公共団体などに貸付を行っています。

 　　　�　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、
国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券
による運用を行っています。

 　　②金融商品の内容及びそのリスク
　　　�　当会が保有する金融資産は、主として府内の取引先

に対する貸出金（当座貸越契約、貸出コミットメントを含
む。）、金銭の信託及び有価証券であり、貸出金は、顧客
の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒され
ています。

　　　�　金銭の信託は特定金外信託及び指定金外信託により
運用しており、その構成資産は、株式及び投資信託等で
あり、運用目的及びその他目的で保有しています。これ
らは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、
為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ています。

　　　�　また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、
満期保有目的及びその他目的で保有しています。これ
らは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、
為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ています。

　　　�　デリバティブ取引には、ＡＬＭの一環で行っている為替
予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先
渡取引があります。当会では、これらをヘッジ手段として
ヘッジ対象である有価証券に係る相場変動リスクに対
してヘッジ会計を適用しています。

 　　③金融商品に係るリスク管理体制
 　　　 a　信用リスクの管理
 　　　　　�　貸出金の信用リスク管理については信用リスク

に関する管理諸規程に従い、個別案件ごとの与信
審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証
や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に
関する体制を整備し運営しています。これらの与
信管理は、営業部等の貸出担当部門のほかリスク
統括部により行われ、その与信管理の状況につい
ては、リスク統括部がモニタリングを行い、定期的
に理事会に報告を行っています。

 　　　　　�　また、有価証券の信用リスク管理については信
用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。
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注記表（令和7年度／自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
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 　　　 b　市場リスクの管理
  　　　　�　(a）金利リスクの管理
　　　　　　　�　リスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタ

リングを行い、定期的に理事会に報告しています。
  　　　　�　(b）為替リスクの管理
　　　　　　　�　為替の変動リスクに関しては、継続的なモニタリングを行うとともに、必要に応じ為替予約等の措置を講じることでその軽

減を図っています。なお、モニタリング結果については、リスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
  　　　　�　(c）価格変動リスクの管理
　　　　　　　�　有価証券を含む投資商品の保有については、余裕金運用規程等に従い行っています。運用にあたっては、運用限度額を設

定し、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理
事会に定期的に報告しています。

  　　　　�　(d）デリバティブ取引
　　　　　　　�　デリバティブ取引に関しては、市場リスクマネジメント方針等に基づき内部牽制を確立し、実施しています。
  　　　　�　(e）市場リスクに係る定量的情報
　　　　　　　�　当会において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」の

その他有価証券及び満期保有目的に分類される債券、「貯金」、「デリバティブ取引」のうちの金利スワップ取引です。
　　　　　　　�　当会では、これらの金融資産及び金融負債について、市場リスク量をＶａＲ等により月次で計測し、取得したリスク量がリス

ク限度額の範囲内となるよう管理しています。当会のＶａＲは分散共分散法（保有期間60日、信頼区間99.0%、観測期間5年）
により算出しており、令和8年3月31日現在で当会の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で55,285百万円です。

　　　　　　　�　なお、当会では、バックテストを実施のうえ、ＶａＲ計測モデルの妥当性を検証しています。
　　　　　　　�　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスクを計測しており、通常では考

えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。
 　　　 c　資金調達に係る流動性リスクの管理
 　　　　　�　流動性リスクマネジメント方針等により、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続的なモニタリングを通じて流動性リスク

を管理しています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
 　　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
 　　　�　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。
（２）	 金融商品の時価等に関する事項
 　　①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
 　　　�　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
 　　　�　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めず③に記載しています。

（単位 : 百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預 け 金 2,367,718 2,361,547 △ 6,170
買入金銭債権
　満期保有目的 3,244 2,941 △ 302
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 10,000 10,000 ―
　その他の金銭の信託 94,623 94,623 ―　
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 192,459 191,959 △ 500
　その他有価証券 953,224 953,224 ―
貸 出 金 771,297
　貸倒引当金 △ 3,508
　貸倒引当金控除後 767,788 736,633 △ 31,155

資　産　計 4,389,058 4,350,929 △ 38,128
貯　　　　金 4,303,536 4,294,433 △ 9,103
借 用 金 1,700 1,697 △ 2

負　債　計 4,305,236 4,296,131 △ 9,105
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの (4,780) (4,780) ―
　ヘッジ会計が適用されているもの 19,927 19,927 ―

デリバティブ取引計 15,147 15,147 ―

	 （脚注）	１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
		  ２．貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金244,300百万円を含めています。
		  ３．�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で

表示しています。
 　　②金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
　　【資産】
 　　 a　預け金
 　　　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金につ

いては、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ（Overnight Index Swap 以下
OISという。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
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 　　 b　買入金銭債権
 　　　　�　下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。
 　　 c　金銭の信託
 　　　　�　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。
 　　 d　有価証券
 　　　　�　有価証券について、主に上場株式、国債及び上場投資信託については、活発な市場における無調整の相場価格を利用していま

す。地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資信託については、解
約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額によっています。

 　　　　�　相場価格が入手できない場合には、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観
察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、スワップレート、信用スプレッド等が含まれています。

 　　 e　貸出金
 　　　　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限

り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定していま
す。

 　　　　�　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレート
で割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

 　　　　�　また、危険債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。
　　【負債】
 　　 a　貯金
 　　　　�　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価は、期

間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として
算定しています。

 　　 b　借用金
 　　　　�　借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリー

レートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
　　【デリバティブ取引】
 　　　　�　デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、公表された相場価格が存在し

ないため、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限
利用しており、インプットには、金利や為替レート等が含まれています。

 　　③市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれていません。
　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　　外 部 出 資　　　　　　240,020百万円
 　　　（�脚注）外部出資は、市場において取引されていない株式や出資金等であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第19号 令和6年9月13日）第5項に基づき、時価開示の対象としていません。
 　　④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位 : 百万円）
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

預 け 金 2,367,718 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
　満期保有目的 452 378 332 300 271 1,508
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 7,037 4,156 3,517 8,953 16,452 154,552
　その他有価証券のうち
　満期があるもの 9,258 37,676 16,868 24,556 30,678 755,085

貸 出 金 112,903 79,646 66,253 64,150 71,265 375,863
合　　計 2,497,370 121,858 86,971 97,960 118,667 1,287,010

	 （脚注）	1.�貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越23,376百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約
付貸出金12,655百万円については「5年超」に含めています。

		  ２．�貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等1,198百万円は償還の予定が見込まれないため、含めて
いません。

 　　⑤借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位 : 百万円）

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
貯　　　金 4,059,219 6 0 9 0 0
譲渡性貯金 244,300 ― ― ― ― ―
借　用　金 1,700 ― ― ― ― ―
合　　　計 4,305,219 6 0 9 0 0

	 （脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

注記表（令和7年度／自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
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有価証券に関する事項
（１）	 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、買入金銭債権が含まれています。
 　　①売買目的有価証券はありません。
 　　②満期保有目的の債券
 　　　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

外国証券 144,363 144,548 184
小　計 144,363 144,548 184

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

短期社債 3,999 3,997 △ 1
外国証券 44,096 43,412 △ 683
その他 3,244 2,941 △ 302

小　計 51,340 50,352 △ 987
合　　　計 195,704 194,901 △ 803

 　　③その他有価証券
 　　　その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位 : 百万円）
種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　　式 11,710 4,970 6,739
債　　券 276,604 252,064 24,539
　外国証券 276,604 252,064 24,539
受益証券 170,006 133,091 36,915

小　計 458,321 390,126 68,194

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　　式 314 355 △ 41
債　　券 423,626 473,793 △ 50,166
　国　　債 368,608 416,120 △ 47,511
　地 方 債 876 900 △ 23
　社　　債 30,158 32,279 △ 2,121
　外国証券 23,982 24,493 △ 510
受益証券 70,961 73,042 △ 2,080

小　計 494,903 547,191 △ 52,288
合　　　計 953,224 937,317 15,906

	 （脚注）�上記差額合計から繰延税金負債4,547百万円を差引いた金額11,358百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれてい
ます。

（2）	 当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
（単位 : 百万円）

売 却 額 売 却 益 売 却 損
株　　式 4,060 1,398 143
債　　券 257,951 3,363 24,924
受益証券 78,478 18,334 97
合　　　計 340,489 23,096 25,164

金銭の信託に関する事項
 　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
 　　①運用目的の金銭の信託
 　　　貸借対照表計上額	 10,000百万円
 　　　当期の損益に含まれた評価差額・	 ―　百万円
 　　②満期保有目的の金銭の信託はありません。
 　　③その他の金銭の信託

（単位 : 百万円）

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
うち貸借対照表
計上額が取得原価
を超えるもの

うち貸借対照表
計上額が取得原価
を超えないもの

その他の金銭の信託 94,623 93,998 624 3,691 3,066

	 （脚注）	１．上記差額から繰延税金負債178百万円を差し引いた金額446百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
		  ２．「�うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差

額」の内訳です。

6
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退職給付に関する事項
（１）	 退職給付
 　　①採用している退職給付制度の概要
 　　　�　当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。退職一時金制度では、退職給付として、給与

と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用
を計算しています。

 　　②確定給付制度
 　　　 a　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
 　　　　　期首における退職給付引当金	 2,221百万円
 　　　　　退職給付費用	 168百万円
 　　　　　退職給付の支払額	 △240百万円
 　　　　　期末における退職給付引当金	 2,148百万円
 　　　 b　退職給付に関連する損益
 　　　　　簡便法で計算した退職給付費用	 168百万円
（２）	� その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等

を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。

 　　　�なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、24百万円となっています。
 　　　�また、令和8年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は141百万円となっています。

税効果会計に関する事項

8

9
（1）� 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

繰延税金資産
貸倒引当金超過額 324百万円
賞与引当金超過額 63百万円
退職給付引当金超過額 614百万円
相互援助積立金超過額 3,960百万円
未払事業税 116百万円
その他 605百万円
繰延税金資産小計 5,684百万円
評価性引当額 △4,576百万円
繰延税金資産合計（A） 1,107百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △4,726百万円
繰延ヘッジ損益 △2,156百万円
繰延税金負債合計（B） △6,882百万円
繰延税金負債の純額（A）＋（B） △5,774百万円

（2）�法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 27.88％
（調整）
事業分量配当金 △6.37％
交際費等永久に損金に算入されない項目  0.18％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.50％
評価性引当額の増減 5.99％
その他 △0.54％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.64％

注記表（令和7年度／自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
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利益総括表
項　目 令和6年度 令和7年度 増　減

資 金 運 用 収 支 18,628 22,367 3,738

役 務 取 引 等 収 支 △ 293 △ 325 △ 31

そ の 他 事 業 収 支 △ 22,427 △ 27,667 △ 5,239

事 業 粗 利 益 △ 4,092 △ 5,625 △ 1,533

（ 事 業 粗 利 益 率 ） （△ 0.08） （△ 0.12） （△ 0.04）

脚注 1.	資金運用収支＝資金運用収益－(資金調達費用－金銭の信託運用見合費用)
2.	役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
3.	その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用
4.	事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
5.	事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×100

（単位：百万円、％）

事業純益
項　目 令和6年度 令和7年度 増　減

事 業 純 益 △ 9,158 △ 11,329 △ 2,171

実 質 事 業 純 益 △ 9,158 △ 11,329 △ 2,171

コ ア 事 業 純 益 4,274 10,230 5,956

コ ア 事 業 純 益
（ 投 資 信 託 解 約 損 益 を 除 く ） 9,435 11,985 2,550

脚注 1.	事業純益＝事業収益ー（事業費用－金銭の信託運用見合費用）ー 一般貸倒引当金繰入額
2.	実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
3.	コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益�
　 国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

（単位：百万円）

資金運用収支の内訳
項　目

令和6年度 令和7年度
平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り

資 金 運 用 勘 定 4,645,299 45,362 0.97 4,397,408 57,275 1.30 

　 う ち 預 け 金 2,707,642 16,195 0.59 2,460,443 21,679 0.88 

　 う ち 有 価 証 券 1,086,007 24,483 2.25 1,111,852 28,927 2.60 

　 う ち 貸 出 金 840,949 4,633 0.55 811,628 6,570 0.80 

資 金 調 達 勘 定 4,582,744 26,733 0.58 4,346,186 34,908 0.80 

　 う ち 貯 金 ・ 定 積 4,301,995 24,478 0.56 4,141,577 31,266 0.75 

　 う ち 譲 渡 性 貯 金 293,824 868 0.29 301,605 1,913 0.63 

　 う ち 借 用 金 18,088 － － 6,688 － －

総 資 金 利 鞘 － － 0.29 － － 0.37 

脚注 1.	総資金利鞘＝資金運用利回り－資金調達原価率�
　 �資金調達原価率＝(資金調達費用(貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋金利スワップ支払利息＋�
その他支払利息(支払雑利息等))＋経費－金銭の信託運用見合費用)／ (貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋�
その他(貸付留保金、従業員預り金等)－金銭の信託運用見合額)×100

2.	預け金の利息には、受取奨励金が含まれています。
3.	貯金・定積の利息には、支払奨励金が含まれています。
4.	資金調達勘定計の平均残高及び利息は金銭の信託運用見合額及び金銭の信託運用見合費用を控除しています。

（単位：百万円、％）

損益の状況と諸指標
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科目別貯金残高
【年度末残高】 （単位：百万円、%）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

流 動 性 貯 金 30,570 （0.6） 44,833 （1.0） 14,263

定 期 性 貯 金 4,116,015 （92.3） 4,014,403 （93.2） △ 101,612

計 4,146,586 （92.9） 4,059,236 （94.3） △ 87,349

譲 渡 性 貯 金 312,800 （7.0） 244,300 （5.6） △ 68,500

合　　　　　　　計 4,459,386 （100.0） 4,303,536 （100.0） △ 155,849

【平均残高】 （単位：百万円、%）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

流 動 性 貯 金 32,981 （0.7） 29,728 （0.6） △ 3,252

定 期 性 貯 金 4,269,014 （92.8） 4,111,848 （92.5） △ 157,166

計 4,301,995 （93.6） 4,141,577 （93.2） △ 160,418

譲 渡 性 貯 金 293,824 （6.3） 301,605 （6.7） 7,781

合　　　　　　　計 4,595,820 （100.0） 4,443,182 （100.0） △ 152,637

脚注 1.	流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金＋別段貯金＋納税準備貯金
2.	定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
3.	（　）内は構成比です。

受取・支払利息の増減額
項　目 令和6年度増減額 令和7年度増減額

受 取 利 息 6,365 11,913

　 う ち 貸 出 金 △ 712 1,937

　 う ち 有 価 証 券 3,703 4,443

　 う ち コ ー ル ロ ー ン 22 54

　 う ち 預 け 金 3,358 5,483

支 払 利 息 2,035 8,174

　 う ち 貯 金 ・ 定 積 889 6,788

　 う ち 譲 渡 性 貯 金 841 1,044

差　　　　　　　引 4,330 3,738

脚注 1.	増減額は前年度対比です。
2.	預け金には、受取奨励金が含まれています。
3.	貯金・定積には、支払奨励金が含まれています。
4.	支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。

（単位：百万円）

定期貯金残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

定 期 貯 金 4,115,971 （100.0） 4,014,375 （100.0） △ 101,596

　 う ち 固 定 金 利 定 期 4,115,971 （100.0） 4,014,375 （100.0） △ 101,596

　 う ち 変 動 金 利 定 期 － （0.0） － （0.0） －

脚注 1.	固定金利定期 ： 預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
2.	変動金利定期 ： 預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
3.	（　）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

損益の状況と諸指標/貯金の状況
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科目別貸出金残高
【年度末残高】 （単位：百万円）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減
手 形 貸 付 289 100 △ 189
証 書 貸 付 806,623 747,816 △ 58,807
当 座 貸 越 23,955 23,376 △ 579
割 引 手 形 48 5 △ 43

合　　　　　　　計 830,917 771,297 △ 59,619

【平均残高】 （単位：百万円）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減
手 形 貸 付 574 268 △ 305
証 書 貸 付 811,752 783,486 △ 28,266
当 座 貸 越 28,577 27,851 △ 726
割 引 手 形 43 22 △ 21

合　　　　　　　計 840,949 811,628 △ 29,320

（単位：百万円）債務保証の担保別内訳残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 － － －
有 価 証 券 － － －
動 産 － － －
不 動 産 48 43 △ 4
そ の 他 担 保 物 64 58 △ 6

計 112 102 △ 10
信 用 10 8 △ 1

合　　　　　　　計 123 111 △ 12

貸出金の金利条件別内訳残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

固 定 金 利 貸 出 500,967 （60.2） 452,250 （58.6） △ 48,717
変 動 金 利 貸 出 329,949 （39.7） 319,047 （41.3） △ 10,901

合　　　　　　　計 830,917 （100.0） 771,297 （100.0） △ 59,619

脚注 （　）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

貸出金の担保別内訳残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 4 4 0
有 価 証 券 70 70 －
動 産 － － －
不 動 産 6,259 6,880 621
そ の 他 担 保 物 10,188 5,097 △ 5,090

計 16,522 12,052 △ 4,469
農 業 信 用 基 金 協 会 保 証 19 9 △ 9
そ の 他 保 証 9,176 7,218 △ 1,958

計 9,196 7,228 △ 1,968
信 用 805,198 752,016 △ 53,181

合　　　　　　　計 830,917 771,297 △ 59,619

（単位：百万円）

貸出金の状況
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貸出金の使途別内訳残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

設 備 資 金 8,611 （1.0） 11,785 （1.5） 3,174

運 転 資 金 822,305 （98.9） 759,511 （98.4） △ 62,794

合　　　　　　　計 830,917 （100.0） 771,297 （100.0） △ 59,619

脚注 （　）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

区　分
令和6年度 令和7年度

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 2,595 2,494 － 2,595 2,494 2,494 2,312 － 2,494 2,312

個別貸倒引当金 213 197 － 213 197 197 1,198 － 197 1,198

合　計 2,808 2,691 － 2,808 2,691 2,691 3,511 － 2,691 3,511

脚注 期中減少額（その他）は、全額洗替額です。

（単位：百万円）

貸出金の業種別残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

製 造 業 70,682 （8.5） 54,182 （7.0） △ 16,500

農 業 13 （0.0） 10 （0.0） △ 3

林 業 － － － － －

漁 業 － － － － －

鉱 業 － － － － －

建 設 業 3,338 （0.4） 1,179 （0.1） △ 2,158

電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業 11,000 （1.3） 12,300 （1.5） 1,300

情 報 通 信 業 8,766 （1.0） 3,533 （0.4） △ 5,233

運 輸 業 22,073 （2.6） 19,322 （2.5） △ 2,751

卸 売 ・ 小 売 業 108,866 （13.1） 103,145 （13.3） △ 5,721

金 融 ・ 保 険 業 268,433 （32.3） 253,896 （32.9） △ 14,536

不 動 産 業 145,939 （17.5） 139,967 （18.1） △ 5,972

飲 食 店 ・ 宿 泊 業 1,247 （0.1） 1,125 （0.1） △ 122

サ ー ビ ス 業 190,548 （22.9） 182,630 （23.6） △ 7,918

地 方 公 共 団 体 － － － － －

そ の 他 6 （0.0） 4 （0.0） △ 2

合　　　　　　　計 830,917 （100.0） 771,297 （100.0） △ 59,619

脚注 1.	不動産業(個人事業主)向け貸出金は不動産業に含めています。
2.	（　）内は構成比です。

（単位：百万円、％）

貸出金償却の額
項　目 令和6年度 令和7年度

貸 出 金 償 却 額 － －

脚注 貸出金償却額は、すでに個別貸倒引当金を計上していた債権について、償却額と引当金戻入額を相殺した残高を表示しています。

（単位：百万円）

貸出金の状況

52



D
ata

主要な農業関係の貸出金残高
<営農類型別> （単位：百万円）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

農 業 13 10 △ 3

耕 作 － － －

野 菜 ・ 園 芸 13 10 △ 3

果 樹 ・ 樹 園 農 業 － － －

工 芸 作 物 － － －

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 － － －

養 鶏 ・ 養 卵 － － －

養 蚕 － － －

そ の 他 農 業 － － －

農 業 関 連 団 体 等 － － －

合　　　　　　　計 13 10 △ 3

脚注 1.	�農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金
等が該当します。�
なお、Ｐ52の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

2.	「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。
3.	「農業関連団体等」には、JAや全農（経済連）とその子会社等が含まれています。

<資金種類別>
○貸出金 （単位：百万円）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

プ ロ パ ー 資 金 13 10 △ 3

農 業 制 度 資 金 － － －

農 業 近 代 化 資 金 － － －

合　　　　　　　計 13 10 △ 3

脚注 1.	プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
2.	�農業制度資金には、①地方公共団体が直接的又は間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで当会が低利で融資するもの、③日本政策金融
公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

○受託貸付金 （単位：百万円）

種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 1,166 1,199 32

脚注 日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）に係る資金をいいます。
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農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

債権区分 債権額
保全額

担　保 保　証 引　当 合　計

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権

令和６年度 4 － － 4 4

令和７年度 3 － － 3 3

危 険 債 権
令和６年度 192 － － 192 192

令和７年度 1,194 － － 1,194 1,194

要 管 理 債 権
令和６年度 － － － － －

令和７年度 － － － － －

三 月 以 上
延 滞 債 権

令和６年度 － － － － －

令和７年度 － － － － －

貸 出 条 件
緩 和 債 権

令和６年度 － － － － －

令和７年度 － － － － －

小 計
令和６年度 197 － － 197 197

令和７年度 1,198 － － 1,198 1,198

正 常 債 権
令和６年度 831,414

令和７年度 770,869

合 計
令和６年度 831,611

令和７年度 772,067

脚注 1.	�破産更生債権及びこれらに準ずる債権	 �
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

2.	�危険債権	 �
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権
（破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く）
3.	�要管理債権	 �
農協法施行規則上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額

4.	�三月以上延滞債権	 �
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当するものを除く）

5.	�貸出条件緩和債権	 �
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権に該当するものを除く）

6.	�正常債権	 �
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、１．２．４．５．に掲げる債権以外のものに区分される債権

（単位：百万円）

元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況
該当する取引はありません。

農協法に基づく開示債権等の状況
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商品有価証券種類別平均残高
該当する取引はありません。

有価証券残存期間別残高
種　類 １年以下 １年超

３年以下
３年超
５年以下

５年超
７年以下

７年超
10年以下 １０年超 期間の定めの

ないもの 合　計

令和6年度

国 債 － 15,968 － － 98,242 247,366 － 361,577 

地 方 債 298 295 486 － － － － 1,080 

社 債 2,599 6,025 2,525 8,109 12,271 － － 31,530 

外 国 証 券 4,614 34,204 49,234 31,953 214,971 79,471 － 414,450 

株 式 － － － － － － 9,959 9,959 

その他の証券 2,532 9,051 37,060 19,336 69,762 14,333 113,192 265,269 

合　計 10,045 65,545 89,307 59,400 395,247 341,171 123,152 1,083,868 

令和7年度

国 債 － 27,291 － － 157,665 183,651 － 368,608 

地 方 債 199 387 289 － － － － 876 

短 期 社 債 3,999 － － － － － － 3,999 

社 債 797 6,415 8,128 4,569 10,247 － － 30,158 

外 国 証 券 9,361 19,542 43,759 65,069 210,031 141,282 － 489,047 

株 式 － － － － － － 12,024 12,024 

その他の証券 1,726 8,307 29,412 14,719 37,306 4,880 144,615 240,968 

合　計 16,083 61,945 81,590 84,357 415,251 329,814 156,640 1,145,684 

脚注 有価証券残高のうち、保有目的区分「その他有価証券」については、期末の時価を適用しています。

（単位：百万円）

種類別有価証券平均残高
種　類 令和6年度 令和7年度 増　減

国 債 367,384 402,286 34,902

地 方 債 1,106 1,001 △ 105

短 期 社 債 － 4,161 4,161

社 債 32,881 32,081 △ 800

外 国 証 券 419,633 435,190 15,556

株 式 5,218 5,700 482

そ の 他 の 証 券 259,783 231,431 △ 28,352

合　　　　　　　計 1,086,007 1,111,852 25,845

（単位：百万円）

有価証券の状況
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○満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　類
令和6年度 令和7年度

貸借対照表計上額 時　価 差　額 貸借対照表計上額 時　価 差　額
時価が貸借対照表
計上額を超えるもの 外 国 証 券 94,553 94,764 211 144,363 144,548 184

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

短 期 社 債 － － － 3,999 3,997 △ 1

外 国 証 券 64,235 63,937 △ 297 44,096 43,412 △ 683

小 計 64,235 63,937 △ 297 48,096 47,410 △ 685
合　　　　　計 158,788 158,701 △ 86 192,459 191,959 △ 500

○その他の金銭の信託 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 うち貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
うち貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 うち貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
うち貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

その他の金銭の信託 97,181 98,078 △ 897 2,862 3,760 94,623 93,998 624 3,691 3,066

○その他有価証券 （単位：百万円）

種　類
令和6年度 令和7年度

貸借対照表計上額 取得原価 差　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 8,852 4,310 4,541 11,710 4,970 6,739
債　券 130,873 120,411 10,461 276,604 252,064 24,539

国 債 － － － － － －
地 方 債 － － － － － －
社 債 － － － － － －
外 国 証 券 130,873 120,411 10,461 276,604 252,064 24,539

受益証券 147,785 121,385 26,400 170,006 133,091 36,915
小　計 287,511 246,108 41,403 458,321 390,126 68,194

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 1,106 1,299 △ 192 314 355 △ 41
債　券 518,977 558,490 △ 39,513 423,626 473,793 △ 50,166

国 債 361,577 395,807 △ 34,229 368,608 416,120 △ 47,511
地 方 債 1,080 1,100 △ 19 876 900 △ 23
社 債 31,530 32,895 △ 1,365 30,158 32,279 △ 2,121
外 国 証 券 124,788 128,687 △ 3,898 23,982 24,493 △ 510

受益証券 117,483 122,670 △ 5,187 70,961 73,042 △ 2,080
小　計 637,568 682,461 △ 44,893 494,903 547,191 △ 52,288

合　　　　　計 925,079 928,569 △ 3,489 953,224 937,317 15,906
脚注 1.	時価は、期末日における市場価格等によっています。

2.	取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。
3.	売買目的有価証券については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益は当期の損益に含めています。
4.	満期保有目的の債券については、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。
5.	その他有価証券については、時価を貸借対照表価額としています。

有価証券の時価情報
○売買目的有価証券
　　該当する取引はありません。

○満期保有目的の金銭の信託
　　該当する取引はありません。

金銭の信託の時価情報
○運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
貸借対照表計上額 当年度の損益に含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 19,917 － 10,000 －

脚注 1.	時価は、期末日における市場価格等によっています。
2.	取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。
3.	運用目的の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益は当期の損益に含めています。
4.	満期保有目的の金銭の信託については、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。
5.	その他の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額としています。
6.	�満期保有目的の金銭の信託の「うち時価が貸借対照表計上額を超えるもの」「うち時価が貸借対照表計上額を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。
7.	�その他の金銭の信託の「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

時価情報等
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○債券関連取引
　　該当する取引はありません。

デリバティブ取引等
（デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引）

○金利関連取引 （単位：百万円）

区　分
令和6年度 令和7年度

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

金利先物 売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

金利
オプション

売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

店
頭

金利
スワップ

受取固定
支払変動 － － － － － －

受取変動
支払固定 153,400 10,706 10,706 193,400 30,262 30,262

金利
オプション

売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

合　　　計 153,400 10,706 10,706 193,400 30,262 30,262

脚注 上記取引はヘッジ会計が適用されています。ヘッジ会計が適用されていない取引はありません。

○通貨関連取引 （単位：百万円）

区　分
令和6年度 令和7年度

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

通貨先物 売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

通貨 
オプション

売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

店
頭

通貨スワップ 35,724 △ 6,919 △ 6,919 34,499 △ 10,176 △ 10,176

為替予約 売建 259,559 254,505 5,054 293,859 299,916 △ 6,056
買建 － － － － － －

為替 
オプション

売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

合　　　計 295,283 247,585 △ 1,865 328,359 289,739 △ 16,233
脚注 上記取引は一部ヘッジ会計が適用されています。

○株式関連取引 （単位：百万円）

区　分
令和6年度 令和7年度

契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

株価
指数先物

売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

株式指数 
オプション

売建 － － － － － －
買建 － － － － － －

店
頭

株式先渡
取引

売建 11,603 11,151 452 21,371 20,253 1,118
買建 － － － － － －

合　　　計 11,603 11,151 452 21,371 20,253 1,118
脚注 上記取引はヘッジ会計が適用されています。ヘッジ会計が適用されていない取引はありません。
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○金銭の信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区分ごとの年度末運用残高
　　貸出金及び有価証券による運用はありません。

　　該当する取引はありません。

　　該当する取引はありません。

　　該当する取引はありません。

　　該当する取引はありません。

脚注 1.	当会では貸出金による運用を行っていないため、科目別、貸出期間別、担保種類別、使途別、業種別及び中小企業等に対する貸出にかかる開示を省略しています。
2.	当会では有価証券による運用を行っていないため、種類別の開示を省略しています。

○金銭信託等の年度末受託残高（金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託）

○信託財産残高表

○元本補てん契約のある信託の種類別の年度末受託残高

○信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高

信託業務の状況
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貯貸率・貯証率
区　分 令和6年度 令和7年度 増　減

貯 貸 率
期 末 18.6 17.9 △ 0.7

期 中 平 均 18.2 18.2 0.0

貯 証 率
期 末 24.3 26.6 2.3

期 中 平 均 23.6 25.0 1.4

脚注 1.	貯貸率＝貸出金／（貯金＋譲渡性貯金）
2.	貯証率＝有価証券／（貯金＋譲渡性貯金）

（単位：%）

利益率
項　目 令和6年度 令和7年度 増　減

総 資 産 経 常 利 益 率 0.12 0.13 0.01

純 資 産 経 常 利 益 率 2.31 2.41 0.10

総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.09 0.10 0.01

純 資 産 当 期 純 利 益 率 1.83 1.79 △ 0.04

脚注 1.	総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
2.	純資産経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100
3.	総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
4.	純資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

（単位：%）

自己資本の状況
自己資本比率の状況
　当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強化を
経営の重要課題として取り組んでいます。
　内部留保の積み上げによる自己資本の増強に努めた結果、当会の令和8年3月末における自己資本比率は、
13.26％となりました。

　自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」を制定し、適
正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。また、これに基づき、当会における信用リスクやオ
ペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本の維持に努めています。

経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当会の自己資本は会員からの普通出資金のほか、後配出資金により調達しています。

普通出資金
項　目 内　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 ５３４億円（前年度５３４億円）

後配出資金
項　目 内　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 ８７２億円（前年度８７２億円）

経営諸指標/自己資本の充実の状況（単体）

59



項　目 令和6年度 令和7年度
コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 270,283 271,187

うち、出資金及び資本準備金の額 140,690 140,690
うち、再評価積立金の額 0 0
うち、利益剰余金の額 133,579 134,473
うち、外部流出予定額（△） 3,986 3,975
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 15,943 16,166
うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 15,943 16,166
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の
額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額	 （イ） 286,227 287,354
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 20 13

うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 20 13

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る10パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額	 （ロ） 20 13
自己資本
自己資本の額（（イ）―（ロ））	 （ハ） 286,206 287,340
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 1,961,689 1,950,474

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリ
スク・アセットの額を控除した額（△）

－ －

マーケット・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 148,600 182,708
勘定間の振替分 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 25,033 32,692
資本フロア調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額	 （ニ） 2,135,323 2,165,875
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 13.40% 13.26%

【自己資本の構成】 （単位：百万円）

脚注 1.	�農協法第11条の2第1項第1号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出しています。なお、当会は国内基準を採用してい
ます。

2.	�当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク
相当額にあたっては標準的計測手法で算出しており、算出に使用するILMについては、告示第250条第1項第3号に基づき「1」を使用しています。

自己資本の充実の状況（単体）
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○信用リスク・アセットの額および信用リスクに対する所要自己資本の額ならびに区分ごとの内訳 （単位：百万円）

【自己資本の充実度に関する事項】

令和6年度 令和7年度

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 5,216 － － 4,022 － －
我 が 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け 396,559   － － 417,099 － －

外国の中央政府及び中央銀行向け 182,689   － － 182,126 － －
国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － 13,119 － －
我が国の地方公共団体向け 12,965   － － 15,225 － －
外 国 の 中 央 政 府 等 以 外 の
公 共 部 門 向 け 28,026   5,605   224   42,956 8,591 343

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け 300   30   1   300 30 1
我が国の政府関係機関向け 6,604   660   26   5,606 560 22
地 方 三 公 社 向 け 603   120   4 548 109 4
金 融 機 関 、第 一 種 金 融 商 品
取引業者及び保険会社向け 2,675,456   537,576   21,503   2,549,598 515,607 20,624

（うち第一種金融商品取引
業 者 及 び 保 険 会 社 向 け ) 38,361   10,091   403   63,577 16,237 649

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け － － － － － －
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 713,878   312,437   12,497   672,796 285,187 11,407
（うち 特 定 貸 付 債 権 向 け ) － － － － － －

中堅中小企業等向け及び個人向け 475   312   12   522 358 14
（うちトランザクター向け) 100   45   1   100 45 1

不 動 産 関 連 向 け － － － － － －
（うち自己居住用不動産等向け) － － － － － －
（うち 賃 貸 用 不 動 産 向 け ) － － － － － －
（うち事業用不動産関連向け) － － － － － －
（うちその他不動産関連向け) － － － － － －
（ う ち A D C 向 け ) － － － － － －

劣後債権及びその他資本性証券等 13,640   13,640   545   11,017 13,771 550
延 滞 等 向 け（ 自 己 居 住 用
不 動 産 等 向 け を 除 く 。） 83   － － 1,103 － －

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エクスポージャーに係る延滞 － － － － － －

取 立 未 済 手 形 10   2   0   9 1 0
信用保証協会等による保証付 19   1   0   9 0 0
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － － － －

株 式 等 9,757   9,757   390   9,473 12,315 492
上 記 以 外 297,329   712,391   28,495   298,547 714,375 28,575

（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －
（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他
外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 266,532   666,330   26,653   266,529 666,323 26,652

（うち特定項目のうち調整項目に算入
されない部分に係るエクスポージャー） 4,297   10,743   429   4,802 12,006 480

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有している他の金
融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － － － －
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令和6年度 令和7年度

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有していない他の
金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段に係るエクスポージャー）

17,636 26,454 1,058 17,660 26,490 1,059

（うち上記以外のエクスポージャー） 8,863 8,863 354 9,554 9,554 382
証 券 化 178,081 35,610 1,424 196,752 39,349 1,573
（ うちＳＴＣ要 件 適 用 分 ） － － － － － －
（うち短期STC要件適用分） － － － － － －
（うち不良債権証券化適用分） － － － － － －
（うちSTC・不良債権証券化適用対象外分） 178,081 35,610 1,424 196,752 39,349 1,573

再 証 券 化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー 375,054 324,691 12,987 320,699 344,990 13,799

（うち ルックス ル ー 方 式 ） 373,922 321,860 12,874 319,899 342,990 13,719
（ う ち マ ン デ ート 方 式 ） － － － － － －
（うち蓋然性方式250%） 1,132 2,830 113 800 2,000 80
（うち蓋然性方式400%） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置によりリスク・
アセットの額に算入されなかったものの額(△)

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー計 4,896,754 1,952,838 78,113 4,741,535 1,935,249 77,409
ＣＶＡリスク相当額÷８％（簡便法） － 8,851 354 － 15,224 608
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合計（信用リスク・アセットの額） 4,896,754 1,961,689 78,467 4,741,535 1,950,474 78,018

マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク
に 対 す る 所 要 自 己 資 本 の 額

（ 標 準 的 方 式 ）

マーケット・リスク相当額の
合計額を8％で除して得た額 所要自己資本額 マーケット・リスク相当額の

合計額を8％で除して得た額 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
148,600 5,944 182,708 7,308

オ ペ レ ー ショ ナ ル・リ ス ク に
対 す る 所 要 自 己 資 本 額

（ 標 準 的 計 測 手 法 ）

オペレーショナル・リスク相当額の
合計額を8％で除して得た額 所要自己資本額 オペレーショナル・リスク相当額の

合計額を8％で除して得た額 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
25,033 1,001 32,692 1,307

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等(分母）計 所要自己資本額 リスク・アセット等(分母）計 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
2,135,323 85,412 2,165,875 86,635

（単位：百万円）

脚注

令和6年度 令和7年度
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 25,033 32,692
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 1,001 1,307
BI 16,689 21,794
BIC 2,002 2,615

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額の概要 （単位：百万円）

1.「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

４．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引
のことです。

５．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含ま
れます。

６．オペレーショナル・リスク相当額は標準的計測手法により算出しており、算出に使用するILMは告示第250条第１項第３号に基づき「１」を使用しております。

自己資本の充実の状況（単体）
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信用リスクに関する事項
リスク管理の方針及び手続の概要
　当会では、リスクを確実に認識し、評価・計測し、報告するための態勢として、リスク管理に関する規程類を整
備しています。
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ない
し消失し、損失を被るリスクのことです。当会は信用リスクを、収益発生を意図し能動的に取得するリスクのひと
つとして位置づけ、信用リスクマネジメント方針を定めて適切に管理しています。
　信用リスク取引に係る経営戦略に基づく基本方針等は、経営会議、理事会において協議・検討を行い、経営管
理委員会で決定しています。
　また、経営層によって構成されるＡＬＭ委員会及びリスク管理委員会において、当会全体の信用リスク取引に
係る経営戦略に基づく具体的方針等及び信用リスク管理の基本的制度等について協議するとともに、当会が保
有するリスク量やリスク内容及び対応方針について協議しています。
　与信審査については、リスク発生部門から独立した審査所管部を設置し、個別内部格付の決定、個別与信審
査、大口与信先等の信用状況のモニタリング、自己査定における第２次査定の実施を通じて、デフォルト等に伴
う損失を最小限に抑え適正なリターンの確保を図っています。
　当会における貸倒引当金の計上は、「資産の償却・引当要領」に基づき計上しています。
　正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）に相当する債権については、一定の種類毎に分類し､貸倒
実績率等に基づき算定した額を計上しています。
　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てています。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除した残額を引き当てています。

標準的手法に関する事項
　当会では自己資本比率算出に係る信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出しています。
また、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

① �リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使用し、非依頼格
付は使用しないこととしています。

適格格付機関
株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&P グローバル・レーティング（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

脚注 「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

② �リスク・ウェイトの判定に当たり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付又はカントリー・リス
ク・スコアは以下のとおりです。

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリー・リスク・スコア
中央政府及び中央銀行 日 本 貿 易 保 険
外国の中央政府等以外の公共部門
向けエクスポージャー 日 本 貿 易 保 険

国際開発銀行向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
金融機関向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
法人等向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
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令和6年度 令和7年度
信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

延滞
エクスポー
ジャー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

延滞
エクスポー
ジャー

うち
貸出金等 うち債券 うち店頭

デリバティブ
うち

貸出金等 うち債券 うち店頭
デリバティブ

国 内 4,115,617 827,037 483,709 － 83 3,969,001 777,366 513,551 － 1,103

国 外 228,000 － 228,000 － － 255,081 － 255,081 － －

地域別残高計 4,343,618 827,037 711,710 － 83 4,224,083 777,366 768,633 － 1,103

法
人

農 業 19 19 － － － 17 17 － － －

林 業 － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － －

製 造 業 78,491 71,197 4,109 － － 61,509 54,561 4,109 － －

鉱 業 － － － － － 3,999 － 3,999 － －

建設・不動産業 161,090 149,377 10,956 － 78 150,263 141,275 8,332 － 72

電 気・ガ ス・
熱供給・水道業 23,605 11,007 12,116 － － 24,908 12,309 12,117 － －

運輸・通信業 32,389 30,864 500 － － 24,614 22,878 500 － －

金融・保険業 3,017,731 262,198 801 － － 2,871,144 257,710 801 － －

卸 売・小 売・
飲食・サービス業 307,351 302,262 4,511 － － 295,543 288,519 6,517 － 1,027

日本国政府・
地方公共団体 397,635 － 397,635 － － 417,976 － 417,976 － －

上 記 以 外 306,968 － 281,077 － － 355,763 － 314,278 － －

個 人 110 110 － － 4 95 95 － － 3

そ の 他 18,223 － － － － 18,248 － － － －

業種別残高計 4,343,618 827,037 711,710 － 83 4,224,083 777,366 768,633 － 1,103

1 年 以 下 2,694,708 166,013 4,120 － 2,526,259 135,896 11,679 －

1年超3年以下 200,097 152,681 46,258 － 189,004 141,771 46,447 －

3年超5年以下 182,801 132,743 48,997 － 188,546 139,780 47,964 －

5年超7年以下 126,131 89,568 36,422 － 184,002 120,059 63,504 －

7年超10年以下 425,560 141,728 279,389 － 503,276 120,797 372,355 －

10　  年  　超 439,472 133,358 296,521 － 360,182 109,891 226,681 －

期限の定めのないもの 274,845 10,943 － － 272,811 9,169 － －

残存期間別残高計 4,343,618 827,037 711,710 － 4,224,083 777,366 768,633 －

【信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び延滞エクスポージャーの期末残高】
（単位：百万円）

脚注 1.	�信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、
証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

2.	�「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。なお、コミットメント
とは、契約した期間・融資枠の範囲内で、ご利用者のご請求に基づき、金融機関が融資を実行することを約束する契約における融資可能残額のことをいいます。

3.	「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
4.	「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

【貸倒引当金の期末残高及び期中増減額】
○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 2,595 2,494 － 2,595 2,494 2,494 2,312 － 2,494 2,312 

個 別 貸 倒 引 当 金 213 197 － 213 197 197 1,198 － 197 1,198 

脚注 期中減少額（その他）は全額洗替額です。

自己資本の充実の状況（単体）
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○業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
個別貸倒引当金

貸出金
償　却

個別貸倒引当金
貸出金
償　却期首

残高
期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期中増
加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

法
人

農 業 － － － － － － － － － － － －
林 業 － － － － － － － － － － － －
水 産 業 － － － － － － － － － － － －
製 造 業 － － － － － － － － － － － －
鉱 業 － － － － － － － － － － － －
建設・不動産業 84 78 － 84 78 － 78 72 － 78 72 －
電 気・ガ ス・
熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －
金融・保険業 49 39 － 49 39 － 39 28 － 39 28 －
卸 売・小 売・
飲食・サービス業 79 74 － 79 74 － 74 1,093 － 74 1,093 －

日本国政府・
地方公共団体 － － － － － － － － － － － －

上 記 以 外 － － － － － － － － － － － －
個 人 － 4 － － 4 － 4 3 － 4 3 －
合　　　計 213 197 － 213 197 － 197 1,198 － 197 1,198 －

脚注 1.	一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
2.	当会では国外への貸出を行っていないため、地域別（国内・国外）の開示を省略しています。

（単位：百万円）【信用リスク・アセット残高内訳表】

項　目
リスク・
ウェイト
(%)

令和６年度 令和7年度
CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

A B C D E F
（=E/（C+D）） A’ B’ C’ D’ E’ F’

（=E’/（C’+D’））
現 金 0 5,216 － 5,216 － － 0 4,022 － 4,022 － － 0

我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 396,559 － 396,559 － － 0 417,099 － 417,099 － － 0

外国の中央政府及び中央銀行向け 0～150 182,689 － 182,689 － － 0 182,126 － 182,126 － － 0

国際決済銀行等向け 0 － － － － － － 13,119 － 13,119 － － 0

我が国の地方公共団体向け 0 12,965 － 12,965 － － 0 15,225 － 15,225 － － 0

外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～150 28,026 － 28,026 － 5,605 20 42,956 － 42,956 － 8,591 20

国 際 開 発 銀 行 向 け 0～150 － － － － － － － － － － － －

地方公共団体金融機構向け 10～20 300 － 300 － 30 10 300 － 300 － 30 10

我が国の政府関係機関向け 10～20 6,604 － 6,604 － 660 10 5,606 － 5,606 － 560 10

地 方 三 公 社 向 け 20 603 － 603 － 120 20 548 － 548 － 109 20

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け 20～150 2,664,636 92,269 2,653,536 10,819 537,576 20 2,540,548 90,500 2,538,848 9,050 515,607 20

（うち第一種金融商品取引業者
及 び 保 険 会 社 向 け ） 20～150 38,361 － 38,361 － 10,091 26 63,577 － 63,577 － 16,237 26

カバード・ボンド向け 10～100 － － － － － － － － － － － －

法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 20～150 687,889 28,699 687,729 25,914 312,437 44 655,816 19,464 655,637 16,914 285,187 42

（うち特定貸付債権向け） 20～150 － － － － － － － － － － － －

中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100 202 1,261 178 233 312 76 272 1,249 244 222 358 77

（うちトランザクター向け） 45 － 1,000 － 100 45 45 － 1,000 － 100 45 45
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項　目
リスク・
ウェイト
(%)

令和６年度 令和7年度
CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

A B C D E F
（=E/（C+D）） A’ B’ C’ D’ E’ F’

（=E’/（C’+D’））
不 動 産 関 連 向 け 20～150 － － － － － － － － － － － －

（うち自己居住用不動産等向け） 20～75 － － － － － － － － － － － －

（うち賃貸用不動産向け） 30～150 － － － － － － － － － － － －

（うち事業用不動産関連向け） 70～150 － － － － － － － － － － － －

（うちその他不動産関連向け） 60 － － － － － － － － － － － －

（うち A D C 向 け ）100～150 － － － － － － － － － － － －

劣後債権及びその他資本性証券等 150 13,640 － 13,640 － 13,640 100 11,017 － 11,017 － 13,771 125

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）50～150 － 3 － － － － － 3 － － － －

自己居住用不動産等向け
エクスポージャーに係る延滞 100 － － － － － － － － － － － －

取 立 未 済 手 形 20 10 － 10 － 2 20 9 － 9 － 1 20

信用保証協会等による保証付 0～10 19 － 19 － 1 10 9 － 9 － 0 10

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付 10 － － － － － － － － － － － －

株 式 等 250～400 9,757 － 9,757 － 9,757 100 9,473 － 9,473 － 12,315 130

上 記 以 外 100～1250 297,329 － 297,329 － 712,391 240 298,547 － 298,547 － 714,375 239

（うち重要な出資のエクスポージャー） 1250 － － － － － － － － － － － －

（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他
外部TLAC関連調達手段に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー）

250～400 － － － － － － － － － － － －

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 250 266,532 － 266,532 － 666,330 250 266,529 － 266,529 － 666,323 250

（うち特定項目のうち調整項目に算入
されない部分に係るエクスポージャー） 250 4,297 － 4,297 － 10,743 250 4,802 － 4,802 － 12,006 250

（うち総株主等の議決権の百分の十
を超える議決権を保有している他の
金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段に係るエクスポージャー）

250 － － － － － － － － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有していない他の
金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段に係るエクスポージャー）

150 17,636 － 17,636 － 26,454 150 17,660 － 17,660 － 26,490 150

（うち右記以外のエクスポージャー） 100 8,863 － 8,863 － 8,863 100 9,554 － 9,554 － 9,554 100

証 券 化 — 178,081 － 178,081 － 35,610 20 196,752 － 196,752 － 39,349 20

（うちSTC要件適用分） — － － － － － － － － － － － －

（うち短期STC要件適用分） — － － － － － － － － － － － －

（うち不良債権証券化適用分） — － － － － － － － － － － － －

（うちSTC・不良債権証券化適用対象外分） — 178,081 － 178,081 － 35,610 20 196,752 － 196,752 － 39,349 20

再 証 券 化 — － － － － － － － － － － － －

リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー — 365,883 22,929 365,883 9,171 324,691 87 312,555 20,360 312,555 8,144 344,990 108

未 決 済 取 引 — － －

他の金融機関等の対象資本調達
手段に係るエクスポージャーに係
る経過措置によりリスク・アセットの
額に算入されなかったものの額（△）

— － －

合計（信用リスク・アセットの額） — 1,952,838 1,935,249

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況（単体）
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令和６年度 （単位：百万円）

【ポートフォリオの区分ごとのCCF適用後及び信用リスク削減手法の効果を勘案した後のエクスポージャーの額】

信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後)
0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

我が国の中央政府及び中央銀行向け 396,559 − − − − − 396,559
外国の中央政府及び中央銀行向け 182,689 − − − − − 182,689
国 際 決 済 銀 行 等 向 け − − − − − − −

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計
金融機関、第一種金融商品取引
業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 2,613,331 49,254 － － － － － 1,769 2,664,356

（うち、第一種金融商品取引業者
及 び 保 険 会 社 向 け ） 14,166 24,195 － － － － － － 38,361

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け － － － － － － － － －

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計
不動産関連向けうち自己居住用不動産等向け － － － － － － － － － － － － －

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計
不動産関連向けうち賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － －

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 219,283 388,496 34,563 － － 45,027 － 2,214 24,057 713,643

（ う ち 特 定 貸 付 債 権 向 け ） － － － － － － － － － －

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 12,965 － － － － － － 12,965
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － 28,026 － － － － 28,026
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け － 300 － － － － － 300
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け － 6,604 － － － － － 6,604
地 方 三 公 社 向 け － － 603 － － － － 603

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － － － －

100% 150% 250% 400% その他 合計
劣後債権及びその他資本性証券等 － 13,640 － － － 13,640
株 式 等 － － 9,757 － － 9,757

45% 75% 100% その他 合計
中堅中小企業等向け及び個人向け 100 16 22 273 412

（ う ち ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ） 100 － － － 100

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計
不動産関連向けうち事業用不動産関連向け － － － － － － －

100% 150% その他 合計
不 動 産 関 連 向けうちＡＤＣ向け － － － －

50% 100% 150% その他 合計
延 滞 等 向 け

（自己居住用不動産等向けを除く。） － － － － －

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エ ク ス ポ ー ジャー に 係 る 延 滞 － － － － －

0% 10% 20% 100% その他 合計
現 金 5,216 － － － － 5,216
取 立 未 済 手 形 － － 10 － － 10
信 用 保 証 協 会 等 による 保 証 付 － 19 － － － 19
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － － － －

60% その他 合計
不動産関連向けうちその他不動産関連向け － － －
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令和7年度 （単位：百万円）

信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後)
0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

我が国の中央政府及び中央銀行向け 417,099 − − − − − 417,099
外国の中央政府及び中央銀行向け 182,126 − − − − − 182,126
国 際 決 済 銀 行 等 向 け 13,119 − − − − − 13,119

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計
金融機関、第一種金融商品取引
業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 2,487,624 60,273 − − − − − − 2,547,898

（うち、第一種金融商品取引業者
及 び 保 険 会 社 向 け ） 28,363 35,214 − − − − − − 63,577

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け － － － － － － － － －

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計
不動産関連向けうち自己居住用不動産等向け － － － － － － － － － － － － －

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計
不動産関連向けうち賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － －

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 223,889 371,173 29,826 − − 32,448 − − 15,214 672,551

（ う ち 特 定 貸 付 債 権 向 け ） − − − − − − − − − −

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 15,225 − − − − − − 15,225
外国の中央政府等以外の公共部門向け − − 42,956 − − − − 42,956
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け − 300 − − − − − 300
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け − 5,606 − − − − − 5,606
地 方 三 公 社 向 け − − 548 − − − − 548

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － － － －

100% 150% 250% 400% その他 合計
劣後債権及びその他資本性証券等 − 11,017 − − − 11,017
株 式 等 − − 9,473 − − 9,473

45% 75% 100% その他 合計
中堅中小企業等向け及び個人向け 100 16 24 326 466

（ う ち ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ） 100 − − − 100

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計
不動産関連向けうち事業用不動産関連向け － － － － － － －

100% 150% その他 合計
不 動 産 関 連 向けうちＡＤＣ向け － － － －

50% 100% 150% その他 合計
延 滞 等 向 け

（自己居住用不動産等向けを除く。） － － － － －

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エ ク ス ポ ー ジャー に 係 る 延 滞 － － － － －

0% 10% 20% 100% その他 合計
現 金 4,022 − − − − 4,022
取 立 未 済 手 形 − − 9 − − 9
信 用 保 証 協 会 等 による 保 証 付 − 9 − − − 9
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 − − − − − −

60% その他 合計
不動産関連向けうちその他不動産関連向け － － －

自己資本の充実の状況（単体）
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【資産（オフ・バランス取引等含む）残高等リスク・ウェイト区分内訳表】

リスク・ウェイトの
区分

令和6年度 令和7年度

CCF・信用リスク削減
効果適用前

エクスポージャー CCFの
加重平均値
(%)

資産の額及び
与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク
削減効果適用後）

CCF・信用リスク削減
効果適用前

エクスポージャー CCFの
加重平均値
(%)

資産の額及び
与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク
削減効果適用後）オン・バランス

資産項目
オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

40％未満 3,516,405 117,827 30% 3,540,694 3,445,012 107,214 23% 3,468,026

40％～70％ 387,396 3,753 32% 388,596 370,073 3,753 32% 371,273

75% 34,563 143 11% 34,580 29,826 143 11% 29,842

80% － － － － － － － －

85% 175 117 100% 273 243 105 100% 326

90％～100％ 44,969 392 40% 45,050 32,505 0 10% 32,472

105％～130％ － － － － － － － －

150% 15,855 － － 15,855 11,017 － － 11,017

250% 9,757 － － 9,757 9,473 － － 9,473

400% － － － － － － － －

1250% － － － － － － － －

その他 0 0 100% 0 － 0 100% 0

合　　　計 4,009,123 122,234 30% 4,034,807 3,898,152 111,217 24% 3,922,431

（単位：百万円）

信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポー
ジャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイ
トに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。
　当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を適用しています。
　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部又は一部が、取引相手又は取引相手の
ために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。
　当会では、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我が国の地方公
共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、金
融機関、カバードボンド発行体、第一種金融商品取引業者、保険会社、又はこれら以外の主体で長期格付を付与
しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保
証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク･ウェイトを適用しています。
　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がA-又はA3以上
で、算定基準日に長期格付がBBB-又はBaa3以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポー
ジャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人の
リスク・ウェイトを適用しています。
　貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する
事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、②
同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自会貯金をいずれの時点においても特定することができ
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【信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額】
令和6年度 令和7年度

適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け − − − − − −
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け − − − − − −
地 方 三 公 社 向 け − − − − − −
金 融 機 関 、第 一 種 金 融 商 品
取 引 業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 1,100 − − − − −

法 人 等 向 け
（ 特 定 貸 付 債 権 向 け を 含 む 。） 23,936 172 − 15,188 172 −

中堅中小企業等向け及び個人向け − 0 − − − −
自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け − − − − − −
賃 貸 用 不 動 産 向 け − − − − − −
事 業 用 不 動 産 関 連 向 け − − − − − −
延 滞 等 向 け
（自己居住用不動産等向けを除く。） − − − − − −

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エ ク ス ポ ー ジャー に 係 る 延 滞 − − − − − −

証 券 化 − − − − − −
中 央 清 算 機 関 関 連 − − − − − −
上 記 以 外 − − − − − −

合　　　　計 25,036 172 − 15,188 172 −
脚注 １．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

２．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

３．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引
のことです。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府および中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決
済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

5．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテクションの買い手)と信用リスクを取得したい者(プロテク
ションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由(延滞・破産など)が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領す
る取引をいいます。

（単位：百万円）

ること、③自会貯金が継続されないリスクが、監視及び管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額
が、監視及び管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自会貯金の相殺
後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。
　担保に関する評価及び管理方法は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行っていま
す。なお、主要な担保の種類は自会貯金です。

自己資本の充実の状況（単体）
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派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決定される金融商品
（先物、オプション、スワップ等）に係る取引です。
　「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡し又は決済を行う取引であって、約定日から受渡日（決済日）ま
での期間が5営業日又は市場慣行による期間を超えることが約定され、反対取引に先立って取引相手に対して
有価証券等の引渡し又は資金の支払いを行う取引です。
　当会では、派生商品取引は、原則としてヘッジを目的として行っています。

【派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳】
令和6年度 令和7年度

与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

令和6年度 （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

現金・
自会貯金 債券 その他

（１）外国為替関連取引 6,191 11,666 − − − 11,666 
（２）金 利 関 連 取 引 10,706 13,007 − − − 13,007 
（３）金 関 連 取 引 − − − − − −
（４）株 式 関 連 取 引 508 1,204 − − − 1,204 
（５）貴金属（金を除く）関連取引 − − − − − −
（６）その他コモディティ関連取引 − − − − − −
（７）クレジット・デリバティブ − − − − − −
派 生 商 品 合 計 17,407 25,878 − − − 25,878 
長 期 決 済 期 間 取 引 − − − − − −
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果(△) － －

合　　　計 17,407 25,878 − − − 25,878 

令和7年度 （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

現金・
自会貯金 債券 その他

（１）外国為替関連取引 259 5,582 − − − 5,582 
（２）金 利 関 連 取 引 30,262 33,163 − − − 33,163 
（３）金 関 連 取 引 − − − − − −
（４）株 式 関 連 取 引 1,118 2,400 − − − 2,400 
（５）貴金属（金を除く）関連取引 − − − − − −
（６）その他コモディティ関連取引 − − − − − −
（７）クレジット・デリバティブ − − − − − −
派 生 商 品 合 計 31,640 41,146 − − − 41,146 
長 期 決 済 期 間 取 引 − − − − − −
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果(△) － －

合　　　計 31,640 41,146 − − − 41,146 

脚注 1.	�「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額を算出する方法の一つです。再構築コストと想定元本に一定の掛目を乗じ
て得た額の合計で与信相当額を算出します。なお、「再構築コスト」とは、同一の取引を市場で再度構築するのに必要となるコスト(ただし0を下回らない)をいいます。

2.	�「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテクションの買い手)と信用リスクを取得したい者(プロテク
ションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由(延滞・破産など)が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する
取引をいいます。

3.	�「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいいます。オン・バランスの元本と区別して「想定元本」と呼ばれてい
ます。

【与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ】
　該当する取引はありません。

【信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ】
　該当する取引はありません。
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証券化エクスポージャーに関する事項
リスク管理の方針及びリスク特性の概要
　「証券化エクスポージャー」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャー
に階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引に係るエクスポージャーのことです。「再
証券化エクスポージャー」とは、原資産の一部又は全部が証券化エクスポージャーである取引に係るエクスポー
ジャーのことです。
　当会では、投資家として証券化エクスポージャーを取得し、当該エクスポージャーの外部格付と金利によりリ
スク量を測定し、適切に管理しています。
体制の整備及びその運用状況の概要
　当会は、投資家として運用資産の分散を目的に証券化商品に投資しており、その他の目的のための証券化取
引の実績はありません。
　証券化商品には金利リスクとともに、裏付けとなっている資産等の信用リスクが内包されていますが、当会で
は裏付け資産の信用度、証券化スキームの内容を十分に検討した上で投資を行っています。また、保有する証
券化商品に対しては裏付け資産の状況や外部格付の継続的なモニタリングを行い、厳格なリスク管理に努めて
います。
信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
　信用リスク削減手法として証券化取引を用いていないため、方針は定めていません。
信用リスク・アセットの額算出方法の名称
　証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額の算出については、外部格付準拠方式、標準的手法
準拠方式を採用しており、いずれにも該当しない場合は1250%のリスク・ウェイトを適用しています。
当会が証券化目的導管体を用いて行った第三者の資産に係る証券化取引
　該当する取引はありません。
当会が行った証券化取引に係る証券化エクスポージャーを保有している子会社等及び関連法人等
　該当ありません。
証券化取引に関する会計方針
　証券化取引については、「金融商品に係る会計基準」及び「金融商品会計に関する実務指針」に基づき会計処
理を行っています。

内部評価方式の概要
　当会は内部格付手法を採用していないため該当しません。

【当会がオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
　該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイト判定に当たり使用する格付は、以下の適格格付機関による所定の
要件を満たした依頼格付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適格格付機関
株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&P グローバル・レーティング（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

【当会が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
○保有する証券化エクスポージャーの額 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー 証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

オン・バランス

クレジットカード与信 − − − −
住 宅 ロ ー ン 21,520 − 22,026 −
自 動 車 ロ ー ン 11,118 − 7,035 −
そ の 他 145,442 − 167,690 −

合　　　計 178,081 − 196,752 −

自己資本の充実の状況（単体）
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（単位：百万円）
令和6年度 令和7年度

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー 証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

オフ・バランス

クレジットカード与信 － － － －
住 宅 ロ ー ン － － － －
自 動 車 ロ ー ン － － － －
そ の 他 － － － －

合　　　計 － － － －
脚注 証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。

○リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額
令和6年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー
リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

０％～１５％未満 − − ０％～１００％未満 － －
１５％～５０％未満 178,081 1,424 １００％～２５０％未満 － －
５０％～１００％未満 − − ２５０％～４００％未満 － －
１００％～２５０％未満 − − ４００％～１，２５０％未満 － －
２５０％～４００％未満 − − １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 − −
１，２５０％ − −

合　　　計 178,081 1,424 合　　　計 － －

オフ・バランス

０％～１５％未満 − − ０％～１００％未満 － －
１５％～５０％未満 − − １００％～２５０％未満 － －
５０％～１００％未満 − − ２５０％～４００％未満 － －
１００％～２５０％未満 − − ４００％～１，２５０％未満 － －
２５０％～４００％未満 − − １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 − −
１，２５０％ − −

合　　　計 − − 合　　　計 － －

脚注 証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。

令和7年度 （単位：百万円）
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

０％～１５％未満 − − ０％～１００％未満 － －
１５％～５０％未満 196,752 1,573 １００％～２５０％未満 － －
５０％～１００％未満 − − ２５０％～４００％未満 － －
１００％～２５０％未満 − − ４００％～１，２５０％未満 － －
２５０％～４００％未満 − − １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 − −
１，２５０％ − −

合　　　計 196,752 1,573 合　　　計 － －

オフ・バランス

０％～１５％未満 − − ０％～１００％未満 － －
１５％～５０％未満 − − １００％～２５０％未満 － －
５０％～１００％未満 − − ２５０％～４００％未満 － －
１００％～２５０％未満 − − ４００％～１，２５０％未満 － －
２５０％～４００％未満 − − １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 − −
１，２５０％ − −

合　　　計 − − 合　　　計 － －

◯�自己資本比率告示第224条並びに第224条の4第1項第1号及び第2号の規定によりリスク・ウェイト1250％
を適用した証券化エクスポージャーの額
　　該当する取引はありません。
◯保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
信用リスク削減手法の有無 無
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CVAリスクに関する事項

マーケット・リスクに関する事項

CVAリスク相当額の算出に使用する手法の名称及び算定される対象取引の概要

リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの有効性に係る監視の方法

　CVAリスク相当額は「簡便法」により算出しており、主に金利・為替リスク等をヘッジするためのデリバティブ
取引が対象となります。CVAリスクは、派生商品取引における取引相手の信用力悪化に伴う時価変動により損
失が発生するリスクであり、取引にあたっては、取引相手の信用力を評価したうえで行っております。

　「マーケット・リスク」とは、金利、為替、株価等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債およ
びオフ・バランス取引の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し、損失を被
るリスクをいいます。
　マーケット・リスク相当額については、バンキング勘定における外国為替リスクを対象としており、標準的方式
により算出しています。
　管理体制については、フロントオフィス（市場部門）から独立したバックオフィス（事務処理部門）及びミドルオ
フィス（リスク管理部門）を設置し、相互に牽制が働く組織体制としています。
　リスクの削減については、デリバティブ取引によりヘッジ対象に係る金利変動リスク、為替変動リスク、株価変
動リスクを一定の範囲内でヘッジしています。ヘッジの有効性については、定期的に検証の上、会議体に報告し
ています。
報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容
　市場リスクのリスク量については、システムにより算出したＶａＲで管理しており、モニタリング結果を定期的
に会議体に報告しています。

オペレーショナル・リスクに関する事項
リスク管理の方針及び手続の概要
　当会では、金融業務を行う上で発生するリスクのうち、収益発生を意図し能動的に取得するリスク（信用リス
ク、市場リスク、流動性リスク）以外の受動的に発生する各種リスクをオペレーショナル・リスクとし、オペレー
ショナル・リスクマネジメント方針を定めて管理しています。
　具体的にはオペレーショナル・リスクを以下の２分類に大別し管理しています。
　○リスクの発生そのものが統制活動の対象となるもの
　　�　業務戦略、組織体制やコンピュータシステム等の統制機能、経営方針や手続の遵守及び管理ミスや詐欺
に関して発生するリスク｡

　　　事務リスク、法務リスク、システムリスク、人的リスク、有形資産リスク、情報漏洩等リスク等｡
　○リスク発生後の対応が統制活動の対象となるもの
　　�　マクロ経済や政策問題、法律や規制要因、金融業界のインフラシステム等の業務運営環境から発生する
リスク及び外生的な事象から発生するリスク。

　　�　業務継続リスク、系統組織の経営リスク、風評リスク、規制・制度変更リスク等｡
　上記リスクに対して、主体的なコントロールの可否並びにリスクの計量化の程度のリスク特性を踏まえ、また
当会にとっての経営上の重要度を勘案し、当会として管理を行うリスク範囲を次のとおり設定しています｡
　①　業務継続リスク
　②　事務リスク
　③　システムリスク
　④　法務リスク
　⑤　人的リスク
　⑥　有形資産リスク
　⑦　情報漏洩等リスク
　⑧　系統組織の経営リスク
　⑨　風評リスク
　⑩　規制・制度変更リスク

自己資本の充実の状況（単体）
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出資等または株式等エクスポージャーに関する事項

　｢出資等または株式等エクスポージャー｣とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株式または
出資として計上されているものであり、当会においては、これらを①子会社及び関連会社株式、②その他有価証
券、③系統及び系統外出資に区分して管理しています。
　①子会社及び関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当会の事業のより効率的運営を
目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、四半期毎の
収支状況把握を行う等適切な業況把握に努めています。
　②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握及びコン
トロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポートフォリオの状況や
ＡＬＭなどを考慮し、理事会・経営管理委員会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するリスク管理委員会
並びにＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び協議を行っています。運用部門は、経営管理委
員会等で決定した方針に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引につい
てはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報
告しています。
　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じ
て財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

【出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益】 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額
1,406 99 － 2,306 143 −

【貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）】 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
評価益 評価損 評価益 評価損

4,541 192 6,739 41 

【貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）】　		
	 該当ありません。

【出資等または株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価】 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上 場 9,959 9,959 12,024 12,024 
非 上 場 240,020 240,020 240,020 240,020 

合　　　　計 249,979 249,979 252,045 252,045 

ＢＩの算出方法
　BI（事業規模指標）の額は、ILDC（金利要素）、SC（役務要素）及びFC（金融商品要素）を合計して算出していま
す。なお、ILDC、SC及びFCの額は告示第249条に定められた方法に基づき算出しております。

ＩＬＭの算出方法

オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ＢＩの算出から除外した事業部門の有無

出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から除外した特殊損失の有無

　ILM（内部損失乗数）は、告示第250条第１項第３号に基づき「１」を使用しております。

　該当ありません。

　該当ありません。
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リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
（単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
ル ッ ク ス ル ー 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 373,922 319,899 
マ ン デ ー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー − −
蓋 然 性 方 式（ 2 5 0 ％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジャー 1,132 800 
蓋 然 性 方 式（ 4 0 0 ％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジャー − −
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー − −

金利リスクに関する事項
リスク管理の方針及び手続の概要
　「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、貸出金、有
価証券、貯金等）が、金利の変動により発生するリスクのことです。
　当会における、リスク管理方針及び手続については以下のとおりです。
　　・リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明
　　　�　当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リスクと

一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク(IRRBB)については、個別の管理指
標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。

　　・リスク管理及びリスクの削減の方針に関する説明
　　　�　当会は、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するIRRBBの比率の管理などを行うとともに、ＡＬＭ委

員会において収支シミュレーションの分析を実施するなど、リスク削減に努めています。
　　・金利リスク計測の頻度
　　　　毎月末を基準日として、月次でIRRBBを計測しています。
　　・ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明
　　　�　当会は、金利スワップ等のヘッジ手段を活用し金利リスクの削減に努めています。また、金利リスクに

対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会）に規定する繰延ヘッジに依っています。

自己資本の充実の状況（単体）
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金利リスクの算定手法の概要
　当会では、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ＥＶＥ）については、金利感応ポジションに係る基準日時点の
イールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカーブに基づき
計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、下方パラレルシ
フト、スティープ化、フラット化、短期金利上昇、短期金利低下の6シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異なる
ショック幅）を適用しております。
　　・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　　�　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は0.343年です。
　　・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　　�　流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
　　・流動性貯金への満期の割り当て方法(コア貯金モデル等)及びその前提
　　　　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
　　・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　　　�　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。
　　・複数の通貨の集計方法及びその前提
　　　�　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。
　　・スプレッドに関する前提（計算に当たって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）
　　　�　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該スプレッド

は金利変動ショックの設定上は不変としています。
　　・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　　�　内部モデルは使用しておりません。
　　・前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　　�　算定方法については変動ありません。
　　・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　　�　該当ありません。

⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項
　　・金利ショックに関する説明
　　　�　リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。
　　・�金利リスク計測の前提及びその意味(特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の対象となる

⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩと大きく異なる点)
　　　�　特段ありません。

【ＶａＲ計測による最大損失見込額】 （単位：百万円）
令和6年度末 令和7年度末

ＶａＲ計測による最大損失見込額 39,221 42,518
脚注 ＶａＲについては分散共分散法による計測（信頼区間99％、保有期間60日、観測期間5年）を行っています。

金利リスクに関する事項
【IRRBB1：金利リスク】 （単位：百万円）

項番 ⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ
令和6年度末 令和7年度末 令和6年度末 令和7年度末

1 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト 87,516 79,960 11,760 11,239
2 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト 0 0 3,542 4,327
3 ス テ ィ ー プ 化 61,021 56,356
4 フ ラ ッ ト 化 6,239 0
5 短 期 金 利 上 昇 19,986 17,695
6 短 期 金 利 低 下 2,694 0
7 最 大 値 87,516 79,960 11,760 11,239

8 自 己 資 本 の 額 令和6年度末 令和7年度末
286,206 287,340

脚注 1.	「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
2.	「⊿ＮＩＩ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から１２か月を経過する日までの金利収益の減少額として計測されるものをいいます。
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名　　　　　　　　　　　　　　　称 株式会社大阪府農協電算センター
所 在 地 大阪市中央区農人橋2丁目1番33号

設 立 年 月 日 昭和50年9月6日

資 本 金 285百万円

当 会 の 議 決 権 比 率
（当会及び他の子会社等の議決権比率）

92.4％
（92.4%）

事 業 内 容

〇電子計算機による事務処理業務
〇�コンピュータシステムの設計、制作、保守業務及びコンピュータによる
プログラムの設計、制作、販売、保守業務
〇JA等諸団体より受託又は請け負う事務処理
〇JA等諸団体の役職員の能力開発のための教育及び研修業務
〇各種機器等のリース業
〇前各業務に附帯又は関連する一切の業務

グループの経営環境と業績

グループの概況

株式会社大阪府農協電算センター（子会社）
　当社は府内ＪＡ、中央会・連合会に対する情報処理システムの受託、リース業務、建物の受託管理等とその付随業務を営む子
会社です。
　令和７年度は、重点施策であるＪＡＳＴＥＭシステム基盤更改や府システム端末のＯｆｆｉｃｅソフトをはじめ、各種提供システムの更
改並びに新規システムの提供開始に向けた対応等に取り組み、概ね計画どおりの実績となりました。
　令和７年度の決算状況については、売上高２，１８１百万円、経常利益４６百万円、当期純利益３３百万円を計上いたしました。

連結事業概況（令和7年度）
　令和７年度の当会の連結決算は、子会社株式会社大阪府農協電算センターを連結しています。
　連結決算の内容は、連結経常収益８３７億円、連結当期剰余金４９億円、連結純資産２，９５０億円、連結総資産
４兆７，０７５億円で、連結自己資本比率は１３．３４％となりました。

連結事業年度の最近5年間の主要な経営指標
項　目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

経 常 収 益 47,619 58,867 66,960 72,015 83,767
経 常 利 益 11,805 8,922 7,429 6,324 6,608
当期剰余金（当期利益金） 10,532 7,368 6,104 4,990 4,910
純 資 産 額 319,568 285,908 302,138 275,887 295,017
総 資 産 額 5,056,767 4,984,116 5,067,705 4,834,071 4,707,519
連 結 自 己 資 本 比 率 14.38% 14.56% 14.70% 13.47% 13.34%

脚注 「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出しております。

（単位：百万円）

グループの概況
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連結貸借対照表
科　目 令和6年度 令和7年度 科　目 令和6年度 令和7年度

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現 金 5,216 4,022 貯 金 4,145,386 4,057,915

預 け 金 2,512,641 2,367,718 譲 渡 性 貯 金 312,800 244,300

コールローン及び買入手形 5,000 19,000 債券貸借取引受入担保金 23,936 15,188

買 入 金 銭 債 権 4,034 3,244 借 用 金 11,100 1,700

金 銭 の 信 託 117,099 104,623 代 理 業 務 勘 定 － 0

有 価 証 券 1,083,868 1,145,684 そ の 他 負 債 48,414 70,787

貸 出 金 830,917 771,297 諸 引 当 金 14,011 14,417

そ の 他 資 産 27,382 46,462 退職給付に係る負債 2,412 2,313

有 形 固 定 資 産 8,274 8,273 繰 延 税 金 負 債 － 5,766

建 物 3,099 3,088 債 務 保 証 123 111

土 地 4,385 4,385 負 債 の 部 合 計 4,558,184 4,412,501

リ ー ス 資 産 102 94 （ 純 資 産 の 部 ）
その他の有形固定資産 686 704 出 資 金 140,690 140,690

無 形 固 定 資 産 899 756 資 本 剰 余 金 0 0

ソフトウェア 746 703 利 益 剰 余 金 136,006 136,931

リ ー ス 資 産 0 － 子会社の所有する親連合会出資金 △ 18 △ 18

その他の無形固定資産 152 53 会 員 資 本 合 計 276,677 277,602

外 部 出 資 239,757 239,757 その他有価証券評価差額金 △ 3,133 11,804

繰 延 税 金 資 産 1,550 78 繰延ヘッジ損益 2,119 5,385

債 務 保 証 見 返 123 111 評価・換算差額等合計 △ 1,013 17,190

貸 倒 引 当 金 △ 2,691 △ 3,511 非支配株主持分 222 225

純資産の部合計 275,887 295,017

資 産 の 部 合 計 4,834,071 4,707,519 負債及び純資産の部合計 4,834,071 4,707,519

（単位：百万円）

連結情報
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連結損益計算書
科　目 令和6年度 令和7年度

経 常 収 益 72,015 83,767

資 金 運 用 収 益 45,362 57,278

貸 出 金 利 息 4,633 6,570

預 け 金 利 息 1,154 5,804

有 価 証 券 利 息 配 当 金 24,483 28,927

コ ー ル ロ ー ン 等 利 息 22 76

そ の 他 受 入 利 息 15,068 15,899

（う ち 受 取 奨 励 金 ） （15,041） （15,877）

役 務 取 引 等 収 益 1,622 1,644

そ の 他 事 業 収 益 7,833 3,365

そ の 他 経 常 収 益 17,197 21,478

（う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ） （117） （　－　）

経 常 費 用 65,691 77,158

資 金 調 達 費 用 27,404 35,782

貯 金 利 息 1,414 9,143

譲 渡 性 貯 金 利 息 868 1,913

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 156 21

そ の 他 支 払 利 息 24,964 24,703

（う ち 支 払 奨 励 金 ） （23,063） （22,122）

役 務 取 引 等 費 用 1,737 1,824

そ の 他 事 業 費 用 30,261 31,033

経 費 5,114 5,739

そ の 他 経 常 費 用 1,173 2,778

（う ち 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ） （　－　） （819）

経 常 利 益 6,324 6,608

特 別 利 益 － 0

固 定 資 産 処 分 益 － 0

特 別 損 失 5 0

固 定 資 産 処 分 損 5 0

税 金 等 調 整 前 当 期 利 益 6,319 6,608

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,318 1,745

法 人 税 等 調 整 額 7 △ 49

法 人 税 等 合 計 1,325 1,695

当 期 利 益 4,993 4,913

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 利 益 3 2

当 期 剰 余 金 4,990 4,910

（単位：百万円）

連結情報
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連結剰余金計算書

連結キャッシュ・フロー計算書

科　目 令和6年度 令和7年度
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

1 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 0 0
2 資 本 剰 余 金 増 加 高 － －
3 資 本 剰 余 金 減 少 高 － －
4 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 0 0

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
1 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 135,036 136,006
2 利 益 剰 余 金 増 加 高 4,990 4,910

（ 当 期 剰 余 金 ） （4,990 ) （4,910 ）
3 利 益 剰 余 金 減 少 高 4,020 3,986

（ 出 資 配 当 金 ） （2,475 ) （2,475 ）
（ 事 業 分 量 配 当 金 ） （1,544) （1,511 ）

4 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 136,006 136,931

科　目 令和6年度 令和7年度
1 事 業 活 動 に よ る キ ャッシュ・フ ロ ー

税 金 等 調 整 前 当 期 利 益 6,319 6,608
減 価 償 却 費 770 794
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） △ 117 819
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 71 △ 99
その他の引当金・積立金の増減額（△は減少） 416 406
資 金 運 用 収 益 △ 45,362 △ 57,278
資 金 調 達 費 用 27,404 35,782
有 価 証 券 関 係 損 益（ △ は 益 ） 1,022 2,068
金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益（ △ は 益 ） △ 2,736 △ 338
為 替 差 損 益 （ △ は 益 ） △ 6,379 △ 5,880
固 定 資 産 処 分 損 益（ △ は 益 ） 5 △ 0
貸 出 金 の 純 増 （△） 減 34,884 59,612
預 け 金 の 純 増 （△） 減 122,345 165,000
貯 金 の 純 増 減 （△） △ 82,093 △ 155,970
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △ 102,785 △ 8,748
借 用 金 の 純 増 減 （△） △ 12,700 △ 9,400
コ ー ル ロ ー ン 等 の 純 増（△）減 △ 3,868 △ 13,210
資 金 運 用 に よ る 収 入 49,106 53,914
資 金 調 達 に よ る 支 出 △ 26,323 △ 31,365
事 業 分 量 配 当 金 の 支 払 額 △ 1,544 △ 1,511
そ の 他 21,322 △ 1,223
小 計 △ 20,243 39,980
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,312 △ 1,579
事 業 活 動 に よ る キ ャッシュ・フ ロ ー △ 21,556 38,401

2 投 資 活 動 に よ る キ ャッシュ・フ ロ ー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 405,029 △ 567,069
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 321,052 422,369
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 55,128 115,589
金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出 △ 10,998 △ 10,918
金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 2,838 23,642
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 691 △ 655
外 部 出 資 に よ る 支 出 △ 47,600 －
投 資 活 動 に よ る キ ャッシュ・フ ロ ー △ 85,299 △ 17,043

3 財 務 活 動 に よ る キ ャッシュ・フ ロ ー
出 資 配 当 金 の 支 払 額 △ 2,475 △ 2,475
財 務 活 動 に よ る キ ャッシュ・フ ロ ー △ 2,475 △ 2,475

4 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 109,331 18,882
5 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 164,530 55,199
6 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 55,199 74,081

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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連結注記表（令和6年度／自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）連結の範囲に関する事項
　　　　連結子会社　　　�株式会社大阪府農協電算センター

以上1社
（２）持分法の適用に関する事項
　　　�　持分法適用の対象はありません。
（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項
　　　�　連結子会社の決算日は、3月31日です。
（４）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
　　　�　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した

剰余金処分に基づいて作成しています。
（５）�連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金

同等物の範囲
　　　�　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」並び
に「預け金」中の当座預け金、普通預け金及び通知預け金
です。

重要な会計方針に関する事項
（１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
（２）�有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及び

評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり
行っています。

　　　・売買目的有価証券 ・・・�時価法（売却原価は移動平均
法により算定）

　　　・満期保有目的の債券・・定額法による償却原価法
　　　・その他有価証券・・・・�時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定）。ただし、市場価格のない
株式等については原価法（売
却原価は、移動平均法により
算定）。

　　　�　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と
認められる部分については償却原価法による取得価額
の修正を行っています。

　　　�　また、連結子会社においては有価証券の保有はありま
せん。

（３）�金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成
している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記（２）
の有価証券と同様の方法によっており、信託の契約単位
ごとに当連結会計年度末の信託財産構成物である資産
及び負債の評価額の合計額をもって連結貸借対照表に
計上しています。

　　　�　なお、連結子会社においては金銭の信託の保有はあり
ません。

（４）�デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
　　　�　なお、連結子会社においてはデリバティブ取引はあり

ません。
（５）�当会の有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却

は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用し、資産から直接減額して計上しています。

　　　�　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　　�　　建　物　　15年～50年
　　　�　　その他　　  3年～30年
　　　�　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐

用年数等に基づき定額法により償却しています。
（６）�当会及び連結子会社の無形固定資産（リース資産を除

く。）の減価償却は、定額法により償却しています。そのう

1

2

ち自社利用ソフトウェアについては、当会並びに連結子
会社における利用可能期間（5年）に基づいて償却してい
ます。

（７）�当会の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替
相場による円換算額を付しています。

　　　�　なお、連結子会社においては外貨建資産・負債はあり
ません。

（８）引当金の計上方法
①貸倒引当金
　当会の貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、
次のとおり計上しています。
　正常先債権及び要注意先債権（要管理先債権を含
む。）に相当する債権については、主として今後1年間
の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込ん
で計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸
倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間に
おける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込
み等必要な修正を加えて計上しています。
　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額
から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しています。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上してい
ます。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しています。
　なお、連結子会社の貸倒引当金は、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案した結果、計上すべ
き該当項目はありません。
②相互援助積立金
　相互援助積立金は、「大阪府ＪＡバンク支援制度要
領」等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信
用向上に資することを目的として、所要額を計上して
います。
③賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるた
め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結
会計年度に帰属する額を計上しています。
④役員退職慰労引当金
　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払
に備えるため、当連結会計年度末の要支給見積額を計
上しています。
⑤特例業務負担金引当金
　特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済
組合に対する特例業務負担金の費用に充てるため、当
連結会計年度末における将来負担見込額を計上して
います。

（９）退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における従業員の自己都合退職の
場合の要支給額を基礎として計上しています。

（１０）ヘッジ会計の方法
　デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等
を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動
リスク、為替変動リスク、株価変動リスクを一定の範囲内
でヘッジしています。
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	 ・金利変動リスクヘッジ
　金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計
は繰延ヘッジによっています。
　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象と
なる国内債券とヘッジ手段である金利スワップ取引に
関する重要な条件が同一であると認められるため、高
い有効性があると見込まれることから、これをもって有
効性の判定に代えています。

	 ・為替変動リスクヘッジ
　外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対する
ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債
権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ
プ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しています。

	 ・株価変動リスクヘッジ
　国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の方
法は繰延ヘッジによっています。
　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象で
ある個別株式等を売り建てる株式先渡取引をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である個別株式等とヘッジ手段の
ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しています。

（１1）�当会並びに連結子会社の消費税及び地方消費税（以下
「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によって
います。
　ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当
連結会計年度の費用に計上しています。

会計上の見積りに関する事項
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類
にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結
計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと
おりです。
（１）貸倒引当金

①当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額
　　貸倒引当金　2,691百万円
②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関
する理解に資する情報
ａ　算出方法
　貸倒引当金の算出方法は、「２（８）①貸倒引当
金」に記載しています。

ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸
出先の将来の業績見通し」です。「債務者区分の判
定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債
務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定してい
ます。

ｃ　翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 
　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積り
に用いた仮定が変化した場合は、翌連結会計年度
に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要
な影響を及ぼす可能性があります。

（２）金融商品の時価
①当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額
　「�５（２）①金融商品の連結貸借対照表計上額及び時価
等」に記載しています。

②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関
する理解に資する情報
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ａ　算出方法
　金融商品の時価の算出方法は、「５（２）②金融商
品の時価の算定に用いた評価技法の説明」に記載
しています。

ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は、時価評価モデルに用いるイン
プットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証
券の時価等の市場で直接又は間接的に観察可能
なインプットのほか、相関係数等の重要な見積り
を含む市場で観察できないインプットを使用する
場合もあります。

ｃ　翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
　市場環境の変化等により主要な仮定であるイ
ンプットが変化することにより、金融商品の時価が
増減する可能性があります。

連結貸借対照表に関する事項　
（１）有形固定資産の減価償却累計額は、5,902百万円です。
（２）担保に供している資産は次のとおりです。
　　　�　担保に供している資産
　　　�　　有価証券　　　　　　　　　24,012百万円
　　　�　担保資産に対応する債務
　　　�　　債券貸借取引受入担保金　　23,936百万円
　　　�　上記のほか､為替決済等の取引の担保あるいは先物取

引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及び有
価証券2,373百万円を差し入れています。

（３）�無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けて
いる有価証券が、国債に合計1,763百万円含まれていま
す。

（４）�当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び連
結子会社との間の取引による金銭債権はありません。
　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていま
せん。

（５）�当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び連
結子会社との間の取引による金銭債務はありません。
　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていま
せん。

（６）�破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月
以上延滞債権、貸出条件緩和債権の額及びその合計額
は次のとおりです。

　　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額� 4百万円
　　　�　危険債権額� 192百万円
　　　�　三月以上延滞債権額� ―　百万円
　　　�　貸出条件緩和債権額� ―　百万円
　　　�　合計額� 197百万円

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続
開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に
より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権です。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至ってい
ないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った
債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に
該当しないものです。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支
払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し
ないものです。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
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決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる
債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないも
のです。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

（７）�割引手形は、業種別委員会実務指針第24号に基づき、金
融取引として処理しています。これにより受け入れた商業
手形は、自由に処分できる権利を有していますが、その額
面金額は48百万円です。

（８）�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限
度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これら
の契約に係る融資未実行残高は、129,801百万円です。

（９）�貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸出金31,305百万円が
含まれています。

金融商品に関する事項
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が会
員となって運営されている相互扶助型の農業専門金
融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機
関です。
　JAは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資
に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預
かる仕組みとなっています。
　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡ
や農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や
団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほ
か、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価
証券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク
　当会が保有する金融資産は、主として府内の取引先
に対する貸出金（当座貸越契約、貸出コミットメントを
含む。）、金銭の信託及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。
　金銭の信託は特定金外信託及び指定金外信託によ
り運用しており、その構成資産は、株式及び投資信託
等であり、運用目的及びその他目的で保有していま
す。これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変
動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リス
クに晒されています。
　また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、
満期保有目的及びその他目的で保有しています。これ
らは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リス
ク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒
されています。
　デリバティブ取引には、ＡＬＭの一環で行っている為
替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株
式先渡取引があります。当会では、これらをヘッジ手段
としてヘッジ対象である有価証券に係る相場変動リス
クに対してヘッジ会計を適用しています。
③金融商品に係るリスク管理体制
ａ　信用リスクの管理

　当会は、貸出金の信用リスク管理については信
用リスクに関する管理諸規程に従い、個別案件ご
との与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部
格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など
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与信管理に関する体制を整備し運営しています。
これらの与信管理は、営業部等の貸出担当部門
のほかリスク統括部により行われ、その与信管理
の状況については、リスク統括部がモニタリング
を行い、定期的に理事会に報告を行っています。
　また、有価証券の信用リスク管理については信
用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。

ｂ　市場リスクの管理
（ａ）金利リスクの管理

　当会は、リスク統括部において金融資産
及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
ギャップ分析や金利感応度分析等によりモ
ニタリングを行い、定期的に理事会に報告し
ています。

（ｂ）為替リスクの管理
　当会は、為替の変動リスクに関しては、継
続的なモニタリングを行うとともに、必要に
応じ為替予約等の措置を講じることでその
軽減を図っています。なお、モニタリング結
果については、リスク統括部を通じ、理事会
に定期的に報告しています。

（ｃ）価格変動リスクの管理
　有価証券を含む投資商品の保有について
は、余裕金運用規程等に従い行っています。
運用にあたっては、運用限度額を設定し、継
続的なモニタリングを通じて、価格変動リス
クの軽減を図っています。なお、これらの情
報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に
報告しています。

（ｄ）デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、市場リスク
マネジメント方針等に基づき内部牽制を確立
し、実施しています。

（ｅ）市場リスクに係る定量的情報
　当会において、主要なリスク変数である金
利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
「預け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他
有価証券及び満期保有目的に分類される債
券、「貯金」、「デリバティブ取引」のうちの金利
スワップ取引です。
　当会では、これらの金融資産及び金融負債
について、市場リスク量をＶａＲ等により月次
で計測し、取得したリスク量がリスク限度額
の範囲内となるよう管理しています。当会の
ＶａＲは分散共分散法（保有期間60日、信頼
区間99.0%、観測期間5年）により算出して
おり、令和7年3月31日現在で当会の市場リ
スク量（損失額の推計値）は、全体で48,109
百万円です。
　なお、当会では、バックテストを実施のう
え、ＶａＲ計測モデルの妥当性を検証していま
す。
　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに
統計的に算出した一定の発生確率での市場
リスクを計測しており、通常では考えられな
いほど市場環境が激変する状況下における
リスクは捕捉できない場合があります。

ｃ　資金調達に係る流動性リスクの管理
　当会は、流動性リスクマネジメント方針等によ
り、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続
的なモニタリングを通じて流動性リスクを管理し

連結注記表（令和6年度／自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）
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ています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ
ともあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の連結貸借対照表計上額及び時価等
　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めず③に記載しています。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預 け 金 2,512,641 2,507,939 △ 4,702
買入金銭債権
　満期保有目的 4,034 3,831 △ 203
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 19,917 19,917 ―
　その他の金銭の信託 97,181 97,181 ―　
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 158,788 158,701 △ 86
　その他有価証券 925,079 925,079 ―
貸 出 金 830,917
　貸倒引当金 △ 2,689
　貸倒引当金控除後 828,227 811,723 △ 16,503

資　産　計 4,545,870 4,524,374 △ 21,496
貯　　　　金 4,458,186 4,451,291 △ 6,894
借 用 金 11,100 11,051 △ 48

負　債　計 4,469,286 4,462,343 △ 6,943
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの 3,799 3,799 ―
　ヘッジ会計が適用されているもの 5,494 5,494 ―

デリバティブ取引計 9,293 9,293 ―

　　　　（脚注）	１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
　　　　　　　２．貯金には、連結貸借対照表上の譲渡性貯金312,800百万円を含めています。
　　　　　　　３．�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（　）で表示しています。
②金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】
ａ　預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金につ
いては、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ（Overnight Index Swap 以
下OISという。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

ｂ　買入金銭債権
　　　下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。
ｃ　金銭の信託
　　　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。
ｄ　有価証券
　有価証券について、主に上場株式、国債及び上場投資信託については、活発な市場における無調整の相場価格を利用していま
す。地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資信託については、解
約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額によっています。
　相場価格が入手できない場合には、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観
察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、スワップレート、信用スプレッド等が含まれています。

ｅ　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限
り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定しています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレート
で割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
　また、危険債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。
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【負債】
ａ　貯金
　要求払貯金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価
は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額
として算定しています。

ｂ　借用金
　借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリー
レートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

【デリバティブ取引】
　デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、公表された相場価格が存在し
ないため、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限
利用しており、インプットには、金利や為替レート等が含まれています。

③市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれていません。
　　　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額
　　　　外 部 出 資　　　　　　239,757百万円
（脚注）�外部出資は、市場において取引されていない株式や出資金等であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第19号 令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象としていません。
④金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）
１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

預 け 金 2,512,641 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
　満期保有目的 640 476 395 347 313 1,861
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 1,495 2,840 3,887 747 8,373 143,878
　その他有価証券のうち
　満期があるもの 8,804 29,407 27,568 29,273 49,055 703,821

貸 出 金 147,419 90,280 76,464 58,844 58,237 399,450
合　　計 2,671,001 123,005 108,315 89,212 115,980 1,249,012

　　　　（脚注）	 １．�貸出金のうち、連結貸借対照表上の当座貸越23,955百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない
劣後特約付貸出金12,655百万円については「5年超」に含めています。

　　　　　　　２．��貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等197百万円は償還の予定が見込まれないため、含め
ていません。

　　　⑤借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
貯　　　金 4,145,333 9 13 10 18 0
譲渡性貯金 312,800 ― ― ― ― ―
借　用　金 9,400 1,700 ― ― ― ―
合　　　計 4,467,533 1,709 13 10 18 0

　　　　（脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

有価証券に関する事項
（１）有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、買入金銭債権が含まれています。

①売買目的有価証券はありません。
②満期保有目的の債券
　　満期保有目的の債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

外国証券 94,553 94,764 211
小　計 94,553 94,764 211

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

外国証券 64,235 63,937 △ 297
その他 4,034 3,831 △ 203

小　計 68,269 67,768 △ 500
合　　計 162,823 162,533 △ 289

6
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③その他有価証券
　　その他有価証券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　　式 8,852 4,310 4,541
債　　券 130,873 120,411 10,461
　外国証券 130,873 120,411 10,461
受益証券 147,785 121,385 26,400

小　計 287,511 246,108 41,403

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　　式 1,106 1,299 △192
債　　券 518,977 558,490 △39,513
　国　　債 361,577 395,807 △34,229
　地　方　債 1,080 1,100 △19
　社　　債 31,530 32,895 △1,365
　外国証券 124,788 128,687 △3,898
受益証券 117,483 122,670 △5,187

小　計 637,568 682,461 △44,893
合　　　計 925,079 928,569 △3,489

　　　（脚注）�上記差額合計から繰延税金資産 997 百万円を加えた金額△ 2,492 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれて
います。

（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 売 却 損
株　　　式 2,750 1,406 99
債　　　券 246,192 7,831 21,263
受益証券 67,426 12,683 517
合　　　計 316,368 21,921 21,879

金銭の信託に関する事項
　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
　　①運用目的の金銭の信託
　　　　連結貸借対照表計上額	 19,917百万円
　　　　当連結会計年度の損益に含まれた評価差額	 ―　百万円
　　②満期保有目的の金銭の信託はありません。
　　③その他の金銭の信託

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えないもの

その他の金銭の信託 97,181 98,078 △ 897 2,862 3,760

　　　　（脚注）	�１．上記差額から繰延税金資産256百万円を加えた金額△641百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
　　　　　　　２．�「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、そ

れぞれ「差額」の内訳です。

退職給付に関する事項
（１）退職給付

①採用している退職給付制度の概要
　確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。確定給付企
業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しています。退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務
期間に基づいた一時金を支給しています。また、この制度に加え、退職給付の一部にあてるため退職共済制度を採用しています。
　確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しています。

②確定給付制度
ａ　退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
　　期首における退職給付に係る負債	 2,341百万円
　　退職給付費用	 192百万円
　　退職給付の支払額	 △ 104百万円
　　制度への拠出額	 △ 16百万円
　　期末における退職給付に係る負債	 2,412百万円

7
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ｂ　退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
　　積立型制度の退職給付債務	 314百万円
　　年金資産	 △ 314百万円
		−  百万円
　　非積立型制度の退職給付債務	 2,412百万円
　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 	 2,412百万円

　　退職給付に係る負債	 2,412百万円
　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,412百万円
ｃ　退職給付に関連する損益
　　簡便法で計算した退職給付費用	 192百万円

（２）�その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等
を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てる
ため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。
　なお、当連結会計年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、23百万円となっています。
　また、令和7年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は161百万円となっています。

税効果会計に関する事項9

（３）�法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律（令和7年法律第13号）」が令和7年3月31日に成立したことに伴い、令和8年4月1日以後に開
始する連結会計年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は従来の27.88％から、令和8年4月1日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に
ついては28.59％となります。この税率変更により、当連結会計年度の繰延税金資産は28百万円増加し、その他有価証券評価差額
金は31百万円増加し、繰延ヘッジ損益は21百万円減少し、法人税等調整額は18百万円減少しています。

（１）�繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等
繰延税金資産
貸倒引当金超過額 51百万円
賞与引当金超過額 77百万円
退職給付に係る負債超過額 692百万円
相互援助積立金超過額 3,845百万円
未払事業税 86百万円
その他有価証券評価差額金 1,254百万円
その他 574百万円
繰延税金資産小計 6,582百万円
評価性引当額 △ 4,183百万円
繰延税金資産合計（A） 2,398百万円
繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 △ 848百万円
繰延税金負債合計（B） △ 848百万円
繰延税金資産の純額（A）＋（B） 1,550百万円

（２）�法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 27.88％
（調整）
事業分量配当金 △ 6.66％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.16％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.63％
評価性引当額の増減 1.65％
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △ 0.29％
その他 △ 0.14％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.97％

連結注記表（令和6年度／自令和6年4月1日　至令和7年3月31日）

連結情報

88



D
ata

連結注記表（令和7年度／自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）連結の範囲に関する事項
　　　　連結子会社　　　�株式会社大阪府農協電算センター

以上１社
（２）持分法の適用に関する事項
　　　�　持分法適用の対象はありません。
（３）連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項
　　　�　連結子会社の決算日は、3月31日です。
（４）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
　　　�　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した

剰余金処分に基づいて作成しています。
（５）�連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同

等物の範囲
　　　�　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び

現金同等物）の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」並び
に「預け金」中の当座預け金、普通預け金及び通知預け金
です。

重要な会計方針に関する事項
（１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
（２）�有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及び

評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のとおり
行っています。

　　　・売買目的有価証券 ・・・�時価法（売却原価は移動平均
法により算定）

　　　・満期保有目的の債券 ・・定額法による償却原価法
　　　・その他有価証券・・・・�時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定）。ただし、市場価格のない
株式等については原価法（売
却原価は、移動平均法により
算定）。

　　　�　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整と
認められる部分については償却原価法による取得価額
の修正を行っています。

　　　�　また、連結子会社においては有価証券の保有はありま
せん。

（３）�金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構成
している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記（２）
の有価証券と同様の方法によっており、信託の契約単位
ごとに当連結会計年度末の信託財産構成物である資産
及び負債の評価額の合計額をもって連結貸借対照表に
計上しています。

　　　�　なお、連結子会社においては金銭の信託の保有はあり
ません。

（４）�デリバティブ取引の評価は、時価法により行っています。
　　　�　なお、連結子会社においてはデリバティブ取引はあり

ません。
（５）�当会の有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却

は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用し、資産から直接減額して計上しています。

　　　�　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　　�　　建　物　　15年～50年
　　　�　　その他　　 3年～30年
　　　�　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐

用年数等に基づき定額法により償却しています。
（６）�当会及び連結子会社の無形固定資産（リース資産を除

く。）の減価償却は、定額法により償却しています。そのう

1

2

ち自社利用ソフトウェアについては、当会並びに連結子
会社における利用可能期間（5年）に基づいて償却してい
ます。

（７）�当会の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替
相場による円換算額を付しています。

　　　�　なお、連結子会社においては外貨建資産・負債はあり
ません。

（８）引当金の計上方法
①貸倒引当金
　当会の貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、
次のとおり計上しています。
　正常先債権及び要注意先債権（要管理先債権を含
む。）に相当する債権については、主として今後1年間
の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込ん
で計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸
倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間に
おける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込
み等必要な修正を加えて計上しています。
　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額
から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計
上しています。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上してい
ます。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しています。
　なお、連結子会社の貸倒引当金は、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案した結果、計上すべ
き該当項目はありません。
②相互援助積立金
　相互援助積立金は、「大阪府JAバンク支援制度要
領」等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信
用向上に資することを目的として、所要額を計上して
います。
③賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるた
め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結
会計年度に帰属する額を計上しています。

④役員退職慰労引当金
　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払
に備えるため、当連結会計年度末の要支給見積額を計
上しています。

⑤特例業務負担金引当金
　特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済
組合に対する特例業務負担金の費用に充てるため、当
連結会計年度末における将来負担見込額を計上して
います。

（９）退職給付に係る会計処理の方法
　　　�　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における従業員の自己都合退職の
場合の要支給額を基礎として計上しています。

（１０）ヘッジ会計の方法
　　　�　デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額等

を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リ
スク、為替変動リスク、株価変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしています。
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　　　・金利変動リスクヘッジ
　金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計
は繰延ヘッジによっています。
　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象と
なる国内債券とヘッジ手段である金利スワップ取引に
関する重要な条件が同一であると認められるため、高
い有効性があると見込まれることから、これをもって有
効性の判定に代えています。

　　　・為替変動リスクヘッジ
　外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対する
ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債
権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ
プ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しています。

　　　・株価変動リスクヘッジ
　国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の方
法は繰延ヘッジによっています。
　ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象で
ある個別株式等を売り建てる株式先渡取引をヘッジ手
段とし、ヘッジ対象である個別株式等とヘッジ手段のポ
ジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

（１１）�当会並びに連結子会社の消費税及び地方消費税（以下
「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によって
います。

　　　�　ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当
連結会計年度の費用に計上しています。

会計上の見積りに関する事項
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類
にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結
計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと
おりです。
（１）貸倒引当金

①当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額
　　貸倒引当金　3,511百万円
②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関
する理解に資する情報
ａ　算出方法
　貸倒引当金の算出方法は、「２（８）①貸倒引当
金」に記載しています。

ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸
出先の将来の業績見通し」です。「債務者区分の判
定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債
務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定してい
ます。

ｃ　翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 
　個別貸出先の業績変化等により、当初の見積り
に用いた仮定が変化した場合は、翌連結会計年度
に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要
な影響を及ぼす可能性があります。

（２）金融商品の時価
①当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額
　「５（２）①金融商品の連結貸借対照表計上額及び時
価等」に記載しています。

②�識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関
する理解に資する情報
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ａ　算出方法
　金融商品の時価の算出方法は、「５（２）②金融商
品の時価の算定に用いた評価技法の説明」に記載
しています。

ｂ　主要な仮定
　主要な仮定は、時価評価モデルに用いるイン
プットであり、為替相場、イールドカーブ、有価証
券の時価等の市場で直接又は間接的に観察可能
なインプットのほか、相関係数等の重要な見積り
を含む市場で観察できないインプットを使用する
場合もあります。

ｃ　�翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
　市場環境の変化等により主要な仮定であるイン
プットが変化することにより、金融商品の時価が増
減する可能性があります。

連結貸借対照表に関する事項
（１）有形固定資産の減価償却累計額は、6,244百万円です。
（２）担保に供している資産は次のとおりです。
　　　�　担保に供している資産
　　　�　　有価証券　　　　　　　　　  15,182百万円
　　　�　担保資産に対応する債務
　　　�　　債券貸借取引受入担保金　　  15,188百万円
　　　�　上記のほか､為替決済等の取引の担保あるいは先物取

引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及び有
価証券8,409百万円を差し入れています。

（３）�無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けて
いる有価証券はありません。

（４）�当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び連
結子会社との間の取引による金銭債権はありません。

　　　�　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていませ
ん。

（５）�当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び連
結子会社との間の取引による金銭債務はありません。

　　　�　なお、役員が第三者のために行う取引は含めていませ
ん。

（６）�破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月
以上延滞債権、貸出条件緩和債権の額及びその合計額
は次のとおりです。

	 破産更生債権及びこれらに準ずる債権額� 3百万円
	 危険債権額� 1,194百万円
	 三月以上延滞債権額� ―　百万円
	 貸出条件緩和債権額� ―　百万円
	 合計額� 1,198百万円
　　　�　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続

開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に
より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権です。

　　　�　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至ってい
ないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った
債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に
該当しないものです。

　　　�　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支
払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し
ないものです。

　　　�　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元
本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる

4
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ata

債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないも
のです。

　　　�　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。
（７）�割引手形は、業種別委員会実務指針第24号に基づき、金

融取引として処理しています。これにより受け入れた商業
手形は、自由に処分できる権利を有していますが、その額
面金額は5百万円です。

（８）�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契
約上規定された条件について違反がない限り、一定の限
度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これら
の契約に係る融資未実行残高は、128,469百万円です。

（９）�貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸出金30,655百万円が
含まれています。

金融商品に関する事項
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が会
員となって運営されている相互扶助型の農業専門金
融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金融機
関です。
　JAは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、
農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預かる
仕組みとなっています。
　当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡ
や農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や
団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
　また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほか、
国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券
による運用を行っています。
②金融商品の内容及びそのリスク
　当会が保有する金融資産は、主として府内の取引先
に対する貸出金（当座貸越契約、貸出コミットメントを
含む。）、金銭の信託及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒
されています。
　金銭の信託は特定金外信託及び指定金外信託によ
り運用しており、その構成資産は、株式及び投資信託
等であり、運用目的及びその他目的で保有しています。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リ
スク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに
晒されています。
　また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、
満期保有目的及びその他目的で保有しています。これ
らは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク、
為替の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒され
ています。
　デリバティブ取引には、ＡＬＭの一環で行っている為
替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株
式先渡取引があります。当会では、これらをヘッジ手段
としてヘッジ対象である有価証券に係る相場変動リス
クに対してヘッジ会計を適用しています。
③金融商品に係るリスク管理体制
ａ　信用リスクの管理

　当会は、貸出金の信用リスク管理については信
用リスクに関する管理諸規程に従い、個別案件ご
との与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部
格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など
与信管理に関する体制を整備し運営しています。
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これらの与信管理は、営業部等の貸出担当部門
のほかリスク統括部により行われ、その与信管理
の状況については、リスク統括部がモニタリング
を行い、定期的に理事会に報告を行っています。
　また、有価証券の信用リスク管理については信
用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。

ｂ　市場リスクの管理
（ａ）金利リスクの管理

　当会は、リスク統括部において金融資産
及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニ
タリングを行い、定期的に理事会に報告して
います。

（ｂ）為替リスクの管理
　当会は、為替の変動リスクに関しては、継
続的なモニタリングを行うとともに、必要に
応じ為替予約等の措置を講じることでその
軽減を図っています。なお、モニタリング結
果については、リスク統括部を通じ、理事会
に定期的に報告しています。

（ｃ）価格変動リスクの管理
　有価証券を含む投資商品の保有について
は、余裕金運用規程等に従い行っています。
運用にあたっては、運用限度額を設定し、継
続的なモニタリングを通じて、価格変動リス
クの軽減を図っています。なお、これらの情
報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に
報告しています。

（ｄ）デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、市場リスク
マネジメント方針等に基づき内部牽制を確立
し、実施しています。

（ｅ）市場リスクに係る定量的情報
　当会において、主要なリスク変数である金
利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
「預け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有
価証券及び満期保有目的に分類される債券、
「貯金」、「デリバティブ取引」のうちの金利ス
ワップ取引です。
　当会では、これらの金融資産及び金融負債
について、市場リスク量をＶａＲ等により月次
で計測し、取得したリスク量がリスク限度額
の範囲内となるよう管理しています。当会の
ＶａＲは分散共分散法（保有期間60日、信頼区
間99.0%、観測期間5年）により算出してお
り、令和8年3月31日現在で当会の市場リス
ク量（損失額の推計値）は、全体で55,285
百万円です。
　なお、当会では、バックテストを実施のうえ、
ＶａＲ計測モデルの妥当性を検証しています。
　ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに
統計的に算出した一定の発生確率での市場
リスクを計測しており、通常では考えられな
いほど市場環境が激変する状況下における
リスクは捕捉できない場合があります。

ｃ　資金調達に係る流動性リスクの管理
　当会は、流動性リスクマネジメント方針等によ
り、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続
的なモニタリングを通じて流動性リスクを管理し
ています。なお、これらの情報はリスク統括部を通
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じ、理事会に定期的に報告しています。
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なるこ
ともあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の連結貸借対照表計上額及び時価等
　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めず③に記載しています。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預 け 金 2,367,718 2,361,547 △ 6,170
買入金銭債権
　満期保有目的 3,244 2,941 △ 302
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 10,000 10,000 ―
　その他の金銭の信託 94,623 94,623 ―　
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 192,459 191,959 △ 500
　その他有価証券 953,224 953,224 ―
貸 出 金 771,297
　貸倒引当金 △ 3,508
　貸倒引当金控除後 767,788 736,633 △ 31,155

資　産　計 4,389,058 4,350,929 △ 38,128
貯　　　　金 4,302,215 4,293,114 △ 9,100
借 用 金 1,700 1,697 △ 2

負　債　計 4,303,915 4,294,812 △ 9,103
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの (4,780) (4,780) ―
　ヘッジ会計が適用されているもの 19,927 19,927 ―

デリバティブ取引計 15,147 15,147 ―

　　　　（脚注）	１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
　　　　　　　２．貯金には、連結貸借対照表上の譲渡性貯金244,300百万円を含めています。
　　　　　　　３．�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（　）で表示しています。
②金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】
ａ　預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金につ
いては、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ（Overnight Index Swap 以
下OISという。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

ｂ　買入金銭債権
　下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。

ｃ　金銭の信託
　信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。

ｄ　有価証券
　有価証券について、主に上場株式、国債及び上場投資信託については、活発な市場における無調整の相場価格を利用しています。
地方債や社債については、公表された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しない投資信託については、解約又
は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額によっています。
　相場価格が入手できない場合には、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観
察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、スワップレート、信用スプレッド等が含まれています。

ｅ　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限
り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定しています。
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレート
で割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
　また、危険債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

連結注記表（令和7年度／自令和7年4月1日　至令和8年3月31日）
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【負債】
ａ　貯金
　要求払貯金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価
は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額
として算定しています。

ｂ　借用金
　借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリー
レートであるOISのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

【デリバティブ取引】
　デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、公表された相場価格が存在し
ないため、外部情報ベンダー等の第三者から入手した評価価格を用いています。評価にあたっては観察可能なインプットを最大限
利用しており、インプットには、金利や為替レート等が含まれています。

③市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれていません。
　　　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表計上額
　　　　外 部 出 資　　　　　　239,757百万円

　　　（脚注）�外部出資は、市場において取引されていない株式や出資金等であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計
基準適用指針第19号 令和6年9月13日）第5項に基づき、時価開示の対象としていません。

④金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
預 け 金 2,367,718 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
　満期保有目的 452 378 332 300 271 1,508
有 価 証 券
　満期保有目的の債券 7,037 4,156 3,517 8,953 16,452 154,552
　その他有価証券のうち
　満期があるもの 9,258 37,676 16,868 24,556 30,678 755,085

貸 出 金 112,903 79,646 66,253 64,150 71,265 375,863
合　　計 2,497,370 121,858 86,971 97,960 118,667 1,287,010

　　　　（脚注）	 １．�貸出金のうち、連結貸借対照表上の当座貸越23,376百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない
劣後特約付貸出金12,655百万円については「5年超」に含めています。

　　　　　　　２．�貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等1,198百万円は償還の予定が見込まれないため、含
めていません。

　　　⑤借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
貯　　　金 4,057,898 6 0 9 0 0
譲渡性貯金 244,300 ― ― ― ― ―
借　用　金 1,700 ― ― ― ― ―
合　　　計 4,303,898 6 0 9 0 0

　　　　（脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

有価証券に関する事項
（１）有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、買入金銭債権が含まれています。

①売買目的有価証券はありません。
②満期保有目的の債券
　　満期保有目的の債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

外国証券 144,363 144,548 184
小　計 144,363 144,548 184

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

短期社債 3,999 3,997 △ 1
外国証券 44,096 43,412 △ 683
その他 3,244 2,941 △ 302

小　計 51,340 50,352 △ 987
合　　　計 195,704 194,901 △ 803

6
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③その他有価証券
　　その他有価証券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　　式 11,710 4,970 6,739
債　　券 276,604 252,064 24,539
　外国証券 276,604 252,064 24,539
受益証券 170,006 133,091 36,915

小　計 458,321 390,126 68,194

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 314 355 △41
債　　券 423,626 473,793 △50,166
　国　　債 368,608 416,120 △47,511
　地 方 債 876 900 △23
　社　　債 30,158 32,279 △2,121
　外国証券 23,982 24,493 △510
受益証券 70,961 73,042 △2,080

小　計 494,903 547,191 △52,288
合　　　計 953,224 937,317 15,906

　　　（脚注）�上記差額合計から繰延税金負債 4,547 百万円を差引いた金額 11,358 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれ
ています。

（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。
（単位：百万円）

売 却 額 売 却 益 売 却 損
株　　　式 4,060 1,398 143
債　　　券 257,951 3,363 24,924
受 益 証 券 78,478 18,334 97
合　　　計 340,489 23,096 25,164

金銭の信託に関する事項
　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。
　　①運用目的の金銭の信託
　　　　連結貸借対照表計上額	 10,000百万円
　　　　当連結会計年度の損益に含まれた評価差額	 ―　 百万円
　　②満期保有目的の金銭の信託はありません。
　　③その他の金銭の信託

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えないもの

その他の金銭の信託 94,623 93,998 624 3,691 3,066

　　　　（脚注）	１．�上記差額から繰延税金負債178百万円を差し引いた金額446百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
　　　　　　　２．��「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、そ

れぞれ「差額」の内訳です。

退職給付に関する事項
（１）退職給付

①採用している退職給付制度の概要
　確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。確定給付
企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しています。退職一時金制度では、退職給付として、給与と
勤務期間に基づいた一時金を支給しています。また、この制度に加え、退職給付の一部にあてるため退職共済制度を採用しています。
　確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しています。

②確定給付制度
ａ　退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
　　期首における退職給付に係る負債	 2,412百万円
　　退職給付費用	 195百万円
　　退職給付の支払額	 △279百万円
　　制度への拠出額	 △16百万円
　　期末における退職給付に係る負債	 2,313百万円

7
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ｂ　退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
　　積立型制度の退職給付債務	 283百万円
　　年金資産	 △283百万円
		  －百万円
　　非積立型制度の退職給付債務	 2,313百万円
　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,313百万円

　　退職給付に係る負債	 2,313百万円
　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,313百万円
ｃ　退職給付に関連する損益
　　簡便法で計算した退職給付費用	 195百万円

（２）�その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等
を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるた
め拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。
　なお、当連結会計年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、24百万円となっています。
　また、令和8年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は141百万円となっています。

税効果会計に関する事項9
（１）�繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

繰延税金資産
貸倒引当金超過額 324百万円
賞与引当金超過額 79百万円
退職給付に係る負債超過額 666百万円
相互援助積立金超過額 3,960百万円
未払事業税 117百万円
その他 622百万円
繰延税金資産小計 5,771百万円
評価性引当額 △ 4,576百万円
繰延税金資産合計（A） 1,194百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 4,726百万円
繰延ヘッジ損益 △ 2,156百万円
繰延税金負債合計（B） △ 6,882百万円
繰延税金負債の純額（A）＋（B） △ 5,687百万円

（２）�法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率 27.88％
（調整）
事業分量配当金 △ 6.32％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.19％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.49％
評価性引当額の増減 5.80％
その他 △ 0.41％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.65％
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連結事業年度の農協法に基づく開示債権の状況
区　分 令和6年度 令和7年度 増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 4 3 △ 1

危 険 債 権 額 192 1,194 1,002

三 月 以 上 延 滞 債 権 額 － － －

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 － － －

小　　　　計 197 1,198 1,001

正 常 債 権 額 831,414 770,869 △ 60,544

合　　　　計 831,611 772,067 △ 59,543

（単位：百万円）

脚注 1.	�破産更生債権及びこれらに準ずる債権	 �
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

2.	�危険債権	 �
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権（破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く）

3.	�三月以上延滞債権	 �
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当するものを除く）

4.	�貸出条件緩和債権	 �
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権に該当するものを除く）

5.	�正常債権	 �
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、１から４までに掲げる債権以外のものに区分される債権

事業の種類別情報
　連結子会社の営む信用事業以外の事業は、全事業に占める割合が僅少であるため事業の種類別情報は記載
していません。
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連結の範囲に関する事項
連結自己資本比率算出の対象となる会社と連結財務諸表規則における連結の範囲に含まれる会社との相違点
及び相違点が生じた原因

連結子会社数並びに連結子会社の名称及び業務内容

　該当ありません。

　○連結子会社数　　１社
名　称 業務内容

株式会社大阪府農協電算センター

〇電子計算機による事務処理業務
〇�コンピュータシステムの設計、制作、保守業務及びコンピュータによる
プログラムの設計、制作、販売、保守業務
〇JA等諸団体より受託又は請け負う事務処理
〇JA等諸団体の役職員の能力開発のための教育及び研修業務
〇各種機器等のリース業
〇前各業務に附帯又は関連する一切の業務

比例連結が適用される関連法人
　該当ありません。

連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれない会社
　該当ありません。

連結グループに属しない会社であって会計連結範囲に含まれる会社
　該当ありません。

連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
　該当ありません。

規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
　該当ありません。

自己資本の充実の状況（連結）
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自己資本の状況
自己資本比率の状況
　当連結グループでは、多様化するリスクに対応するとともに、会員やご利用者のニーズに応えるため、財務基
盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。
　内部留保の積み上げによる自己資本の増強に努めた結果、当連結グループの令和8年3月末における自己資
本比率は、13.34％となりました。

　自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」を制定し、適
正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。また、これに基づき、当連結グループにおける信用
リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本の維持に努めています。

経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当連結グループの自己資本は会員からの普通出資金、後配出資金、非支配株主持分により調達しています。

普通出資金
項　目 内　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本に係る基礎項目に算入した額 ５３４億円（前年度５３４億円）

後配出資金
項　目 内　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本に係る基礎項目に算入した額 ８７２億円（前年度８７２億円）

※非支配株主持分に係る出資比率　　７．６０％（前年度７．６０％）

非支配株主持分
項　目 内　容

発行主体 株式会社大阪府農協電算センター
資本調達手段の種類 普通株式
コア資本に係る基礎項目に算入した額 ０億円（前年度０億円）

自己資本の充実の状況（連結）
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項　目 令和6年度 令和7年度

コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 272,691 273,626

うち、出資金及び資本準備金の額 140,671 140,671

うち、再評価積立金の額 0 0

うち、利益剰余金の額 136,006 136,931

うち、外部流出予定額(△) 3,986 3,975

うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に算入される評価・換算差額等 － －

うち、退職給付に係るものの額 － －

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 15,943 16,166

うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 15,943 16,166

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の
額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額	 （イ） 288,635 289,793

コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 648 540

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 648 540

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

退職給付に係る資産の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る10パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額	 （ロ） 648 540

自己資本
自己資本の額（（イ）―（ロ））	 （ハ） 287,986 289,252

【連結自己資本の構成】 （単位：百万円）
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項　目 令和6年度 令和7年度

リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 1,963,230 1,951,772

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出した
リスク・アセットの額を控除した額（△）

－ －

マーケット・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 148,600 182,708

勘定間の振替分 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 25,073 32,727

資本フロア調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額	 （ニ） 2,136,903 2,167,208

連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 13.47% 13.34%

脚注 1.	�農協法第11条の2第1項第1号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出しています。なお、当会は国内基準を採用してい
ます。

2.	�当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク
相当額にあたっては標準的計測手法で算出しており、算出に使用するILMについては、告示第250条第1項第3号に基づき「1」を使用しています。

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況（連結）
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○信用リスク・アセットの額および信用リスクに対する所要自己資本の額ならびに区分ごとの内訳 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 5,216 － － 4,022 － －
我が国の中央政府及び中央銀行向け 396,559 － － 417,099 － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 182,689 － － 182,126 － －
国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － 13,119 － －
我が国の地方公共団体向け 12,965 － － 15,225 － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け 28,026 5,605 224 42,956 8,591 343
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け 300 30 1 300 30 1
我が国の政府関係機関向け 6,604 660 26 5,606 560 22
地 方 三 公 社 向 け 603 120 4 548 109 4
金 融 機 関 、第 一 種 金 融 商 品
取引業者及び保険会社向け 2,675,456 537,576 21,503 2,549,598 515,607 20,624

（うち第一種金融商品取引
業者および保険会社向け) 38,361 10,091 403 63,577 16,237 649

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け － － － － － －
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 713,878 312,437 12,497 672,796 285,187 11,407
（うち 特 定 貸 付 債 権 向 け ) － － － － － －

中堅中小企業等向けおよび個人向け 475 312 12 522 358 14
（うちトランザクター向け) 100 45 1 100 45 1

不 動 産 関 連 向 け － － － － － －
（うち自己居住用不動産等向け) － － － － － －
（うち 賃 貸 用 不 動 産 向 け ) － － － － － －
（うち事業用不動産関連向け) － － － － － －
（うちその他不動産関連向け) － － － － － －
（ う ち A D C 向 け ) － － － － － －

劣後債権及びその他資本性証券等 13,640 13,640 545 11,017 13,771 550
延 滞 等 向 け

（自己居住用不動産等向けを除く。） 83 － － 1,103 － －

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エクスポージャーに係る延滞 － － － － － －

取 立 未 済 手 形 10 2 0 9 1 0
信用保証協会等による保証付 19 1 0 9 0 0
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － － － －

株 式 等 9,494 9,494 379 9,210 11,973 478
上 記 以 外 298,650 714,195 28,567 299,756 716,015 28,640

(うち重要な出資のエクスポージャー) － － － － － －
（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他
外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 266,532 666,330 26,653 266,529 666,323 26,652

（うち特定項目のうち調整項目に算入
されない部分に係るエクスポージャー） 4,619 11,548 461 5,089 12,723 508

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有している他の金
融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有していない他の
金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段に係るエクスポージャー）

17,636 26,454 1,058 17,660 26,490 1,059

（うち上記以外のエクスポージャー） 9,862 9,862 394 10,477 10,477 419

【自己資本の充実度に関する事項】
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令和6年度 令和7年度

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

証 券 化 178,081 35,610 1,424 196,752 39,349 1,573
（ うちＳＴＣ要 件 適 用 分 ） － － － － － －
（うち短期STC要件適用分） － － － － － －
（うち不良債権証券化適用分） － － － － － －
（ う ち S T C・不 良 債 権
証 券 化 適 用 対 象 外 分 ） 178,081 35,610 1,424 196,752 39,349 1,573

再 証 券 化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー 375,054 324,691 12,987 320,699 344,990 13,799

（うち ルックス ル ー 方 式 ） 373,922 321,860 12,874 319,899 342,990 13,719
（ う ち マ ン デ ート 方 式 ） － － － － － －
（うち蓋然性方式250%） 1,132 2,830 113 800 2,000 80
（うち蓋然性方式400%） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －

他の金融機関等の対象資本調達手
段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額
に算入されなかったものの額(△)

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー計 4,897,812 1,954,379 78,175 4,742,481 1,936,547 77,461
ＣＶＡリスク相当額÷８％（簡便法） － 8,851 354 － 15,224 608
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合計（信用リスク・アセットの額） 4,897,812 1,963,230 78,529 4,742,481 1,951,772 78,070

マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク
に 対 す る 所 要 自 己 資 本 の 額

（ 標 準 的 方 式 ）

マーケット・リスク相当額の
合計額を8％で除して得た額 所要自己資本額 マーケット・リスク相当額の

合計額を8％で除して得た額 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
148,600 5,944 182,708 7,308

オ ペ レ ー ショ ナ ル・リ ス ク に
対 す る 所 要 自 己 資 本 の 額

（ 標 準 的 計 測 手 法 ）

オペレーショナル・リスク
相当額を8％で除して得た額 所要自己資本額 オペレーショナル・リスク

相当額を8％で除して得た額 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
25,073 1,002 32,727 1,309

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等(分母）計 所要自己資本額 リスク・アセット等(分母）計 所要自己資本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
2,136,903 85,476 2,167,208 86,688

脚注

令和6年度 令和7年度
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 25,073 32,727
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 1,002 1,309
BI 16,715 21,818
BIC 2,005 2,618

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額の概要 （単位：百万円）

１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

４．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引
のことです。

５．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含ま
れます。

６．オペレーショナル・リスク相当額は標準的計測手法により算出しており、算出に使用するILMは告示第250条第１項第３号に基づき「１」を使用しております。

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況（連結）
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令和6年度 令和7年度
信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

延滞
エクスポー
ジャー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

延滞
エクスポー
ジャー

うち
貸出金等 うち債券 うち店頭

デリバティブ
うち

貸出金等 うち債券 うち店頭
デリバティブ

国 内 4,116,675 827,037 483,709 － 83 3,969,948 777,366 513,551 － 1,103

国 外 228,000 － 228,000 － － 255,081 － 255,081 － －

地域別残高計 4,344,675 827,037 711,710 － 83 4,225,030 777,366 768,633 － 1,103

法
人

農 業 19 19 － － － 17 17 － － －

林 業 － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － －

製 造 業 78,491 71,197 4,109 － － 61,509 54,561 4,109 － －

鉱 業 － － － － － 3,999 － 3,999 － －

建設・不動産業 161,090 149,377 10,956 － 78 150,263 141,275 8,332 － 72

電 気・ガ ス・
熱供給・水道業 23,605 11,007 12,116 － － 24,908 12,309 12,117 － －

運輸・通信業 32,126 30,864 500 － － 24,351 22,878 500 － －

金融・保険業 3,017,731 262,198 801 － － 2,871,144 257,710 801 － －

卸 売 ・ 小 売 ・
飲食・サービス業 307,351 302,262 4,511 － － 295,543 288,519 6,517 － 1,027

日本 国 政 府・
地方公共団体 397,635 － 397,635 － － 417,976 － 417,976 － －

上 記 以 外 306,968 － 281,077 － － 355,763 － 314,278 － －

個 人 110 110 － － 4 95 95 － － 3

そ の 他 19,544 － － － － 19,458 － － － －

業種別残高計 4,344,675 827,037 711,710 － 83 4,225,030 777,366 768,633 － 1,103

1 年 以 下 2,694,708 166,013 4,120 － 2,526,259 135,896 11,679 －

1 年 超 3 年 以 下 200,097 152,681 46,258 － 189,004 141,771 46,447 －

3 年 超 5 年 以 下 182,801 132,743 48,997 － 188,546 139,780 47,964 －

5 年 超 7 年 以 下 126,131 89,568 36,422 － 184,002 120,059 63,504 －

7年超10年以下 425,560 141,728 279,389 － 503,276 120,797 372,355 －

10　  年  　超 439,472 133,358 296,521 － 360,182 109,891 226,681 －

期限の定めのないもの 275,903 10,943 － － 273,758 9,169 － －

残存期間別残高計 4,344,675 827,037 711,710 － 4,225,030 777,366 768,633 －

【信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び延滞エクスポージャーの期末残高】
（単位：百万円）

脚注 1.	�信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、
証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

2.	�「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。なお、コミットメント
とは、契約した期間・融資枠の範囲内で、ご利用者のご請求に基づき、金融機関が融資を実行することを約束する契約のことをいいます。

3.	「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
4.「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

信用リスクに関する事項
　当連結グループでは、信連以外で与信を行っていないため、連結グループにおける信用リスク管理の方針及
び手続等は定めていません。信連における信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容
（P63）をご参照ください。
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【貸倒引当金の期末残高及び期中増減額】
○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 2,595 2,494 － 2,595 2,494 2,494 2,312 － 2,494 2,312 

個 別 貸 倒 引 当 金 213 197 － 213 197 197 1,198 － 197 1,198 

脚注 期中減少額（その他）は全額洗替額です。

○業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
個別貸倒引当金

貸出金
償　却

個別貸倒引当金
貸出金
償　却期首

残高
期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

法
人

農 業 － － － － － － － － － － － －

林 業 － － － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － － － －

製 造 業 － － － － － － － － － － － －

鉱 業 － － － － － － － － － － － －

建設・不動産業 84 78 － 84 78 － 78 72 － 78 72 －

電 気・ガ ス・
熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －

金融・保険業 49 39 － 49 39 － 39 28 － 39 28 －

卸 売 ・ 小 売 ・
飲食・サービス業 79 74 － 79 74 － 74 1,093 － 74 1,093 －

日本国政府・
地方公共団体 － － － － － － － － － － － －

上 記 以 外 － － － － － － － － － － － －

個 人 － 4 － － 4 － 4 3 － 4 3 －

合　　　計 213 197 － 213 197 － 197 1,198 － 197 1,198 －

脚注 1.	一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
2.	当会では国外への貸出を行っていないため、地域別（国内・国外）の開示を省略しています。

自己資本の充実の状況（連結）
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（単位：百万円）【信用リスク・アセット残高内訳表】

項　目
リスク・
ウェイト
(%)

令和６年度 令和7年度
CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

A B C D E F
（=E/（C+D）） A’ B’ C’ D’ E’ F’

（=E’/（C’+D’））
現 金 0 5,216 － 5,216 － － 0 4,022 － 4,022 － － 0

我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 396,559 － 396,559 － － 0 417,099 － 417,099 － － 0

外国の中央政府及び中央銀行向け 0～150 182,689 － 182,689 － － 0 182,126 － 182,126 － － 0

国際決済銀行等向け 0 － － － － － － 13,119 － 13,119 － － 0

我が国の地方公共団体向け 0 12,965 － 12,965 － － 0 15,225 － 15,225 － － 0

外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～150 28,026 － 28,026 － 5,605 20 42,956 － 42,956 － 8,591 20

国 際 開 発 銀 行 向 け 0～150 － － － － － － － － － － － －

地方公共団体金融機構向け 10～20 300 － 300 － 30 10 300 － 300 － 30 10

我が国の政府関係機関向け 10～20 6,604 － 6,604 － 660 10 5,606 － 5,606 － 560 10

地 方 三 公 社 向 け 20 603 － 603 － 120 20 548 － 548 － 109 20

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け 20～150 2,664,636 92,269 2,653,536 10,819 537,576 20 2,540,548 90,500 2,538,848 9,050 515,607 20

（うち第一種金融商品取引業者
及 び 保 険 会 社 向 け ） 20～150 38,361 － 38,361 － 10,091 26 63,577 － 63,577 － 16,237 26

カバード・ボンド向け 10～100 － － － － － － － － － － － －

法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 20～150 687,889 28,699 687,729 25,914 312,437 44 655,816 19,464 655,637 16,914 285,187 42

（うち特定貸付債権向け） 20～150 － － － － － － － － － － － －

中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100 202 1,261 178 233 312 76 272 1,249 244 222 358 77

（うちトランザクター向け） 45 － 1,000 － 100 45 45 － 1,000 － 100 45 45

不 動 産 関 連 向 け 20～150 － － － － － － － － － － － －

（うち自己居住用不動産等向け） 20～75 － － － － － － － － － － － －

（うち賃貸用不動産向け） 30～150 － － － － － － － － － － － －

（うち事業用不動産関連向け） 70～150 － － － － － － － － － － － －

（うちその他不動産関連向け） 60 － － － － － － － － － － － －

（うち A D C 向 け ）100～150 － － － － － － － － － － － －

劣後債権及びその他資本性証券等 150 13,640 － 13,640 － 13,640 100 11,017 － 11,017 － 13,771 125

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）50～150 － 3 － － － － － 3 － － － －

自己居住用不動産等向け
エクスポージャーに係る延滞 100 － － － － － － － － － － － －

取 立 未 済 手 形 20 10 － 10 － 2 20 9 － 9 － 1 20

信用保証協会等による保証付 0～10 19 － 19 － 1 10 9 － 9 － 0 10

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付 10 － － － － － － － － － － － －

株 式 等 250～400 9,494 － 9,494 － 9,494 100 9,210 － 9,210 － 11,973 130

上 記 以 外 100～1250 298,650 － 298,650 － 714,195 239 299,756 － 299,756 － 716,015 239

（うち重要な出資のエクスポージャー） 1250 － － － － － － － － － － － －

（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他
外部TLAC関連調達手段に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー）

250～400 － － － － － － － － － － － －

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 250 266,532 － 266,532 － 666,330 250 266,529 － 266,529 － 666,323 250

（うち特定項目のうち調整項目に算入
されない部分に係るエクスポージャー） 250 4,619 － 4,619 － 11,548 250 5,089 － 5,089 － 12,723 250
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項　目
リスク・
ウェイト
(%)

令和６年度 令和7年度
CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

CCF・信用リスク
削減効果適用前

CCF・信用リスク
削減効果適用後 リスク・

ウェイトの
加重平均値
(%)

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

オン・
バランス
資産項目

オフ・
バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

A B C D E F
（=E/（C+D）） A’ B’ C’ D’ E’ F’

（=E’/（C’+D’））
（うち総株主等の議決権の百分の十
を超える議決権を保有している他の
金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段に係るエクスポージャー）

250 － － － － － － － － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有していない他の
金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段に係るエクスポージャー）

150 17,636 － 17,636 － 26,454 150 17,660 － 17,660 － 26,490 150

（うち右記以外のエクスポージャー） 100 9,862 － 9,862 － 9,862 100 10,477 － 10,477 － 10,477 100

証 券 化 — 178,081 － 178,081 － 35,610 20 196,752 － 196,752 － 39,349 20

（うちSTC要件適用分） — － － － － － － － － － － － －

（うち短期STC要件適用分） — － － － － － － － － － － － －

（うち不良債権証券化適用分） — － － － － － － － － － － － －

（うちSTC・不良債権証券化適用対象外分） — 178,081 － 178,081 － 35,610 20 196,752 － 196,752 － 39,349 20

再 証 券 化 — － － － － － － － － － － － －

リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャー — 365,883 22,929 365,883 9,171 324,691 87 312,555 20,360 312,555 8,144 344,990 108

未 決 済 取 引 — － －

他の金融機関等の対象資本調達
手段に係るエクスポージャーに係
る経過措置によりリスク・アセットの
額に算入されなかったものの額（△）

— － －

合計（信用リスク・アセットの額） — 1,954,379 1,936,547

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況（連結）
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【ポートフォリオの区分ごとのCCF適用後及び信用リスク削減手法の効果を勘案した後のエクスポージャーの額】
令和６年度 （単位：百万円）

信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後)
0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

我が国の中央政府及び中央銀行向け 396,559 － － － － － 396,559
外国の中央政府及び中央銀行向け 182,689 － － － － － 182,689
国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － － －

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計
金融機関、第一種金融商品取引
業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 2,613,331 49,254 － － － － － 1,769 2,664,356

（うち、第一種金融商品取引業者
及 び 保 険 会 社 向 け ） 14,166 24,195 － － － － － － 38,361

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け － － － － － － － － －

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計
不動産関連向けうち自己居住用不動産等向け － － － － － － － － － － － － －

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計
不動産関連向けうち賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － －

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 219,283 388,496 34,563 － － 45,027 － 2,214 24,057 713,643

（ う ち 特 定 貸 付 債 権 向 け ） － － － － － － － － － －

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 12,965 － － － － － － 12,965
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － 28,026 － － － － 28,026
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け － 300 － － － － － 300
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け － 6,604 － － － － － 6,604
地 方 三 公 社 向 け － － 603 － － － － 603

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － － － －

100% 150% 250% 400% その他 合計
劣後債権及びその他資本性証券等 － 13,640 － － － 13,640
株 式 等 － － 9,494 － － 9,494

45% 75% 100% その他 合計
中堅中小企業等向け及び個人向け 100 16 22 273 412

（ う ち ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ） 100 － － － 100

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計
不動産関連向けうち事業用不動産関連向け － － － － － － －

100% 150% その他 合計
不 動 産 関 連 向けうちＡＤＣ向け － － － －

50% 100% 150% その他 合計
延 滞 等 向 け

（自己居住用不動産等向けを除く。） － － － － －

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エ ク ス ポ ー ジャー に 係 る 延 滞 － － － － －

0% 10% 20% 100% その他 合計
現 金 5,216 － － － － 5,216
取 立 未 済 手 形 － － 10 － － 10
信 用 保 証 協 会 等 による 保 証 付 － 19 － － － 19
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － － － －

60% その他 合計
不動産関連向けうちその他不動産関連向け － － －
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令和7年度 （単位：百万円）

信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後)
0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

我が国の中央政府及び中央銀行向け 417,099 － － － － － 417,099
外国の中央政府及び中央銀行向け 182,126 － － － － － 182,126
国 際 決 済 銀 行 等 向 け 13,119 － － － － － 13,119

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計
金融機関、第一種金融商品取引
業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 2,487,624 60,273 － － － － － － 2,547,898

（うち、第一種金融商品取引業者
及 び 保 険 会 社 向 け ） 28,363 35,214 － － － － － － 63,577

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け － － － － － － － － －

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計
不動産関連向けうち自己居住用不動産等向け － － － － － － － － － － － － －

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計
不動産関連向けうち賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － －

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 223,889 371,173 29,826 － － 32,448 － － 15,214 672,551

（ う ち 特 定 貸 付 債 権 向 け ） － － － － － － － － － －

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 15,225 － － － － － － 15,225
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － 42,956 － － － － 42,956
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け － 300 － － － － － 300
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け － 5,606 － － － － － 5,606
地 方 三 公 社 向 け － － 548 － － － － 548

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計
国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － － － －

100% 150% 250% 400% その他 合計
劣後債権及びその他資本性証券等 － 11,017 － － － 11,017
株 式 等 － － 9,210 － － 9,210

45% 75% 100% その他 合計
中堅中小企業等向け及び個人向け 100 16 24 326 466

（ う ち ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ） 100 － － － 100

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計
不動産関連向けうち事業用不動産関連向け － － － － － － －

100% 150% その他 合計
不 動 産 関 連 向けうちＡＤＣ向け － － － －

50% 100% 150% その他 合計
延 滞 等 向 け

（自己居住用不動産等向けを除く。） － － － － －

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エ ク ス ポ ー ジャー に 係 る 延 滞 － － － － －

0% 10% 20% 100% その他 合計
現 金 4,022 － － － － 4,022
取 立 未 済 手 形 － － 9 － － 9
信 用 保 証 協 会 等 による 保 証 付 － 9 － － － 9
株 式 会 社 地 域 経 済 活 性 化
支 援 機 構 等 に よ る 保 証 付 － － － － － －

60% その他 合計
不動産関連向けうちその他不動産関連向け － － －

自己資本の充実の状況（連結）
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信用リスク削減手法に関する事項
　当連結グループにおける信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続等については、信連に準じ
て管理しています。具体的内容は単体の開示内容（P70）をご参照ください。

【資産（オフ・バランス取引等含む）残高等リスク・ウェイト区分内訳表】

リスク・ウェイトの
区分

令和6年度 令和7年度

CCF・信用リスク削減
効果適用前

エクスポージャー CCFの
加重平均値
(%)

資産の額及び
与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク
削減効果適用後）

CCF・信用リスク削減
効果適用前

エクスポージャー CCFの
加重平均値
(%)

資産の額及び
与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク
削減効果適用後）オン・バランス

資産項目
オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

40％未満 3,516,405 117,827 30% 3,540,694 3,445,012 107,214 23% 3,468,026
40％～70％ 387,396 3,753 32% 388,596 370,073 3,753 32% 371,273
75% 34,563 143 11% 34,580 29,826 143 11% 29,842
80% － － － － － － － －
85% 175 117 100% 273 243 105 100% 326
90％～100％ 44,969 392 40% 45,050 32,505 0 10% 32,472
105％～130％ － － － － － － － －
150% 15,855 － － 15,855 11,017 － － 11,017
250% 9,494 － － 9,494 9,210 － － 9,210
400% － － － － － － － －
1250% － － － － － － － －
その他 0 0 100% 0 － 0 100% 0
合　　　計 4,008,860 122,234 30% 4,034,544 3,897,888 111,217 24% 3,922,168

（単位：百万円）

脚注 １．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
２．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

３．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引
のことです。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府および中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決
済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

5．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテクションの買い手)と信用リスクを取得したい者(プロテク
ションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由(延滞・破産など)が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領す
る取引をいいます。

【信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額】
令和6年度 令和7年度

適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け − − − − − −
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け − − − − − −
地 方 三 公 社 向 け − − − − − −
金 融 機 関 、第 一 種 金 融 商 品
取 引 業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 1,100 − − − − −

法 人 等 向 け
（ 特 定 貸 付 債 権 向 け を 含 む 。） 23,936 172 − 15,188 172 −

中堅中小企業等向け及び個人向け − 0 − − − −
自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け − − − − − −
賃 貸 用 不 動 産 向 け − − − − − −
事 業 用 不 動 産 関 連 向 け − − − − − −
延 滞 等 向 け
（自己居住用不動産等向けを除く。） − − − − − −

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け
エ ク ス ポ ー ジャー に 係 る 延 滞 − − − − − −

証 券 化 − − − − − −
中 央 清 算 機 関 関 連 − − − − − −
上 記 以 外 − − − − − −

合　　　　計 25,036 172 − 15,188 172 −

（単位：百万円）
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【派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳】
令和6年度 令和7年度

与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

令和6年度 （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担　保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額現金・自会貯金 債　券 その他

（１）外 国 為 替 関 連 取 引 6,191 11,666 － － － 11,666 
（２）金 利 関 連 取 引 10,706 13,007 － － － 13,007 
（３）金 関 連 取 引 － － － － － －
（４）株 式 関 連 取 引 508 1,204 － － － 1,204 
（５）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －
（６）その他コモディティ関連取引 － － － － － －
（７）クレ ジット・デリバ ティブ － － － － － －

派 生 商 品 合 計 17,407 25,878 － － － 25,878 
長 期 決 済 期 間 取 引 － － － － － －
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果(△) － －

合　　　　計 17,407 25,878 － － － 25,878 

派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項
　当連結グループでは、信連以外で派生商品取引及び長期決済期間取引を行っていないため、連結グループ
における当該取引に係るリスク管理の方針及び手続等は定めていません。信連におけるリスク管理の方針及び
手続等の具体的内容は単体の開示内容（P71）をご参照ください。

令和7年度 （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担　保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額現金・自会貯金 債　券 その他

（１）外 国 為 替 関 連 取 引 259 5,582 － － － 5,582

（２）金 利 関 連 取 引 30,262 33,163 － － － 33,163

（３）金 関 連 取 引 － － － － － －

（４）株 式 関 連 取 引 1,118 2,400 － － － 2,400

（５）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －

（６）その他コモディティ関連取引 － － － － － －

（７）クレ ジット・デリバ ティブ － － － － － －

派 生 商 品 合 計 31,640 41,146 － － － 41,146

長 期 決 済 期 間 取 引 － － － － － －

一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果(△) － －

合　　　　計 31,640 41,146 － － － 41,146

脚注 1.	�「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額を算出する方法の一つです。再構築コストと想定元本に一定の掛
目を乗じて得た額の合計で与信相当額を算出します。なお、「再構築コスト」とは、同一の取引を市場で再度構築するのに必要となるコスト(ただし0を下回ら
ない)をいいます。

2.	�「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテクションの買い手)と信用リスクを取得したい者
(プロテクションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由(延滞・破産など)が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一
定金額を受領する取引をいいます。

3.	�「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいいます。オン・バランスの元本と区別して「想定元本」と呼
ばれています。

【与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ】
　該当する取引はありません。

【信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ】
　該当する取引はありません。

自己資本の充実の状況（連結）
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証券化エクスポージャーに関する事項
　当連結グループでは、信連以外で証券化エクスポージャーを取り扱っていないため、連結グループにおける
当該取引に係るリスク管理の方針及びリスク特性等は定めていません。信連におけるリスク管理の方針及びリ
スク特性等の具体的内容は単体の開示内容（P72）をご参照ください。

【当連結グループがオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
　該当する取引はありません。

脚注 証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。

【当連結グループが投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
◯保有する証券化エクスポージャーの額 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー 証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

オン・バランス

クレジットカード与信 － － － －

住 宅 ロ ー ン 21,520 － 22,026 －

自 動 車 ロ ー ン 11,118 － 7,035 －

そ の 他 145,442 － 167,690 －

合　　　計 178,081 － 196,752 －

オフ・バランス

クレジットカード与信 － － － －

住 宅 ロ ー ン － － － －

自 動 車 ロ ー ン － － － －

そ の 他 － － － －

合　　　計 － － － －
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◯保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
信用リスク削減手法の有無 無

脚注 証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。

令和7年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

０％～１５％未満 － － ０％～１００％未満 － －

１５％～５０％未満 196,752 1,573 １００％～２５０％未満 － －

５０％～１００％未満 － － ２５０％～４００％未満 － －

１００％～２５０％未満 － － ４００％～１，２５０％未満 － －

２５０％～４００％未満 － － １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 － －

１，２５０％ － －

合　　　計 196,752 1,573 合　　　計 － －

オフ・バランス

０％～１５％未満 － － ０％～１００％未満 － －

１５％～５０％未満 － － １００％～２５０％未満 － －

５０％～１００％未満 － － ２５０％～４００％未満 － －

１００％～２５０％未満 － － ４００％～１，２５０％未満 － －

２５０％～４００％未満 － － １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 － －

１，２５０％ － －

合　　　計 － － 合　　　計 － －

◯�自己資本比率告示第224条並びに第224条の4第1項第1号及び第2号の規定によりリスク・ウェイト1250％
を適用した証券化エクスポージャーの額
　　該当する取引はありません。

○リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額
令和6年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

０％～１５％未満 － － ０％～１００％未満 － －

１５％～５０％未満 178,081 1,424 １００％～２５０％未満 － －

５０％～１００％未満 － － ２５０％～４００％未満 － －

１００％～２５０％未満 － － ４００％～１，２５０％未満 － －

２５０％～４００％未満 － － １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 － －

１，２５０％ － －

合　　　計 178,081 1,424 合　　　計 － －

オフ・バランス

０％～１５％未満 － － ０％～１００％未満 － －

１５％～５０％未満 － － １００％～２５０％未満 － －

５０％～１００％未満 － － ２５０％～４００％未満 － －

１００％～２５０％未満 － － ４００％～１，２５０％未満 － －

２５０％～４００％未満 － － １，２５０％ － －

４００％～１，２５０％未満 － －

１，２５０％ － －

合　　　計 － － 合　　　計 － －

自己資本の充実の状況（連結）
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オペレーショナル・リスクに関する事項
　当連結グループにおけるオペレーショナル・リスクの管理方法や手続については、信連に準じた内容としてい
ます。信連におけるオペレーショナル・リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容（P74）を
ご参照ください。

CVAリスクに関する事項
　当連結グループにおけるCVAリスクの管理手法や手続については、信連に準じた内容としています。信連に
おけるCVAリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容（P74）をご参照ください。

マーケット・リスクに関する事項
　当連結グループにおけるマーケット・リスクの管理手法や手続については、信連に準じた内容としています。
信連におけるマーケット・リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容（P74）をご参照くだ
さい。
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リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
（単位：百万円）

令和6年度 令和7年度

ル ッ ク ス ル ー 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 373,922 319,899 

マ ン デ ー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －

蓋 然 性 方 式（ 2 5 0 ％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジャー 1,132 800 

蓋 然 性 方 式（ 4 0 0 ％ ）を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジャー － －

フォールバック方式（1,250％）を適用するエクスポージャー － －

【出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益】 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額
1,406 99 － 2,306 143 －

【貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）】
（単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
評価益 評価損 評価益 評価損

4,541 192 6,739 41 

【貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）】　		
	 該当ありません。

【出資等または株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価】 （単位：百万円）

令和6年度 令和7年度
貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上 場 9,959 9,959 12,024 12,024

非 上 場 239,757 239,757 239,757 239,757

合　　　　計 249,716 249,716 251,782 251,782

脚注 「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
　当連結グループでは、子法人等が信連以外の出資等または株式等エクスポージャーを保有していないため、
連結グループにおける当該エクスポージャーに係るリスク管理の方針及び手続等は定めていません。信連に
おけるリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容（P75）をご参照ください。

自己資本の充実の状況（連結）
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金利リスクに関する事項
　当連結グループでは、信連以外で重要性のある金利リスクを伴う取引を行っていないため、連結グループに
おける金利リスクにかかるリスク管理の方針及び手続等は定めていません。信連におけるリスク管理の方針及
び手続等の具体的内容は単体の開示内容(P77)をご参照ください。

【ＶａＲ計測による最大損失見込額】 （単位：百万円）

令和6年度末 令和7年度末

ＶａＲ計測による最大損失見込額 39,221 42,518

脚注 ＶａＲについては分散共分散法による計測（信頼区間99％、保有期間60日、観測期間5年）を行っています。

【IRRBB1：金利リスク】 （単位：百万円）

項番
⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ

令和6年度末 令和7年度末 令和6年度末 令和7年度末

1 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト 87,516 79,960 11,760 11,239

2 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト 0 0 3,542 4,327

3 ス テ ィ ー プ 化 61,021 56,356

4 フ ラ ッ ト 化 6,239 0

5 短 期 金 利 上 昇 19,986 17,695

6 短 期 金 利 低 下 2,694 0

7 最 大 値 87,516 79,960 11,760 11,239

8 自 己 資 本 の 額
令和6年度末 令和7年度末

286,206 287,340

脚注 1.	「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
2.	「⊿ＮＩＩ」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から１２か月を経過する日までの金利収益の減少額として計測されるものをいいます。
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ＪＡバンクサポート部

J Aバンク資産相談部

Ｊ Ａ バ ン ク 指 導 部

農 業 金 融 部

総 合 企 画 部

総 務 部

市 場 運 用 部

営 業 部

監 査 部

リ ス ク 統 括 部

シ ス テ ム 統 括 部

業 務 部

その他
　�　当会の対象役員及び対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテイクを惹起するおそ
れのある要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員及び対象職員等の報酬等の体系とリス
ク管理の整合性並びに対象役員及び対象職員等の報酬等と業績の連動に関する事項」その他「報酬等の体
系に関し参考となるべき事項」として、記載する内容はありません。

役員
○対象役員
　　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、経営管理委員、理事及び監事をいいます。

○役員報酬等の種類、支払総額及び支払方法
　�　役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和7年度における対象役員に対する
報酬等の支払総額は、次のとおりです。
　�　なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振り込みの方法による現金支給のみであり、退職慰労金は、
その支給に関する総会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支払っています。

○対象役員の報酬等の決定等
　①役員報酬（基本報酬）
　�　役員報酬は、役員報酬審議会（構成：当会の会員ＪＡの組合長から選出された委員８名と学識経験者から選
出された若干名）の答申を基に、支給する報酬総額の最高限度額を、経営管理委員、理事及び監事の別に総
会において決定し、役員各人別の報酬額については、その総会決議の範囲内において、経営管理委員につい
ては経営管理委員会、理事については理事会、また監事については監事の協議において決定しています。な
お、業績連動型の報酬体系とはなっていません。

　②役員退職慰労金
　�　役員退職慰労金については、総会で経営管理委員、理事及び監事の別に各役員に支給する退職慰労金の
総額の承認を受けた後、役員退職慰労金支給規程に基づき、経営管理委員については経営管理委員会、理事
については理事会、監事については監事の協議において各人別の支給額と支給時期・方法を決定し、その決
定に基づき支給しています。
　�　なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計上しています。

支給総額
基本報酬 退職慰労金

対象役員に対する報酬等 １１７ １８

※対象役員は、経営管理委員13名、理事５名、監事4名です。（期中に退任した者を含む）
※�退職慰労金については、当年度に実際に支給した額ではなく、当年度の費用として認識される部分の金額（引当金への繰入額と支給額のうち当年度の負担に属する金額）に
よっています。

（単位：百万円）

職員等
○対象職員等
　�　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等」の範囲は、当会の職員及び当会の主要な連結
子法人等の役職員であって、常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当会の業務
及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　�　なお、令和7年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。
脚注 1.	対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めています。

2.	「主要な連結子法人等」とは、当会の連結子法人等のうち、当会の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
3.	「同等額」は、令和7年度に当会の常勤役員に支払った報酬額等の平均額としています。
4.	令和7年度において当会の常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はおりませんでした。

役員等の報酬体系
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ＪＡバンクサポート部

J Aバンク資産相談部

Ｊ Ａ バ ン ク 指 導 部

農 業 金 融 部

総 合 企 画 部

総 務 部

市 場 運 用 部

営 業 部

監 査 部

リ ス ク 統 括 部

シ ス テ ム 統 括 部

業 務 部

会員数
令和6年度末 令和7年度末

正 会 員 18 18

准 会 員 62 61

合 計 80 79

職員数
令和6年度末 令和7年度末

一 般 職 員 数 228 226

う ち 常 勤 嘱 託 10 11

役員
⃝経営管理委員 ⃝ 理事 ⃝監事

経営管理委員会会長 戸野谷　益之 経営管理委員 谷口　敏信 代表理事理事長 池辺　　覚 代表監事 出口　博司
経営管理委員会副会長 西上　　聡 経営管理委員 西野　高之 代表理事専務 照井　英俊 常任監事 武田　裕文
経営管理委員 内本　直哉 経営管理委員 畑中　正史 常 務 理 事 谷口　浩一 員外監事 荒井　憲一郎
経営管理委員 馬場　　博 経営管理委員 玉川　好裕 常 務 理 事 井﨑　隆之
経営管理委員 森本　　茂 経営管理委員 中木　福義 常 務 理 事 堀脇　淳史
経営管理委員 中井　勝次 経営管理委員 田中　　聡
経営管理委員 岸上　幸雄

（令和8年７月1日現在）

機構図（令和8年７月１日現在）

会計監査人の名称（令和8年７月１日現在）

みのり監査法人　所在地　東京都港区芝５－２９－１１

特定信用事業代理業者の状況（令和8年７月１日現在）
該当する取引はありません。

店舗一覧（令和8年７月１日現在）

本 所 〒５４１－００４３
大阪市中央区高麗橋３丁目３番７号
ＴＥＬ　０６－６２０４－６５００

事務センター
（大阪市支所）

〒５４０－００１１
大阪市中央区農人橋2丁目１番33号
ＴＥＬ　０６－６９４４－７３２１

組織・機構図・店舗一覧
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昭　和

23年 大阪府信用農業協同組合連合会設立（8月27日）

25年 農業協同組合財務処理基準令公布

27年 大阪府組合金融推進委員会結成

29年 農林漁業金融公庫（現:（株）日本政策金融公庫）業務受託開始

30年 信連貯金50億円達成

31年 府内農協貯金100億円達成

35年 大阪府農林会館完成により本所を会館内に移転
信連貯金100億円達成

37年 府内農協貯金500億円達成

40年 府内農協貯金1,000億円達成

41年 信連・内国為替業務開始

43年 信連貯金1,000億円達成

47年 農協業務の電算処理受託開始
府内農協メール実施

48年 府内農協貯金5,000億円達成
事務センター発足

49年 全国農協信用事業相互援助制度発足
農協・内国為替業務開始

50年 国庫金払込取扱い開始
（株）大阪府農協電算センター設立

52年 信連貯金5,000億円達成
府内農協オンラインの実施

54年 信連・全銀内為制度加盟
府内農協貯金1兆円達成

57年 府内農協貯金ネットサービス開始

58年 信連貯金1兆円達成

59年 農協・全銀内為制度加盟
府内農協・ダッシュ15運動の実施

60年 新事務センター竣工

61年 府内農協・ファイト17運動の実施

62年 府内の地相銀とCDオンライン業務提携（FOC）

63年 府内農協・クリア2兆円運動の実施
府内農協貯金2兆円達成

平　成

2年 「全国キャッシュサービス（MICS）」による
業態間CDオンライン提携スタート

3年 全国農協貯金ネットサービス、サンデーバンキング実施
府内農協貯金2兆5,000億円突破

4年 農協の愛称として「JA」を使用開始

6年 第3次オンラインシステム稼働
国債窓販業務の取扱い開始

令　和

元年 JAバンクアプリの提供開始

2年 大阪府立環境農林水産総合研究所と研究支援基本協定を締結

3年 信託業務の取扱い開始

6年 営業店システム導入

7年 第13次中期経営計画スタート

7年 日銀歳入金の取扱い開始

8年 「やるやんかJA」キャンペーンを展開

9年 信託契約代理業務の開始
府内JA信用事業の愛称として「JAバンク」を使用開始

10年 投信窓販業務の取扱い開始

11年 府内JA「いち、にの、3兆」運動の実施

12年
「大阪府内JA役職員大会」開催
府内JA貯金3兆円達成
日銀歳入復代理店業務取扱い開始

14年

FP資格者1,500名体制の確立
JAバンクシステムの導入
JAネットバンクの取扱い開始
JASTEMシステムへの移行
融資残高1,300億円伸長策の実施

16年 発行体格付け「A」を取得（R&I）
融資残高1,300億円伸長達成

17年 遺言信託代理業務取扱い開始

18年 コンサルティング業務の取扱い開始
JAバンク大阪中之島倶楽部オープン

19年 信連貯金3兆円達成

20年 JAバンク食農教育応援事業の開始

22年 JA大阪センタービルへの移転
府内JA貯金4兆円達成

23年 短期格付「a-1」を取得（R&I）

24年 信連貯金4兆円達成

25年 大阪府立大学（現:大阪公立大学）と産学官連携基本協定を締結
同大学に対する産学連携研究支援事業を開始

27年 JAバンクでんさいサービスの取扱い開始

30年 創立70周年
府内JA貯金5兆円達成

沿革・あゆみ
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会計監査人の監査
令和6年度及び令和7年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、農業協同組合法第３７
条の２第３項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。	

確 認 書

１． 私は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度にかかるディスクロー
ジャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点において
関係諸法令に準拠して適正に表示されていることを確認しました。

２． 当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有効
に機能していることを確認しました。

・業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備され
ております。

・業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を検証
しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。

・重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

令和8年7月1日

大阪府信用農業協同組合連合会

代表理事理事長　　　池辺　　覚

（注）�財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書、注記表、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、
連結キャッシュ・フロー計算書及び連結注記表を指しています。

財務諸表の適正性等に係る確認・会計監査人の監査を受けている旨
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単体開示項目（農業協同組合法施行規則第204条関連） ページ

1 概況及び組織に関する事項
（１）業務の運営の組織 117
（2）理事、経営管理委員及び監事の氏名及び役職名 117
（３）会計監査人の名称 117
（４）事務所の名称及び所在地 117
（５）特定信用事業代理業者に関する事項 117

2 主要な業務の内容 26〜32
3 主要な業務に関する事項
（１）直近の事業年度における事業の概況 6
（2）直近の5事業年度における主要な業務の状況

①経常収益 8
②経常利益 8
③当期剰余金 8
④出資金及び出資口数 8
⑤純資産額 8
⑥総資産額 8
⑦貯金等残高 8
⑧貸出金残高 8
⑨有価証券残高 8
⑩単体自己資本比率 8
⑪剰余金の配当の金額 8
⑫職員数 8
⑬信託報酬 8
⑭信託勘定貸出金残高 8
⑮�信託勘定有価証券残高（信託勘定電子記録移転有価
証券表示権利等残高を除く） 8

⑯信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高 8
⑰信託財産額 8

（3）直近の2事業年度における事業の状況
①主要な業務の状況を示す指標 49、50
②貯金に関する指標 50
③貸出金等に関する指標 51〜53
④有価証券に関する指標 55
⑤信託業務に関する指標 58

4 業務の運営に関する事項
（１）リスク管理態勢 16〜20
（2）法令遵守の体制 21〜25
（３）中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組みの状況 9～12
（４）金融ADR制度への対応 22

5 直近の2事業年度における財産の状況に関する事項
（１）貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書 34〜48
（2）債権に係る額及びその合計額

①破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当する債権 54
②危険債権に該当する債権 54
③三月以上延滞債権に該当する債権 54
④貸出条件緩和債権に該当する債権 54

（３）元本補てん契約のある信託に係る債権に関する事項 54
（４）自己資本の充実の状況 59〜77
（５）取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

①有価証券 56
②金銭の信託 56
③デリバティブ取引 57
④金融等デリバティブ取引 57
⑤有価証券関連店頭デリバティブ取引 57

（6）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 52
（7）貸出金償却の額 52
（8）会計監査人の監査を受けている旨 119

連結開示項目（農業協同組合法施行規則第205条関連） ページ

1 信連及びその子会社等の概況に関する事項
（１）信連及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織

の構成 78

（2）信連の子会社等に関する事項
①名称 78
②事務所の所在地 78
③資本金 78
④事業の内容 78
⑤設立年月日 78
⑥�信連が有する子会社等の議決権の総株主の議決権
に占める割合 78

⑦�信連の一の子会社等以外の子会社等が有する当該
一の子会社等の議決権の総株主の議決権に占める
割合

78

2 信連及びその子会社等の主要な業務につき連結したもの
（１）直近の事業年度における事業の概況 78
（2）直近の5連結事業年度における主要な業務の状況

①経常収益 78
②経常利益 78
③当期利益 78
④純資産額 78
⑤総資産額 78
⑥連結自己資本比率 78

3 信連及びその子会社等の直近の2連結事業年度における
財産の状況に関する事項
（１）貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算書 79～95
（2）債権のうち次に掲げるものの額及びその合計額

①�破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当する債権 96
②危険債権に該当する債権 96
③三月以上延滞債権に該当する債権 96
④貸出条件緩和債権に該当する債権 96

（3）自己資本の充実の状況 97～115

その他の重要な事項（農業協同組合法施行規則第207条） ページ

役員等の報酬体系 116

　このディスクロージャー誌は、農業協同組合法第54条の3に基づき作成しておりますが、農業協同組合法施
行規則における各項目は以下のページに記載しております。

法定開示項目　索引
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